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近代 支那 財政 史 


發， 免 敎育圖 書 株式 會社 


HO" 


本書の 著者 ffl 井 象 雄 は US: 學 院大學 助敎授 であ.^ 同 特に. jM 都 大學 人文 科學 研究所の 

嘱託 を 兼ねて ゐる。 今 は 北滿の 地に 陸軍 主計 中尉と して 朔北. の 野に シ ベ リ ャ 吹雪に^ されつ 

つ 祖國防 衞の第 一 線！，： 立って ゐる。 

柏井^?; が 財政 學 の 研究 を 始めた の は 束 都 帝 國大學 經濟學 部の 學生 とし て 財政 學 金融 論 演習 

に參 加して よりの 事で ある。 昭和 七 年に 同大 學を 卒業す る や、 引 續き大 學院に 入り 比較 財政 

學の硏 究に從 ひ、 文字 通. 0 十 年 一 日の 如く 研究に 精進して 來た。 最初の 研究題目 は獨 逸の 所 

得 稅と佛 蘭 S の 所得 稅 であって、 その 勞作は 我等 同人の 財政 金融 硏究佥 ：： 紀要の 第三 卷 「各阈 

所 稅制 論， 1 に收 めら れてゐ る. - 支那 事 變勃發 する や 柏 井 君 は 直ちに：；：： されて 北支 中支に 赴 

き、 磯谷 兵 刚に從 つて 轉戰 する こと 前後 三ケ 年、 この 問從軍 距離 數千轩 に 及び 拔 群の 功績 を 

樹て、 主計 將校 ながら 功五 級に 叙せられ た。 征 旅の 間旣に S 務の 體驗は 支那 財政に 强き與 味 


を懷 かしむ るに 至， り 昭和 十五 年 凱旋 後 は 直ちに その 研究に # ら 精力 を 集中す る 事と なった 

が、 同年に 京都 帝國大 人文 科學 研究所と 關西學 院大學 より 派遣 せられて 満洲！^ と 北支 を視 

察する に 及び、 支郝 財政. の硏 究に對 する 熱意 は 一層 昂 めら れ たのであった。 柏 井^が 比較 W 

政 學の對 象 を 支那 財政に むけて 收穫 したる 最初の ものが 本 W であり、 支那 學者 Ming-Clumg 

Tay の 見た る 近代 支那 財政 史を、 柏 井 象 雄 君が 自己の 體驗と 硏究を 通じ 修正 補足した もので 

ある。 「はしがき」 にも ある 如く、 柏 井 君が 本書に 盛らん とした 最初の 構想 は 相 常に 大规 校の 

ものであった が、 昭和 十六 年に 業 半ばに して 1$ 度の 應召 の爲 めに 北滿の 地に 旅立った。 現地 

より 送られた 原稿 は 著者の 友人、 三 谷 道 磨 君と 田杉號 君の 助力に より 公刊の 5^ びと なった。 

新舊 交錯し 複雜 極まりなき 近代 支那 財政 史を 現地の 體驗を 通じて 筒 潔に まとめ 上げた ると 

ころに 本書. の强^ を發. 見し 得る ので ある。  . 

昭和 十七 年 四月 十三 日 

汐 見 三 郞 


二 本書の 第一章 は 著者が 數年 にわた b 研究した 結果 を まとめた もので あり、 第二 章から 

第 四 章に 至る 部分 は、 Ming-Chung-  Tay;  Das  Finarrz-und  Steuei 

besonatjr ひ r  ikriicksictitigung  d2.  Kin に omm ひ nst ひ u ひ r  (  J ひ na,  くひ rla^  von  GU^Jtav  Fischs.,  19.40) 

を 紹介した ものである。 

一 Mlnw-rhun"  Tray;  Das  F,n さ z-und  Steuerwesen  Chinas は淸朝 末期 いら 蒋攻權 の 財 

政 改革 運動と 所得 稅の 採用、 從 つて 日 支 事變に 至る 迄に、 支那の 財政が どの 樣なコ I スを步 

んで來 たかを 極く 簡單に まとめた ものであるつ 非常に 簡單に 說明を 進めて ゐ るので、，^ すし も 

完全な もので なく、 重要な 問題で 缺 けて ゐる 部分 も かな， 0 ある 樣に思 はれた。 特に 近代 支那 

財政 史の 性格 を はっき，.^ 浮び 上らせる 爲に は、 之 を 近代 支那 ft 會史と 結びつける 必要が あ. つ 


一、 此の様な 意味で、 第一章に T 近代 支 都 社 會史の 性格.— 外國 勢力の 《 スと新 奮の 交錯 一 

を 加へ る ことと した。 义 はし-かきの 終， -に、 近代 支郎 財政 史の 理解 を 助ける 爲に、 淸末 以降 

における 支那 財政改革 運動の 經過を 簡單に 記して おいた。 

いづれ も 嘗て 「商學 論究 一 (關 西學院 大學商 經學部 機關雜 誌) 及び 「財政」 に 寄稿した も 

のに 加筆した ものである。 

一 、 此の 他に も 原著 を 補 ふ 意味で、 原著に 揭 げられ た 統計 數字ゃ 稅法等 を 一 つ 一 つ 根本 ま 

料に つ いて 調査し、 詳細な ものと 置き 代 へ る 積り であった。 譯語 等に しても 一 應我國 で 慣用 

されて ゐる もの を揭 げた 上、 之に 原語 を 加へ る豫定 であった。 文獻目 錄も歐 文ニ举 文の もの 

を できるだけ 網羅した いと 思って ゐた。 然し 此の 樣な 訐畫で 邦譯を 進めて ゐる 途中に、 私の 

一 身ヒに 大きな 變 匕が 起った。 そして 此の 變 化の ため 此 等の 計畫を すべ て 放棄し なけれ" な 

ら なかった。 しかも その後 も 非常に あわた > しい 環境の 中で 此の 邦譯を 進めて 行かなければ 

ならなかった。 何度と なく 邦譯を 中止し なければ ならない 様な 場合が あった。 又 これ を斷念 

- ようと 思った こと も 度 あった。 此の 樣な 事情の 爲、 本書 は 最初に 私の 計畫 した ものと 著 


し，、 異っ たものに なって しまった 3 その他の 點 でも 意に 充た ない 個所が 少 くない J 

親しく 手 を 取って 導いて 項いた 京都 帝 國大學 經淹學 部 敎授汐 見三郞 先生に 申し 譯な 

てゐ る" 

然し 此の様な 意に 充 たない ものが、 却って 現在 私に とって、 何時か は 大きな 記念 

に 思 はれる。  , 

昭和 十六 年 十月 

滿洲 佳木 斯こ て 
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支那 財 一ば ；ー f 革 這 動 0  S  . 

支，， ミ に- PL  y.v:ir を 中心として 大きく 一 一 つ に S 切られて tCi る。 

一， ードに 至る 迄、 支那 a 會は 孤立 を 守 外部から 何の 影響 を 受ける こ ともなく、  S 自の 

コ スを步 んでゐ た， - さ. 漾な支 都 社會の 性格が 阿片 戰爭の 結果 一髪した" それまで，.： - k 

ら遮 新され て ゐた支 、、 今や ョ.' &プ パ 商品に 對 する 市場と して 開放され、 それ 自ら 

のコ， ス を步 人. 續 にて 一ん に 支那 tt 會と 世界 歷史 との 交涉が 開始せられ るに 至った ので ある C 

H: 淸戰爭 における 淸 朝の 收北は 此の 傾向に 拍車 を 加へ た。 淸朝は 下 ■ 條 約に 基き ョ ， プパ 

資本に 對 して 支 都 進出の 檨會を 公然と 與へ た- 旣に夫，^0生産カの發展に洋って、 龙大な 量 

に M で 蓄積 さに てんつ ョ - S1 プ パ諸國 Q 資本 は * 鐵 道-. S 一 a . 鑲 山の 採掘 . 錫 行 立 . ェ 

場 創 S  一-一 」".、 チら ゆる 導管 を 通じて- 支ョ" 钍會に 流れ込んで 來ハ… 商品と 資本 0 

is へ cf〉s は、 當然支 ーーー^ 瓧會 G 動きに 大きな 影響 を與 へ た。 奮い 支 s^v,-*} 會經 » 橡構 

支お 財政改革 JfiKI--, 鞟ー追  I 


近代 支那 財政 史  ，  二 

が これらの 影響 を受 けて 崩潰し 始め、 隨 所に 新しい ものが 芽生えて 來た。 

かう して 外部からの 强 大な艇 力に 依って、 奮い ものが 崩潰し 始め 夫に 代って 新しい ものが 

芽生えて 來 ただけ で 無く、 支那 社會 そのものの 中に も、 自らの 力に 依って 新しい 方向へ 進 i 

ラ とする 一 つ の 運動が 生れて 來た。 例 へ ば 李鴻章 • 曾國藩 • 左宋棠 等の 指導の 下に、 淸 朝政 

府に 依って 富 國强兵 政策が 採用され、 各地に 近代的な 組織 を 持った 軍需工場が 創設され た。 

そのほか 一般 商品に 關 しても、 或は 官營の 或は 官督 商辨の 工場が 設立され た。 更に 日淸 ilps- 

以後に 於け る 外資の 侵入 は、 支那 民族 資本に 大きな 刺戟 を 與へ、 民族 資本に 依っても 新しい 

組織と 設備 を. 持った 企業が 各地に 起され 始めた。 巳に 海外に おいて 蓄積され てゐた 華僑 資本 

も 之に 呼應 した。 此の 樣な 動き を 促進す ベ きものと して 淸朝 政府 は あらゆる 手段 を 採った。 

康 ：爲 • 梁 啓 超 等に 依る 變法 自强の 提案が あつたの も 此の頃で ある。 特に 康有爲 に 依って 

は、 (一) 君主 立憲 制と 中央 集 櫂 確立、 (二) 新 軍の 編成. 訓練、 (三)11^ハェ廠の創設>  (四) 經脾 

建設 計畫 として 重工業の 創設 • 産業の 合理化 • 鐵 道の 敷設 • 學 校の 普及 等の 改革 綱領が 提案 

さ.；：； てゐる 0 


辛亥 革命 以後に おける 政治的な 混 戴に 基く 社會 の動搖 にも 拘ら す、 常に 支配者の 地位に 立 

つた ものが 意圖 した 所 は、 前 資本主義 的な 段階に 止まって ゐた 傳統的 支那 社會 を、 一 段 高い 

所に 引き上げ そして 新しい ものに 作り 變 へる ことであった。 例へば 幣制の 統一. 銀行の 發展 • 

その他 產 業の 保護 政策 等が 絕 えす 考慮され てゐ た。 新 支 都 建設 綱領と しての 三民主義 • 建國 

方略が 孫 文に 依って 發 表された。 

辛亥 革命 以後 混亂を 極めて ゐた 支那 社會 は、 一 九 二 五 年に おける 蒋介石の 擡頭と それ 以後 

における 彼の 北 伐の 成功、 國內 統一 への 努力に 依って ー應の 安定 を a た。 爾來、 蒋介石 を 中 

心と する 國民 政府の 舊ぃ 支那の 破 壌と 新しい 支那の 建設への 努力が、 孫 文 三民主義と 建阈 

方略 を S 礎と する 方針に 從 つて、 極めて 强ぃカ を もって 展開 せられて 行った。 彼の 努力 は舊 

い W 統の 中に 眠り 續 けて ゐた 支那 社會 に、 一 つの 活力 を與 へる ことに 依って、 近代的な 性格 

を備 へ た 支那 社會を 建設しょう としたの であった。 

勿， ii この 樣な淸 朝 末期から 蒋介石の 經濟 建設 計晝に 至る までの 一 連の 努力 は、 必す しも そ 

のす ベ てが 支那 社 會の內 部にまで 滲透 L て 行った ので はない。 淸朝 末期 以降 試みられた 此等 

支那 財政改革 運動の 過  一一 一 


近代 支那 財政 史  四， 

の 上からの 社會 へ の 働き かけ は、 强ぃカ を もって は 支那 社 會の內 部にまで 滲透して 行かな か 

つた. - 勿論、 海岸 • 大河 川に 沿 ふ 大都會 の 様な 支那 社會の 一 部分で は 近代的な 生活が 始めら 

れてゐ たが、 « 餘の 部分で は傳統 的な 生活が 因襲の ライン に 沿って 續 けられて ゐた 支那 ft 會 

の根强 ぃ傳統 的な 性格 はな ほ餘 命を繫 いで ゐた。 

此の様に 支那 社 會の舊 い 機構と 制度 は 解體し 切らす に 最近に 至る まで も 持ち越されて ゐた 

ので あるが、 少 くと も此 等の 奮い 機構と 制度 を破壞 し、 之に 代へ て 新しい もの を 建設し、 次 

の 新しい 段階へ 支那 社會を 持ち上げる 事 は、 淸朝 末期 以降す ベての 支配者が 一 貫して 企 圖 し 

た 所であった。 支那 社會 の傳統 的な 性格が 强靱 であり、 その 新しい 方向への 運動に 對 する 抵 

杭が jg 强 であった だけ、 彼等の その 樣な 努力 も 大きな 苦しみ を 經驗し 乍ら 續 けられて ゐ たの 

であった。 此の様な 近代 支那 社 會史の 性格 を特徵 づける 一 つの 蓮 動 は、 そのまま 近代 支那 財 

政史 にも 見られる ので ある。 

XXX 

目 i ぐるし いば か b の 王朝の 交替に も拘ら や、 由來支 都に おいて は 「量 入定 3：?! の l^M 


が、 その 財政 運營 における 最高の 理想と せられて ゐた。 支那 最後の 王朝と しての 淸朝も 亦， 

その 初期に は 此の 原則 を 踏襲して ゐた。 卽ち 土地と 農民に 對 する 課税 を 以て 中心的 收 人と 

し、 關稅 • 鹽稅 その他 雜稅を 補完 的收 入と して、 その上に 獨 立の 財政 を 維持して ゐ たので あ 

る。 それが 阿片 戰爭 を轉 機と して 此の様な 財政 狀 態に 大きな 變 化が 現 はれた。 爾來 *淸 朝の 

直面した 多くの 內憂 外患と、 その 影響の 下に 淸 朝の 採用した 富 國强兵 政策 は、 莫大な 經费を 

淸朝 財政に 要求し、 その 財 耽 を 窮乏に おとしいれた。 特に 阿片 戰爭以 來の淸 朝の 勢威 失墜 は 

その 收 入にまで も 影響し 此の 傾向に 拍車 を かけた。 卽ち當 時、 淸朝は 極端な 地方 分 機 的な 性 

格 を 持つ 財政 機構の 上に 立って ゐ たので ある。 中央政府が 直接支配し 得た もの は、 關稅 と鹽 

稅收 入の 一 部に 過ぎす、 その他の 租税 收支 はすべ て 各省の 課税 權の 下に 置かれて ゐ たので あ 

つた。 勿論、 御用 金 • 獻 金 等の 方法 も 時には 淸 朝の 財源 調達 手段と して 採られて ゐ たが、 此 

等 は 決して 安定した 性格 を 持つ もので は 無かった。 中央 財政 官廳 としての 戶部 も、 最高 官廳 

としての 名 を 持つ のみで あ h'l 地方 長官と しての 督撫と 同一 の 資格に 於て 皇帝に 隸愿 し、 地 

方 財政 官廳 たる 布 政 使 は frj? 長 t2 の 支配 下にあった" だから 中^に 於て 新しい 經 費の 必要 を 
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生じた 場合に も、 中央の 勢威 失墜に 伴って、 戶 部の 威令 を 以てして は、 各省の 財政に 迄 も 千 

涉し、 新しい 經 費に 對應 すべき 收入を 調達す る 事が 不可能と なった ので ある。 

此の様な 事實の 他に、 更に 次の 樣な 事情が 淸朝 財政 を 一層 窮迫せ しめた。 卽ち 各^も また 

當時 、多の 事變に 伴って、 經費 膨脹と 收入 減少の ため 著しい 財政 窮乏に おちいって ゐ たので 

ある。 各^が. E らの 財政 窮乏 を 救 ひ 或は 中央の 要求に 應 やる 爲に 新しい 財源 を 求める として 

も、 前 資本主義 的な 段階に 止まって ゐた當 時の 支那の 經濟 機構が 之 を 許さなかった。 此の様 

な 社 會に對 して 新しい 財源 を 要求した としても、 前 資本主義 的な 段階に 止まって ゐた 支那 社 

會が、 その 要求に 應 やべき 新しい 豊かな 財源 を 提供し 得る 箸が 無かった。 だから 各省が 收入 

增加 策と して 採った 所 は、 常に 從來 から 存 して ゐた 課稅對 象の 上に、 新しい 名目で 附加悅 を 

設定す るか、 稅率を 引き上げ るかの 方法であった。 かう して 絕ぇゃ 土 池と 農民が、 或は i 組の 

消費が 或は 貨物の 移動が 課税の 對象 として 選ばれ、 夫， I- の擔稅 力が 極度に 利用され るの みで 

あった。 然し 此の 樣な社 會の租 稅負擔 力に も 自ら 一 定の 限度が 附 せられて ゐた。 そしてよ し 

各省が 中央の 需 めに 應 じょうとした 所で、 その 努力に は狹ぃ 限界が 設けられて ゐれ < 


此の様な 多くの 事情が からみ 合って、 淸 朝の 財政 窮乏 を 益々 强 めて ゐ たので ある。 

かやうな 環境の 下に 置かれて ゐた淸 朝が、 その 財政 窮乏 を救涛 すべき 彌縫 策と して 選んだ 

のが 外債 依存 政策であった。 同 治 K 年 ( 一 八 六 五 年) 伊犁 地方に 於け る回敎 徒の 亂卒定 に 際 

して、 その 急に 應 する ため &シァ から 外債 を 起して 以來、 あらゆる 收入 調達の 手段 を 奪 はれ 

て ゐた淸 朝 は、 絶えす 此の 最も 安易な 方法に 依賴 した。 然し 此の 樣な 手段 は その 採用に 伴つ 

て、 それだけ その 財政 を 窮乏せ しめる ものであった。 R 淸戰爭 に 於け る戰费 調達、 賠償金の 

支拂、 團匪 事件に 基く 賠償金の 支拂等 も、 殆ど そのす ベて を 外債に 依存した。 かう して 莫大 

な 支出の 生す る每に 外債が 利用され、 -從 つて 淸 朝の 外債 額 は 尨大な 量にまで 累增 して 行つ 

た。 後に は、 臨時 的 支出の 爲 のみなら す、 經常 支出に 應 やる 爲 にさへ も 外 债 が 利用され 始め 

ク. >o 

勿論、 H 淸戰爭 に 於け る戰 費の 調達、 賠償金の 支拂 等に、 內阔 の發 行に 依って 之に 應じ 

ようとした 事 もあった。 然し 第一に 支那 祉會に 於け る 資本の 缺乏、 第二に 金融 機關の 不整 

備、 第三に 國 家と 社 會 との 遊離、 第 四に 誤った 民衆の 公僮觀 等に 妨げられて 所期の 目的 を 達 
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し 得なかった。 . 

此の^な 間隙に ョ 1-  II ッ パ 資本が 流れ 1:<」ん だので ある。 ョ I  ロッ パ 資本 は 一 應は淸 朝 財政 

の^を 救 ふに 役立 t> はした が、 常に その 背後に 夫 の 政治的 意思 を 伴 ひ、 支那 社 會の楠 K 地 

化 を 助けて 行った。 債 權圃に 依って 恐る 可き 交換 條 件が 要求され たに も拘ら や、 淸 朝に 許さ 

れた 財源 調達の 手段 は外债 への 依存の みで あり、 此の 樣な條 件の 中に 外債 は累 し淸 朝の 財 

政を益.^-窮乏に追ひ込んだのでぁる。 當時、 淸 朝に 依って 收入增 加 策と して 增 a  ： 御用 金 等 

が、 或は 經費 節減 策が、 財政 整理の 手段と して 採られた が、 何れも 單 なる 糊塗 的な ものに 過 

ぎなかった。 此の様な 方法が 採られても、 支那 社 會の赏 情と 特異な 財政 機構に 大きな 變 化の 

現 はれない 限.^、 ぞれに 大きな 期待 を 懸け 得る 箬が 無く、 此の様な 努力に も拘ら す、 多くの 

事件に 伴 ふ 外債の 累增に 依って、 淸朝 財政 はた だ 窮乏 へ の 道 を 仙」 るの みであった。 

かう して 淸 朝の 財政が 極度の 窮乏に おちい.^、 更に 將來に 於け る 窮チ) を豫 想せ しめる に 至 

ると 共に、 遂に 此 等の 事 實は淸 朝を驅 つて 根本的な 財政改革の 方向に 一 歩 前進せ しめる 事と 

なった ので ある。 例へば 光 緒 三十 二 年 ( 一 九 〇 六 年) の 上諭に は、 將來 憲政 を赏 施すべき 事 


官制の 改革に 着手すべき 事、 等が 述- へられて ゐた。 財政改革に 關 しても、 第 一 年に は淸 財 

政 章 程 を 頒布す る 事、 二 年に は 各省 歳出の 總數を 調査す る 事、 第三 年に は 各将歲 出入 緦數 

を覆査 し、 地方 稅章稈 を釐定 し、 併せて 各省の 豫算. 決算 を試辨 する 事、 JsraK 中には 會 計お 

を 制定す ると 共に、 地方 稅章 程の 頒布 及び 國家 I 说章稃 の 改訂 を爲 T 事、 第五 年に は 國家稅 章 

程 を 頒布す る 事、 第 六 年に は 全 國豫算 を 試 辩 する 事、 第 七 年に は全國 決算 を 試辨し # 計 法 を 

頒布す る 事、 第 八 年に は 皇室 經費を 確定し、 會計法 を ％< 行す ると 共に 藩 計院を 設立す る 事、 

第 九 年に は 憲法 を發 布し 議院 法を定 むる と共に、 議會に 提出すべき 豫算案 を 確定す る 事、 等 

が豫定 せられて ゐた。 此 等の 豫定に 基き 光 $g 三十 四 年に は、 財政の 根本的 缺陷を 救 ひ、 その 

中.^ 集 權化を 企てる ものと して 淸 理財； if 章 程が 定められた 3 また 度 支部 (戶 部) の權 限も此 

の 結果 著しく 慷大 され、 從來 督撫の 支配 f にあった 布 政 使 を 度 支部に 隸屬 すべ きものと 定め 

た。 E に 宣統ニ 年に は 試 辨豫算 冊 式 及 例言 二十 ニ條を 制定して、 各 に對 して 此の 規定に 從 

つ て 豫算案 を 提出す ベ き 事 を 命じ、 ^統 三年に は 豫算が 之 に^き 編成 せられる 事と なった の 

である。 かう して 窮乏と 混亂を 極めて ゐた淸 朝 末期の 財政 は、 此 等の 努力に 依って 漸く 新し 

支那 財政改革 運動の 輕過  九 


近代 支那 財政 史  5 

い 機構と 制度の 上に 蓮營 せられようと したので あった。 然し 支那 社會と 財政の 根强ぃ 傅統的 

な 性格が 大きな 障碍と して 此 等の 新しい 方向 へ の 努力の 前に 立ちはだかって ゐた。 謂 はば 近 

代國 家の 財政 制度が その 儘、 その 甚礎 的な 地盤と しての 社 會狀態 を 無視して 模倣され てゐた 

だけであった。 此の様な 大 改革 を爲 すに は、 淸朝 は已に 勢威 を 失 ひ 政治的な 權カを 持って ゐ 

なかった。 ただで さへ 支那の 國 家と 社會は 遊離し、 國 家の 意思が 社 會の內 部にまで 浸み 込ん 

で Lr  くと 云 ふ 事 は 無かった ので ある。 國 家と 社會を 結びつける もの は 由來、 租稅 行政と 警察 

行政と 云 ふ 極めて 弱い 二つの 紐帶 のみであった。 社會は 常に 國 家から 遊離し、 阈 家の 干 涉カ 

ら 自ら を 守り、 國 家の 干涉に 依る 影響 を 最小限度に 喰 ひ 止め 乍ら、 自らの 力に 依って 自らの 

機能 を續 けて ゐ たのであった。 だから 巳に 全く その 力 を 失って ゐた淸 朝が、 此の 樣な大 改革 

を 此の 樣な 社會に 於て 成就し 得る 害 は 無かった。 國家も 社 會も謂 はば 中 世紀 的な 性格 を 多分 

に殘 して ゐ たので ある。 此の 樣な墓 本 的 條件も 基礎的 地盤 も 全く 缺 けた 所に、 已に その 力 を 

全く 失って ゐた淸 朝が、 條 件と 地盤 を考 へる ことなく 近代 國 家の 先例 を 模倣した ところで、 

それが 失 K に 終る の は 當然の 事であった。 かう して 淸 朝の 新しい 方向 へ の 大きな 努力に も拘 


らす、 夫 等の 努力 は實を 結ぶ 事 無，、、 革命 を經て 新しい 政府に 從來の 儘 G 財政 機構と 制度と 

そして その 結果と しての 財政 窮乏と 財政 混亂が 引き 饞 がれて 行った ので ある。 

XXX 

辛亥 革命 後、 新し ：、 政府に 依って 淸朝 末期に 於け る 財政 窮乏と 財政 機構が その ii 受け 媾 

がれ； T 此の様な 財政 狀 態の 上に 財政改革 運動 も 鎖 承され た。 

民國 年間に なって かち 新しい 政府が 財政改革の 根本 目標と した 所 も、 や は， り淸朝 末期に 於 

ける 財政改革 運動が 中心 目標と した 所と 同じく、 財政 ("中央 集權 化、 豫算 制度の 確立と 國庫 

制度の 改善 等、 近代的 財政 檢 構と 財政 制度の 樹立に あった： 財政 權の 統一 と 官制の 改革が 計 

畫 され、 その 結果、 中央 財政 官鏖 としての 財政 部の 權.. 12 演大が 企てられた.^ 例へば 租稅 制度 

に關 して は民國 元年 十一 月に 各省 國稅廳 草案 及釐定 家 地方 章 程が 制定され たつ その後、 

若干の 修正 を 加 へられ 國&、 地方^が 次の 樣に 定められて ゐる。 

(一) 國 ^ 

田陚. 鹽稅 • 關1^  • 常關稅 • 統捐. 釐 金. 鑌 1^  • 契 1*5-  • 牙稅. 當稅 . 牙捐 • 當捐. 烟 ft. 
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«悅 • 茶税. 糖 稅 • 漁業 稅  . 

二) 地方税 

田賦 • 附加枕 . 商稅 . 牲畜稅 • 糧米捐 • 土膏捐 • 油捐及 醬油捐 • 船捐 • 雜貨捐 • 店捐 • 

招. 戯 招 • 車捐， 樂戶捐 • 茶館捐 • 關捐 • 魚捐 • その他 雜稅 と雜捐 

三) 將來設 く 可き 國稅 

印花说 . 登錄枕 • 相續稅 • 營業稅 • 所得 稅 • 出產稅 • 紙幣 發行稅 

四) 將來設 く 可き 地方 稅  , 

家 尾 稅 • H 挽 を 課せざる 營業税 . 同上 消費 稅 • 入市稅 . 使用 物稅 • 使用人 稅 • 營 業稅附 

加秕 • 所得 稅附 加. 稅 

五) 地方 稅に關 する 制限 

£ 地方 特別 稅 にして 國稅の 妨害と なる もの 及び 財政 部の 不當 と認 むな もの は その 徵收 

を禁す 

^ 地方 附加稅 について は 次の 制限 を附す 


(ィ) 田 賦附加 稅は百 分の 三十 を 超過す る 事 を 得す 

( " ) 督業稅 附加稅 は 百 分の 二十 を 超過す る 事 を 得す 

( ハ ) 所得 稅附加 稅は百 分の 十五 を 超過す る 事 を 得す 

かう して 從來 殆ど 各省の 課 稅權の 下に 置かれて ゐた 租税の 中、 多くの 重要な もの を國 家の 

直接支配の 下に 移す と共に、 各省の 課税 權を 制限す る 事に 依って 財政の 中央 集 櫂 化 を 計った 

のであった。 然し 此の様な 理想的 稅制 改革案 も、 社 會の動 搖と混 都に 妨げられて 淸朝 末期に 

於け る 財政改革 案と 軌をー にし、 5Sf なる 提案た るに 止まり、 赏 現される 域に i では 至らな か 

つた。 

その後、 K 國四 年に は 中央 解欵 考成條 例、 中央 專：^ 制 等 も 公布され、 依然 中央 集 櫂 的 財政 

確立 へ の 努力が 績 けられた ほか、 民國五 年に は會計 法が 公布され 豫算 制度の 赏 行に 努められ 

たが、 此 等も單 なる 法律と して 止まった に 過ぎす.. 舊ぃ 機構と 制度 はな ほ强 棘な 根 を 張，.^ 繞 

らして ゐた。 そして財政の{?2^情は窮乏と混亂を極め、 依然として 外債が 大きな 役割 を爲 して 

ゐた。 支那 社 待の 持つ 傳統 主義 的な 性格、 中央 櫂 力の 微弱 等の 事 實が此 等の 改革 運動の 實現 
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を 妨げた のであった。 此 等の 財政改革 運動と 併行 b て、 關稅 自主 權の 囘復蓮 動も活 撥に 展開 

されて 行った が、 此の様な 運動 もた だ 形 だけで あ.^、 當 時の 支那 社 會の實 、情 を 以てして は、 

到 庇. ぽ 現し 得べき ものではなかった。 かう して 民國 初期の 財政改革 案 は、 實 現される 事な く 

蔣政權 へ 引きつ がれて 行った。 

將介 石に 依る 一 應の 支那 統一 と共に、 彼に 依って 近代 國家 建設への 努力が 華， しく 展開 さ 

れた。 經 » に關 して は廣汎 な經濟 建設 計 畫が孫 文の 三民主義と 建國 方略 を 井 A 礎と して 企てら 

れた。 之と 併んで 一 九 二八 年 七月に は 第 一 次全國 財政 會議が 開催され、 混亂と 窮乏の 中に あ 

る 財政の 救 » と、 その 爲の 手段と しての 近代的 財政 制度 確立の 問題が 論議され た。 舊阈偾 の. 

整 sr 關稅 自主 權の 囘. 復、 租稅 行政の 統一 と 中央 地方 を 通 ャる稅 制 改革、 惡稅 (特に 釐金) 

の廢 止と 舊稅 (特に 田賦、 鹽税 等) の 改革、 新稅 (所得 稅、 相 續税、 奢侈 稅等) の 創設 等が 

財政 會議に 於け る 中心 議題であった。 そして 租 稅に關 して は 國稅と 地方 稅の K 分が 定められ 

て ゐた。 

かう して ー應、 淸朝 末期から 更に 民國 初期 を 通じて、 絕 えす 中心 目標と せられて ゐた 重要 


租稅收 入の 中央政府 o 支配 下への 移管、 從 つて 中央 集權的 租税 制变、 中 あ 集權的 財政 機構へ 

の 多年の. 懸案が 制度 的に は 完成 せられる 事に なった ので ある" 此の様な 租税 制度の 改革 は當 

然、 地方 財政み 收 入滅 を 齎らす ものであった が、 之に 封應 すべき ものと して、 更に 一九 三 三 

年 五月に よ 第二次 全國 財政 經涛 會議が 開催され、 地方 財政の 收入 補墳が 企てられた。 此の 

他、 同 會議に 於て は、 從來 S 亂を 極めて ゐた 地方の 田賦附 加稅が 制限され、 更に (一) r せ 

的 社會的 利益に 11^ する 租 及び 公課、 (二) 國宗の 1^ 源 を 損する 如き 租«、 (三) 二重 課 a の 性 

質 を 持つ もの、 (四) あらゆる 取引 を 妨害す る aa、 (五) 内地 通過 稅 類似の もの 等、 所謂 不當 

(，る 公 a ，こ 混？^ せる 租 a の暧 止が 決議され た。 

かぅして淸朝末期から緣.^返し繰，0这し企てられてゐた^^政改革運動は、 蔣介 石の 下に 於 

て 一 應は 制度 的に は 完成され る 事に なった ので ある" そして 久しい 期 問 を 通じて 拂 はれて ゐ 

た 財政改革への 努力が、 一 應は 形式的に は その 實を 結ぶ 事に なった ので ある。 

然し 乍ら 蔣政權 の 下に 於け る 此の 樣な 改革案の 表面的な 成功 も その 實 質に 於て は必 やし も 

すべてが 《 功した ものではなかった。 蔣政權 の 威令の 行 はれ、 その 権力の 反ぶ 僅かの 地方に 
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於て こそ 財政改革 も. H 現されて ゐた。 然し 多くの 部分に 於て は、 財政改革 案の 表面的な 完成 

にも 拘らす 依然、 從來の 制度が 大きな 力 を 持って ゐた。 そして 全國 的な 財政改革が 赏現 する 

まで はま だ 相當の 距離が 殘 されて ゐた。 財政 部長の 財政 說明書 に 於て は、 常に 劃期的な 財政 

改革の 華 しい 成功が 報せられ てはゐ た。 然し 必す しも 完全な 成功に 迄 は 達して ゐ なかった 

ので ある。 舊ぃ 制度 はな ほ 完全に 解體し 切らす に その 餘命 を槃 いで ゐた。 新しい ものが 必す 

しも 支配的に なって ゐ なかった。 蔣政權 の 財政 狀態 は必 すし も 從來の 窮乏 狀 態から 解放され 

て はゐな かった。 新しい 銀行と 結びつき、 公債 政策に 依って その 窮狀を 糊塗し つづけて ゐた 

のであった。 

X  X  X 

窮乏と 混亂、 之 を 克服す る爲の 大きな 努力、 此の様な 努力の 前に 立ちは^かった 障碍、 之 

が淸朝 末期から 最近に 至る まで 支那 5^ 政の 歩んで 來た 道で あ，.^、 最近に 於け る 支那 財政の 具 

の 姿であった。 


外國 勢力 の 侵入と 新舊の 交錯 


第 一 節 外國 勢力 侵入の 經過 

支那で は 西紀 前 三千 年の 時代に、 巳に 黄河 上流 河 谷に 定着 農業 G 某 礎が 開かれて ゐ たと 云 

はれて ゐる C 此の 樣に ョ. •  ッ パが 未だ 夜の 暗 黑と野 蠻の裡 に 埋もれて ゐた 時に、 支那に は 

偉大な 文化が 建設 せられて ゐた。 支^人の 社會 生活 • 經涛 生活 は當 時、 すでに 一 定の 階に 

到達し、 ョ I  ッ パ 人の それよ，.^ も、 高い 段階 を 示して ゐ たので ある。 爾來、 支那の 生產部 

門の 支配的なる もの は 農業であった。 歴史の 經 過に 從ひ 農業 生產 力の 發展に 伴って、 農業 的 

生產の 基礎と その 補助 足場の 上に 工業 生產が 形成され て 行った。 特に 國 家の 龙大な 軍事的 及 

び 治水 上の 諸 要求 は 工業の 發達を 促した 3 鹽. 幾の 採取 部門に 於て は、 その 自然 的 ® 占に 墓 

く 資本 蓄積の 可能と 技術的な 要求に 依って、 己に マ ヌファ クチ ュ ァの 段階に 達した ものが 隨 

所に 現 はれて ゐた" 商業 も それに 伴って 發 達した e 特に 近世に 至って は、 支配者の 生活の 場 

所と 」 て 或は 商品 交換の 場所と して 形成され て. Q た 都市に 於て、 市民階級が 微力 乍ら も發生 

し、 問屋 制度 的 商業資本 も 可な， りの 範 iM に 亙って 支；^ 的と なって ゐた" 特に S 占 的な 商業 活 
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動 (貿 《^ 獨占、 盥 及び 鐡の赛 賣) を 通じて 可な の 程度に 蓄積され た 商業資本 も存 して ゐ 

た。 此の様に して 支那 a 會は ii}f くから ー步 前進し 得べき 域にまで 達して ゐ たのであった。 に 

も拘ら す、 支那の 社會は 此の 段階に 止って しまって、 次の 新しい 段階への 發展を 久しい 問な 

し 得なかった ので ある。 あたかも 此の 時代に ョ. ッ パに 於て は嫁然 たる 歴史が 橾. 0 慷 げら 

れてゐ た。 そして ョ I  "ツバ の社會 生活、 經濟 生活 は 支那 人の それ を 遙に追 ひ 越して しま 

つたので ある。 

然し 乍ら 支 邪に 於ても 阿片 戰爭 以來、 世界 歷史の 大きな 流れに 洗 はれて、 舊ぃ支 邪から 新 

しい 支那への 轉換の 胎動が 現 はれ 始めて ゐた。 その £ (から 支郎 C 體に 依っても、 傳ぃ 支那 か 

ら 新しい 支那 へ の發展 の爲の 努力が 極めて 頑強な 抵 杭と 戰ひ 乍ら 拂 はれて ゐ た。 勿論 その 動 

き は 極めて 緩やかであった。 世界 歷史 の强 力な 影響と 崎 力と にも 拘ら す、 幾多の 支那 社 侖！： 自 

らの 努力に も拘ら す、 葡ぃ 支那 社會の 抵抗 は 極めて 頑強であった。 生れよう とする 新しい も 

のは舊 いものに 打ち勝つ 事が 出來 す、 舊 いもの は强く 抵抗し、 支那 祉會 には舊 いものと 新し 

いものが 雜 然として 交錯して ゐた。 


史の， 始 以來、 支？！^ の 支配的な 生產 部門 は a 業であった。 人口 0 大半 を 占める もの も 農 

民であった。 勿論、 時代の S 過と 北 (に 農業 生啬 力の 展に伴 ひ、 工業、 商業 も « 立の 生 探 部 

門と して 起つ；！ が、 此等は支那社會の構造にネ：：定的な：^81を持っほどのものでは無かった「、 

ft 村 は 原則として 支那 社會の 構成 單 位で あり、 それぞれ 自給自足の 生活 を營 んでゐ たので あ 

つた、 - 支那.， ーョ -ロッ パの交 涉は已 に 早くから 中央アジア を 通じて、 或は 後に は 南方 「"海上 

を^ じて 行 はれて ゐた。 然し 此 等の 交 涉は支 K 者の 奢侈 的 需要 を充 たす 役割 を 持つ ものに 過 

ぎす、 a 民 的 規模に 於て 行 はれた もので は 盥、； かった。 謂 はば 偶然 的な 性質の ものであった 3 

むしろ 支 も tt 會は諸 外 國に對 してよ》 - :1 立 的 な 立場 を 守-り、 外部から 何の 影 赛 を 受ける 事 もな 

く、 極めて 緩やかな 足 取 で、 支 一んで-き 自らの コ I スを 步み績 けて 来たので ある。 

ョ！  ロッ パに 於け る 十七 八 世，， ： 一一 一：. は、 此の 支那の 孤立に 大きな 影響 を 持った。 ョ 

ッ パに 於け る生產 力の gr 迤 的な 發展の 杲、 當 然 その 生產物 0 _ お が 立 ち 後れた 社會 とし て 

の 東. 二 求めら つ」、 ョ I  ti ッ パ人 r:^ 東 羊 へ 「； 進出 は累增 した = 待に.^.んの頃東洋進出の先5|に 

立った のに 英國 であった" 卽ち 十八 おび ノ後 半期に 產業革 命 を 完成 I た 英！： の木棉 工業 は、 
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その 生産物の 販路 を 束洋に 求め、 印度 を 支配 下に 置き、 更に 支那への 進出の 機會を 求めて ゐ 

た。 それでも その 當 初に は ョ I  51 ッ パ 人の 東洋 特に 支那べ の 進出 は必 すし も 容易な 事で はな 

かった。 支那で は 彼等の 進出が、 當時淸 朝の 採った 鎖國 政策に 依って 妨げられた。 支那との 

貿易 は廣 束の 一個 所で、 しかも 公行 商人 を 通じての み 許された。 それ も 支那 政府の 規定した 

極めて 嚴 格な 統制の 下に 於て であった。 所が 阿片 戰爭の 結果と して 情勢が 急轉囘 したので あ 

る。 ョ. •  口 ッ パ人は 一 八 四 二 年の 南京 條 約に 依って 自己 商品の 前進基地 を 獲得した。 卽ち南 

京條 約に 某き、 協定 關稅 率の 規定、 公行 制度の 廢 止と 北 ハに、 廣州、 福 州、 厦門、 寧 波、 上海 

の 五 港が 開港 場と して ョ 1 ッ パ 商品に 對 して 開放せられ、 香港が 英闕に 割 せられた。 治 

外法 權の 制度 も 定められ、 此の 規定に 依って 支那に 居住す る ョ •》  & ッ パ人 は、 その 身 |W につ 

いても 財 逢に ついても 支那の 如何なる 規定に も從は しめられる ことな ズ、 如 可なる 時、 如何 

なる 所に 於ても 本國の 官吏に 依って 執行され る 本國の 法律の 保護 を受く べき 權利 を與 へられ 

たので ある。 更に 支那と 英佛 聯合 軍の 戰 ひの 結果と しての 一 八 五八 年の 天津 條 約に 依って、 

九 龍の 英阈 への 割譲と 天津、 漢ロ、 九 江、 鎮江、 南京、 牛莊、 芝罘、 潮 州、 m 州、 皇海 等の 


開港と 天津、 上海、 漢 n に 於け る 租界 設定 及び 揚子江 航行 權が 規定 せられた 0 かう して 3.- 

&ッ パ 商品が 支那に 進出す る 足場が 益 鞏固に せられる と共に、 ョ I II ッ パ との 交 二 於て 

支那 は從屬 的な 地位に- K 落された ので ある。 更に その 頃に 於け るス ェズ の 開通、 i 言： Ji^ 

術、 輸送機 關の發 達 等 は 支那と ョ.. ッ パ との 關係を 益々 密接に した。 此の様に して 支 ^ の 

孤立が 取， 0 除かれ、 ョ I  ロッ パ 商品が 支那に 殺到した。 そして 舊ぃ殼 の 中に 閉ぢ 込められて 

ゐた 支那 社會と 世界 歷史の 交涉が 強められ、 自らの 足 取， り を 以て 自らの コ f スを 步，， -でゐ た 

支那 社會は 遂に 世界 歴史の 流れの 中に 入り込まざる を 得な くな つたので ある。 それでも 當時 

ョ.. •  ッ. パ sil. はた だ 支那 を 自己 商品の 販賣巿 場と して、 或は 原料の K 給 者と して 最 4, 、nl^: 

和-用す るに 止ま， その 勢力が 支那の 內 部にまで 喰 ひ 入って 行く と 云 ふこと まない つた。 一 

八 九 四 一 八 九 五 年の 日 淸戰爭 は 此の 傾向に 一 つの 轉機を 劃す る ものであった： 眠れる 獅子 

として 恐れられて ゐた淸 朝の 弱體が 完全に 暴露され た。 日 淸戰爭 に 於け る 收戰を 契機と し 

て、 周 * から 支那の 中樞部 を^って ゐた 列强は 要地 を ト：： 據し、 或は 租借した。 例へば 太平 天 

國の g 、お 來、 北方と 西方から は シァ が、 西南から は英阈 が、 南方から は佛蘭 西が、 それ ぞ 

第一章 近代 支那 肚會史 の 性格  一一 三 


近代 支那 財政 史  二 四 

れ 支那の 中權 部に S する 自己 勢力 擴 張の 機會を 求めて ゐ たが、 日 淸戰爭 の 後、 シ ァは大 

^  • 旅惧 を、 英！： は 威 衞を、 佛蘭西 は， _s 州灣 を、 獨逸は 膠 州灣を それぞれ 租借す る 事に 依 

つて、 支那の 中^部 を十乂 配すべき 據點を 確保した ので ある。 それだけで なく 淸朝は 下 關條約 

の 結果、 諸 外 國に對 して それぞれの 資本の 支那 進出 を 公然と 許した。 かくて ョ I" ッ パ 商品 

が 支那に 送られる だけでなく、 巳に 龙大な 額にまで 蓄積され、 その はけ 口 を 求めて ゐたョ I 

ッ パ 資本が 3g つて 支那に 進出した。 各地に は 近代的 設備 を 持つ 企業が 外資に 依って 設立 さ 

れた。 銀行が 外資 進出の 先驅 として 設立され、 その 支配 • 網 を全國 に 張り 繞 らした。 鐡 道が 支 

那內 部の 要地 を 抉って 外 * に 依って 建設され、 鑛 山が 新しい 方法 を 以て 外資に 依って 採掘 さ 

れ 始めた。 更に ョ I " ッ パ諸 國は淸 朝の 政治 借款 要求 を 媒介と して、 淸 朝の 政治、 行政 機構 

の內 部にまで 喉 ひ 入り、 自己の 支那 社會に 於け る 有形無形の 勢力圏の 擴大 を內而 から 援護し 

促進した。 此の頃から、 已に 農業 國 から 工業 國 への 發展を 完了して ゐた アメリカが 支那 制顥 

戰 S に參 加した。 當時、 躍進 的な 發展 を續 けて ゐた アメリカ 資本主義 は 巳に 國內市 5^ の 狹隘を 

感じ 始めて ゐた。 1： 內 市場の 擴大と 發展を 追 ひ 越して 發 達した アメリカ H 業と 蓄積され た资 


本 は 當然、 ^外 市場 を 要求す る ことと なり、 アメリカの 對 外的 發展 を强耍 したので あった。 

その 一 つの 對象 として 選ばれた のが 支那であった。 此の 榇 にして 外部から 巨大な 新しい 力 

が、 舊ぃ 傳統の 中に K る 支那 社會に 働き かけ、 支那の 舊ぃ社 會經濟 機構 を 掘りく づし 始め 

た。 しかも 此の 樣な 外からの 力 は その後に 於ても 强 化される のみであった。 
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第二 節 新しい 方向への 努力 

かう して 支那 社會の 構造 を轉換 せしめよう とする 大きな 力が 外から 働き かけた だけで はな 

い。 支那 社. ^".n: らの內 部に あっても、 當時已に新しぃ方向へ のI^^R、 支那 社會 特に 經» 機構 

改革 へ の 努力が その 萠芽 を 示して ゐた。 

卽も 阿片 戰爭 以來 ョ I " ッ パ諸國 の 支那 社 會に對 する if 力が 强 化される に從 つて、 支邶 tt 

會を 彼等の 勢力から 防衞す べき 諸計畫 が、 一 部の 進歩的な 階級に 依って 提案せられ るに 至 つ 

た。 その 具體 的な 方法と して、 農業 生産力の 促進、 鑛 山の 開發、 商工業の 發達、 交通 施設の 

整備、 淸朝 財政の 改善 等が 夫々 の 立場から 提唱され てゐ た。 何れも ョ -ロッ パ諸 勢力の 强化 

と 云 ふ 事赏に 直面して、 支那 社會を 彼等から 守るべき 方法と して、 支那 社； 會の 繁榮を 目的と 

する 點に 於て 軌を 一 にす る ものであった。 特に これら 多くの 計畫の 中に 於ても、 李鴻章 等が 

阿片 戰爭、 太平 天 W の亂 等の 敎訓に 鑑みて 提唱した 富 國强兵 政策が 淸 朝の 最高 政策と して « 

用せられ てゐ た。 李， § 章の 意圖 した 富 痢强兵 政策 は、 一面に 於て は 打ち 績く內 憂 外. きに つ 


て 崩壞に 瀕して ゐた淸 朝の 强化を 計る と共に、 他面 かくする 事に 依って 支那 社 會をョ I ロッ 

パ諸國 の g^- 力から 守らう としたの であった。 從っ， て 彼等の 富 國强兵 政策に 於て は、 軍備の 充 

.找 とその 物的 基礎と しての 官營 軍需工場の 創設が 中心 をな して ゐた。 そして 此の 政策 を 中心 

として、 一八 六 二 年に は曾國 藩の 主張に 基き、 安慶 に官營 軍需工場が 設立され た。 in- 曾國 

藩、 左 宋棠、 李鴻章 等の 提案に 依って 各地に も 近代的な 組織 を 持った 軍需工場が 設立され 

た。 更に 彼等の 主張と 一 部 民族 資本の 覺醒の 結果と して 一 般 商品に 關 しても、 或は 官營の 或 

は官督 商辨に 依る 工場が 設立され た。 のみなら す 日 淸戰爭 以後に 於け る 外資の 侵入 は、 當時 

漸く 眠..^ から 呼び 起されよ うとして ゐた 支那 民族 資本に 大きな 刺戟 を與 へた。 特に 海外に 於 

て 早くから 蓄積され て ゐた華 億 資本が 大きな 役割 を 持った 3 彼等 は 一 八 九 五 年 を 境と して 加 

速度 的に 各種 商品に 關 して、 新しい 組織と 設備 を 持った 工場 を 起して 行った。 康有爲 の經濟 

設綱頒 (重工業の 創設、 鐡 道の 敷設、 學 校の 設立、 農業 政策と 商業 政策の 合理化) が發衣 

せられた の も 此の頃で あつたつ 淸朝 自體も 此の頃から 各種の 經涛 政策 を携 へて 支那 社 會に呼 

びかけ て 行った。 かう して 當時 これらの 運動に 促されて 鐵道 建設、 炭 鍋の 採掘、 郵政 局の 設 
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置 等 も あり、 これ 等 事 實は淸 朝の 採った 新式 企業 獎勵 策と 共に 支那 社會の 新しい 方向への 

動に 良い 影響を及ぼした (新1^,-新法樊勵章程—發明者の樊勵、 商 律. 公司 註册章 程の 制定、 その他" 曲 品 陳列 所 *研 

究拘關 の 開設 I- 天 淨にェ 藝總局 • 工業 學堂 • 考 工廠 -實 習 工廠、 北京に 高等 實業學 it- 等 )o 比の 項 これらの 運動の 

影響と 民族 資本の 覺醒に 伴って、 利 權囘收 運動 (鐡道 敷設 櫂. 鑣山採 掘權) も 華々 しく 展開 

された。 勿論 これらの；. 動の すべてが 必す しも 成功した ものではなかった。 例へば 義和刚 事 

件の 如き は 外見 的に は 最も 華々 しい 民族 運動の 樣に 見えた が、 支那 社 會をョ I " ッ パ諸 勢力 

から 守る ベ き 具の 意味が 理解され てゐ なかった ため、 却って 支那 社會を 窮狀に 陷れる ベ き 結 

果を 伴った。 然し これらの 運動 は 更に 孫 文の 三民主義、 建國 方略 等 民族主義 精神の 强 調に i 

で發展 した。 かう して 支那 社 會は舊 い 形態から 新しい 形態へ の 第 一 步を 踏み出さう としたの 

であった。 

辛亥 革命 以後に 於け る 混亂の 結果、 支那 社會は その 政治的 中心 を 失って、 漸く 端 絡に 着い 

たばかりの 舊ぃ 支那から 新しい 支那 へ の 轉換の 動き を 破って しまった。 政治的な 混亂に 某く 

社會の 動搖は 新し い 支那 へ の 蓮 動 を 阻害しょう とした。 然し 此の頃 1； 歐洲 戰举が 勃發し ョ ， 


p ッ パ 資本の 進出が 阻止せられ たため、 支那 社會の 新しい 方向への 運動 は 政治的な 惡 影響に 

打 勝って 却って その 歩調 を 伸ばす 事が 出來 た。 支那に 於け る 近代的な 工場の 多く は 寧ろ 此の 

頃に 發展 した ものである。 

辛亥 革命 以來、 混亂を 極めて ゐた 支那 は 一 九 二 五 年に 於け る蔣介 石の 擡頭と それ 以後に 於 

ける 彼の 北 伐の 成功、 國內 統一 への 努力に 依って ー應の 安定 を 見た。 爾來、 蔣介石 を 中心と 

する 國民黨 政府の 舊支邠 の 破 壞と新 支那の 建設 へ の 努力が、 孫 文の 三民主義 • 建國 方略 を 基 

礎と する 方針に 從 つて、 極めて 强ぃカ を もって 開始 せられた。 彼の St- 想と 努力 は舊ぃ 傳統の 

中に 停滯 し、 因襲の 線に 沿って 生活す る 支 都 社會に 一 つの 活力 を與 へる ことに 依って、 舊ぃ 

支那から 新しい 支那，/ の轉換 をな し 遂げ、 かくて 近代的な 相貌 を 持った 支那 社會を 建設す る 

にあった ので ある。 政治的な 領域に 於て は 地方 .mil 打破の ために 强 力な 鬪， が 開始せられ 

た。 また 都鄙 を 通じて 全國 民を對 象と する 新 生活 運動が 華.^ しく 展開され た。 M 濟 部門に 於 

て も、 舊ぃ 支那に 代って 新しい 支那 を 建設す るた めに 必要な あぐつ ゆる 計 K、 政策、 綱領 カ發 

表 ト-ら た。 例へば 一 九 二八 年に は 孫 科の 經濟 建^ 大綱と 孔祥 熙の實 業計窨 一力 一九二 力.^ 
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に は 第三 次！： 民黨 4.. 國 代表 大會に 於け る 全 國經濟 建設 計畫 が、 一 九 三 一 年に は 四 全 大<;^：： の 決 

議に 甚く 經濟 建設 計畫が 土木 交通 (鐵 道、 河川、 港灣、 水路、 航空) と甚本 工業 (電 氣、 鋼 

鐵、 硫酸、 石炭、 石油、 自動車) を 中心として、 更に その 修正案と しての 經： t 十ケ年 計畫が 

發 表せられた。 更に 一 九 三 四 年に は 銀行 統制、 一 九 三 五 年に は 幣制 改革が 行 はれ、 之と なら 

んで 財政の 一 元 化、 交通の 一 元 化 も 行 はれた。 その他、 農業 を對 象と して 新しい 內容を 盛つ 

た 幾多の 農業 政策 も發 表せられた。 此の様に して 蔣介 石の 支那 統 一 以來に 於け る あらゆる 部 

門に 亙る 努力 は、 あたかも、 停滯 しつづけて ゐた 支那 社會を 新しい 段階への 飛躍に 近づけた 

かの 觀を呈 したので ある。 


阿片 戰爭 以来に 於け る 乂丄； 、ぶ 力の 浸入と 共に、 又 これに 促されて 開始され た)： - い 方向 へ 

の 努力に 依って、 支那 社會は 新しい 性格 を 持ち 始めた かの 如く 見えた。 然し 阿片 戰 を 境と 

する il 界 歴史の 大きな » 力と 影饗 にも 拘ら す、 支那 自らの 努力に も拘ら や、 特に 淸朝 末期に 

於け る 革新 思想の 擡頭と 富 國强兵 政策の 採用、 最近に 至って は 蒋介石の 熱 在 的な 努力に も拘 

らャ、 支那 社 會は必 すし も舊ぃ 支那から 新しい 支^にまで 發展 しなかった。 支 都-の 社 會は何 

世紀に も 亙って 作， 0 上げられた 傳統 的な 生活に 束縛され てゐ た。 支那 瓧會は 古い 歷史を 持つ 

線に 沿 ひ、 それ自らの足取，.^で依然步み續けてゐた。 かう して 支那 社會は 外からの 或は 自ら 

の 大きな 力に も拘ら す、 全く 新し い 性洛を 持つ までに は 至らなかった である 3 

幾多 Q 努力に 依って、 新しい 段階への 發 g を 示す？ き 基準と しての 工業化が 或る 程度 始ま 

り、 此の 點に關 する s..^ 支那 社會 はー步 新しい 方向への 轉換 をな したと は 云 ふ ものの、 工業 

機構 內 部の 構改 は必 すし も均齊 のとれ たもので はなかった. - 重心 は輕ェ #: へに あ，.^、 重工業 部 
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門 は 極めて 未發達 な狀 態に あった。 しかも 工業 生産物の 三分の 二 は 支那が 從來 から 持って ゐ 

た 手工業： S 生產 物であった とさ へ 云 はれて ゐる。 近代的な 機械工業と ならんで マ ヌファ クチ 

ュ ァ型 工業、 都市 手工業が なほ 餘命を 保って ゐた。 農村に は家內 工業が なほ 廣汎な 範闻に 亙 

つて 残存して ゐた。 勞働 力の 資格 だけが 決定的な 生產 要因 をな して ゐる 所、 物的の 勞働 用具 

が單 純で あり 從 つて 資本の 意義の 小さい 所では、 家內 工業、 手工業が 極めて 强靱に 機械工業 

の 發達を 妨げて ゐた。 金融 部門に 就いても 此の 通りであった。 新しい 組織 を 持った 近代 型の 

鋭 行が 外國 銀行の 影響 を 受けて 設立され た。 特に 蔣政權 の 公債 政策 は 此の 傾向 を 促進し、 新 

式 銀行が 政府の 財政政策と 結びついて 著しく 發展 した。 然し 此 等の 新式 銀行の 間に、 それと 

ならんで なほ 支那 舊來の 錢莊、 質屋 等が 支那 社會 全般に 廣く 鞏固な 根 を 張，..' 繞 らして ゐた。 

例へば ある 地方に 新しい 銀行の 支店が 設けられ たが、 その 支店 は 土地の « 式 金融 機關を 媒介 

とせす して は、 その 地方の 商館と 取引 を 結ぶ ことができなかった と 云 はれて ゐる。 農村の 

性格に しても 從來の 姿を變 へて はゐ なかった。 勿論、 農村に 於ても 自給 經濟 部門が 縮少 せら 

れ、 之に 反比例して 商品 經濟 部門が 增 大した。 從來、 農民 を 支配して ゐた 農業 を 生業と 見る 


觀きに 代って 企業と しての 觀 念が 濃厚と なった。 これまで 自己の 土地と 舉 のみに 注がれて ゐ 

た： K 等の 眼 は 市場 關係 にも 注がれねば なら なくなった。 地域的な 自給の 必要から 從來、 單ー 

に 塗り つぶされて ゐた 支那 生產地 園の 上に 棉花、 茶、 大豆、 煙草、 落花生、 胡麻 等の 栽培 地 

方が 前面に 現 はれて ゐた" 例へば 河北 省の 西 河 • 御 河 • 東北 河 地方、 出 東お の魯北 • ^西 • 

魯南 地方、 山 西ハ. ^の 太 原 盆地 等の 棉花 地域、 山 東 « 中部 膠^ 鐵道 沿線の 草地 域 等 は その 顯 

著な 例で ある。 此の様に 農村 を 自給 經濟 から 商品 經濟の 方向に 押し やる べき 多くの 事態が 生 

れてゐ た。 然し^^^に於ける此の樣な動きは寧ろ彼等に依ってィ 二 シャ ティ ゲが 採られた も 

ので はなく、 彼等 を 動かす ベ き 力 は 寧ろ ョ I ロッ パ 及び アメリカ の 諸國に 依って 撮られて ゐ 

たので ある。 のみなら す 此の 樣な事 實が現 はれて ゐ たと は 云 ふ ものの、 之 も 支那 全 鱧と 比較 

すれば 決して 大きな 地位 を 占める も G ではなく、 特殊な 地域での 出来事であった" 依然、 支 

那は單 一 な！： 民 市場、 單ー な經濟 的全體 とな..^ きり 得す、 なほ 地域的、 孤立 的な 多くの 市場 

が 形成され、 此 Q 小 市場 を 中心とする 一 つの 小さい 經濟 圏が 原則として 彼等の 自給 經^ の領 

域 をな して ゐた。 時には 農村が、 甚 しい 場合に は 家族が、 一 つの 自給 經濟 の單位 をな して ゐ 
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た。 事 i 艾、 農民 生產 物の 主要な 部分が 自家 消費に 充てられ、 殘 された 僅かの 部分の みが 遠隔 

の 市 $F に賣 出される に 過ぎなかった ので ある。 農民 を 支配す る 農業 を 生業と 見る 觀 念に、 

企業としての觀念が代，.^っ つあった と は 云 へ 、 農民の 眼が 漸次に 彼等の 土地と 梨と から 市場 

關 係に 移り 始めて ゐ たと は 云 ふ ものの、 猶 その 移，^ きる こと を、 そめ 代りき る こと を妨 ザる 

幾多の 薄暗い 要素が 農村と 農民の 上に 覆 ひかぶ さって ゐた。 農村に 覆 ひかぶ さった 封建的な 

殘滓は あま. 0 にも 大きな 障碍と なって、 農村が 新しい 形態 を るの を 妨げて ゐた。 

勿論 ある 地域で は 全く 新しい 生活が 始まって ゐた。 然し 此の様に 面目 を 改めた の は 廣大な 

支那 社會の 極く ー少 部分であった。 過半の 部分、 大多數 の 國民は 依然として 舊 態の 儘の 生活 

を續 けて ゐた。 舊ぃ 支那 社會 機構の 持つ 抵抗 は 依然として 强カ であ. o、 新しい 方向への 運動 

に 反抗 を續 けて ゐた。 例へば 海岸、 大河 川、 鐡 道に 沿った 幾つかの 大都會 (上海、 廣柬、 

靑島、 濟南、 南京、 漢ロ、 天津 等 ー 此 等の 大都會 は 支那の 都市と 云 ふよりも、 支那の 土地に 

在る、 支那の 土地 を 借りた 外國の 都市、 支那と 外國の 勢力の 交錯す る 都市と 見る 方が 適當で 

ある) に 於て こそ 新しい 生活が 始 つて ゐた。 然し それら を 除いた 地域 は、 攀ろ 支那 全 體と云 


つた 方が よい かも 知れない 廣大な 地域で は、 勿論 新しい ものの 萠芽が 若干 見受けられ、 も は 

や 純然たる 舊 支那の 儘の 姿で はない としても、 相 變らす 傳統の 上に、 因襲と 惯 習の 線に 沿つ 

て從來 の舊ぃ 生活が 續 けられて ゐ たので ある。 

ョ I  ッ パの社 會が產 業 革命 を經 過して 資本主義 社會 への 躍進 をな し 終へ たの は 十八 世紀 

から 十九 世紀に かけて であった。 此の頃に は 支那の 社 會もョ l  C1 ッ パ祉會 の啬業 革命 前の 狀 

態と 似た ものであった。 都市が 形成され、 農業と 工業の 分業 も 僅少ながら 始まって ゐた。 ェ 

業 も マ ヌファ クチ ュ ァの 段階に 達し、 或る もの は 可な h> 大規模の ものであった。 商業資本 も 

支配者の 干 涉と艇 迫に 抗し 乍ら 可な の 程度まで 蓄積され てゐ た。 ョ.' ッ パ の社會 では 當 

時、 商業資本 として 蓄積され てゐた 資本と マ ヌファ クチ ュ ァ型 工業が 結び付き、 之 を 新しい 

時代 へ の 精神に 目 ざめ てゐた 市民階級が 押し進める ことに 依って 産業革命 を 完成し、 資本 主 

義社會 にまで 躍進した のであった。 支那 社會は 同じ 樣な條 件 を備へ 乍ら、 自らの 力に 依って 

ョ It- ッ パの 社會と 同じ 經路 を迎り 得す、 次の 新しい 段階への 飛躍 をな し 得なかった ので あ 

る 0 
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產業 iSf 命を經 過した ョ ッ. パ諸國 は、 增大 する 自己 商品の 市場 を、 後れた 社會 としての 

東洋に 求めた。 此の 運動の 當然の 結果と して、 自らの ゆるやかな 足 取 を 以て 步み續 けて 來 

た 支那 社會 は、 阿片 戰爭を 契機と して 世界 歴史の 流れと 强く 結び付けられた。 その後 支那 社 

會と 世界 歴史の 動きと は その 關係を 深める ばか，.^ であった。 かう して 外部から 遮斷 され、 久 

しい 期間 を 通じて 孤立 を 守 h 通して 來た 支那 社會は ョ I  ti ッ パ諸國 の 力に 依って 外部から 世 

界歷史 の 流れへの 合流 を强 制せられ たので ある。 同じ 頃、 や は，.^ 自らの 步調を 以て 自らの コ 

I スを 步み績 けて ゐた 日本 も、 外部からの 壓 力に 依って 世界 歷史の 流れと 結びつけられ たの 

であった。 それ 以後に 於け る 日本の 躍進 は 目 ざ i しい ものであった。 忽ちに して 日本 は ョ 

口 ツバ 社會の 到達して ゐた 段階に i で 追 ひすが つた。 同じ 様な 運命の 下に 置かれ 乍ら、 それ 

以後の 支那 社會の 歴史 は 日本と 全く 異 つた 姿 を 示して ゐる。 

支那 社會と 世界 歴史の 交渉が 始ま つ て 以来、 支那 自らに 於ても 新しい 方向 へ の 努力が 拂は 

れて來 た。 例へば 清朝 末期の 富 國强兵 政策、 蔣介 石の 三民主義に 則る 廣汎な 範圍に 一お； る 政策 

計晝が 之で ある。 資本主義 社會 への 發展の 後れた 國々 に 於て は、 國 家が 自ら 社會を 指導す る 


i 


ことに 依って、 夫， I- の社會 を 一 段 高い レ ベ 〃にまで 持ち上げた のであった。 社會 が社會 自ら 

の 單獨の 力に 依って 發展 したので はなく、 常に 國 家の 活動と 援護が 强く耍 求され、 之に 呼 

應 して 國 家が 強い 力 を もって 社會を ゆり 動かし、 それ を 指導して 始めて その 成果 を收め 得た 

のであった。 卽 ち社會 自らの 自 覺に國 家の 意思が 働き かけ、 或は 國 家が 社會の 自覺を 促す こ 

とに 依って、 社會は 新しい 段階にまで 押し上げられて 來 たのであった。 例へば 後れて 資本 主 

義社會 への 蓮 動 を 開始した 日本に 於ても、 獨 逸に 於ても、 夫.^ の 社 會は國 家の 活動と 援護 を 

要求した。 國家は 强ぃカ を もって 全面的に 社會に 働き かけた。 社 會の自 覺と國 家の 强ぃ 力が 

結びついて、 日本、 獨逸は 躍進 的な 發展を 完成した ので ある。 支那に 於ても 淸 末の 富 國强兵 

政策、 蔣介 石の 經濟 建設 政策 等 いづれ も 支那 社會の 覺醒を 求め、 社會の 發展に 加速度 を與へ 

る ベ き 害の ものであった。 にも 拘らす 支那に 於て 試みられた 此 等の 上からの 働き かけ は 支那 

社會の 内部にまで 渗 透して 行かなかった。 社會も 此の様な 支配階級の 努力に 呼應 しな かつ 

た。 支配者の 意 圖は形 だけ は 整って ゐ たが、 魂が 入って ゐ なかった ので ある。 社會 そのもの 

にも 支配者の 意阖 に順應 し、 それに 追隨 する だけの 準備が 出 來てゐ なかった ので ある。 支配 
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階級の 蓮 動に しても 支那 社會 そのものの 實情を 考慮す る ことなく、 ただ 新しい 計 畫を地 « の 

全くない 支那 社會 に無雜 作に 移植しょう とした ものに 過ぎなかった。 彼等の 赏 行しょう とし 

た 政策 は、 支那 社會 そのものの 中から、 その必然的な要求としても，.^上 って來たものではな 

く、 ただ 彼等の 頭の 中に 一 つの 理想 案と して 構想せられ たものに 過ぎなかった ので ある。 だ 

から 一 時 的に は 支那 社會に 刺戟 を與 へたと しても、 更によ， 0 大きな 力 を もって 發展 する こと 

が出來 なかった。 此の様な 運動に 引き すられて 支那 社會が 新しい 方向へ 前進す ると 云 ふこと 

はなく、 支那 社會は 依然、 從來の 段階に 止まって ゐた。 此 等の 運動 は 謂 はば 突然 16 かな 水面 

に 投げ込まれた 石の 樣な ものであった。 投げ込まれた 瞬間に は 水面に 波紋 を 呼び 起した。 然 

し 波紋 は 忽ちに して 消え、 水面 は 再び もとの 靜 けさに 復歸 した。 波紋が 波紋 を 呼び、 水面に 

大きな 波動 を生ャ ると 云 ふこと はなかった。 支那 社會は 動き 出す ことなく、 依然として 葡ぃ 

殼の 中に 閉ざされて ゐた。 

此の様な 特徵を 持つ のが 近代 支那 社 會史の 性格で ある。 一 方に 於て は 新しい ものが 生れよ 

うとして 猶ほ 頼强な 抵抗に 遭 ひ、 舊ぃ 機構が 大きな 力の ために 崩潰の 一 步 手前まで 追 ひつめ 


られ 乍ら も、 なほ 解體 しきらす に 餘命を 繋いで ゐた。 若し 新しい 方向へ 進まう とする カバ も 

つと 强 力な ものであった ならば、 舊 いもの は その 崩潰 を 早めた 箬 である。 若し 舊 いものが S 

體 しきれば、 新しい もの は 順調に 發展し 得た 替 である。 然し 乍ら 支那 社會に 於け る 奮い もの 

の 抵抗 は 極めて 頑强 であった。 何千 年に 亙る 歴史 を 持つ 傳統 的な 生活様式 は 極めて 頑 强に新 

しい 方向への 動きに 抵抗した。 ある 部分で は 巳に 新しい ものが 全く 支配的に なって ゐた。 

し 支那 全體 として 見れば、 まだまだ 奮い 生活様式が 反 B されて ゐ たので ある。 
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第 一 節 淸 末に 於け る 財政 窮乏 

1 全盛時代 淸朝 支配の 全 期間 を 通じて 支那 社 會が繁 榮の最 項點に 達した の は、 康熙 (一 

六 六 二— 一  七 二 一  年) 乾隆 ( 一 七三 六 I 一七 九 四 年) 二 帝 統治の 時代であった。 事實、 康熙 

乾隆兩 帝の 仁政に 惠 まれて、 殆んど 二百 年に も 亙る 久しい 問 支那 社會の 安定が 維持され、 經 

濟も 隆盛 を 極めた。 當時、 支那の 支配的な 生産 部門 は 農業であった が、 支那の 國土は 全 民 

衆の 生活 を 支へ るに 足りた だけで はなく、 農民 も 土地から 豊富な 收益を 擧げて ゐた。 その上 

この頃、 淸 朝の 支配 圏が 或は 北方に 或は 西方に 擴大 されて 行った。 此の様な 淸朝 支配 圏の 憐 

大は 當然、 ■ 農業 を 主要 生產 部門と する 支那 社 會に對 して 極めて 好い 影響 を 蕭らす もので あつ 

た。 かう して 當時何 世紀に も 亙って 繼 承され て來た 儒敎、 儒敎の 上に 立つ 世界 觀、 封建的な 

社會 秩序 等を甚 礎と して、 支那 社會は 外部から 何の 影響 を 受ける こ ともなく、 獨自の 生活 を 

續 けて ゐ たが、 特に 此の 二百 年に も 亙る 久しい 支那 社 會繁榮 の、 最も 重要な 二つの 支柱 をな 

す もの は、 倦む こと を 知らぬ 勤勉な 農民と、 中世 ョ ー 51 ッ パの 僧侶に も 比せられる べき 听， 
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「讀書 人」 階級であった。 

此の様な 政治的、 經濟 的、 精！： 的な 諸種の 事情から、 容易に 當 時に 於け る淸 朝の 財政 狀態 

を も 類推す る 事が 出來 る" 由來、 淸朝は 民衆の 經濟 生活に 對 する 不干涉 主義 を 以て 支 都社會 

統治の 最高 现想 として ゐ たのであった. - しかも 淸 朝の 支那 社會 統治に 關 する 不干涉 主義 は、 

アダム. ス ミスの 意味に 於け る 自由主義 的な もので はなく、 謂 はば 一社 會的 自由主義」 とも 

云 ふ ベ き の ものであった。 一 個人の 幸福よ も 寧ろ 社 會全體 の 福祉が 最高の 目標と せら 

れてゐ たので ある。 卽も 懦敎の 敎理に 於て は、 あらゆる 政策の 對象は 社 會全體 であり、 しか 

も 支配者が 社 會に對 する 干涉を 極力 避け、 それ を 自然の 儘に 放置 するとき 始めて 眞の 意味の 

社會が 形成され ると されて ゐ たのであった。 

此の様な 立場に 甚 いて 一七 一三 年 (康熙 五十二 年) じ康熙 帝は當 時、 政府の 收 入の 中で 最 

も 大きな 部分 を 占めて ゐた田 賦に關 して、 爾後 その 賦課 率の 引き上げ を禁 する 旨の 上； fi を 下 

して ゐる。 かう して 田賦の 賦課 率 は 爾来 久しい 間、 一定の 限度 內に保 たれる ことと なった。 

卽 ちその 賦課 率 は 夫々 土地の 收益 能力に 應 じて 一 畝當り 百分ノ 一  雨から 百分ノ 二十 四 兩に至 


る舊內 定められて ゐた。 一 八 八 七 年. i る ss 耕地 si は 九 二 四百 萬 S 上つ 

てゐ たが、 そのうち— 八 六 • 五 百 萬 畝が 官有 地であった。 此 等の 官有 地のう ち 一部分 は 屯田 

で？、 そこに は 軍隊 が驻 屯して き。 從 つて 此の 樣な 方法で 官有 地が 利用 せられる 場合に 

は、 S: は I これから 直接 收入 を擧 げる ことが 出来なかった 譯 である。 然し S のうち、 

ある 部分よ 私人に 賃貸され てゐ た。 ある もの は 政府 自身に 依って 管理され てゐ た。 そして ^ 

の樣 にして 利用され てゐた 官有 地からの 收 入が、 考試(國 裏？ 難民 5. 治水 葉 等、 

特定の 政. I 出の I： に充當 せられて ゐ たので ある。 當時、 田 S 入と I 地收 入の 總計、 

P ち 土地に 墓く 政府の 收入は 三 〇 百萬兩 乃至 三 五 百 萬兩じ 達した と 云 はれて ゐ る。 

饔ょ i1 古く  ts れてゐ S 稅の 一つで あつさ、 sust 

の 規定 S めて I な ものと なって ゐた。 當時、 I 收入は 年. -約 五裏兩 i つたと 云 は 

れてゐ る。 その他、 中 世紀に ョニッ パで行 はれて ゐた 制度に s する M 內 I と、 南部 支 

都の 開 I で 一 六 八 四 年 以來行 は？ ゐ S 關， から も 政府 ま 百 萬 兩£ 人 S げてゐ 

た。 此 等の 租稅の ほかに 當時、 牙稅. 當稅. 契稅. 涸稅等 も 賦課され てゐ たが、 此等は 財 
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政 的に 見て それほど 大きな 意^ を 持つ ものではなかった。 そのほか 古くから 自然 物貢納 の.^ 

度 も 行 はれ、 全 國が八 大米產 地 區に區 分され、 —特に 江 蘇. 浙江兩 省が 最も 重耍な 地位 を 占 

めて ゐた— 夫，^ の地區 から 年々、 四 〇〇 百萬噸 に 上る 米が 大 運河に 依って， C 京 こ 命 送 さ.，、 

軍隊の 維持と 下級 官吏の 俸給に 充てられて ゐ た。 なほ 此の ほか 鑛 山の 採掘 權 が專ら 政府に 屬 

し、 私人に 依る 鍍 山の 採掘が 暖禁 されて ゐ た。 然し 鑛山 特權は 財政 的に は必 やし も 大きな 意 

味 を 持つ ものではなかった。 また 政府 は 宮廷の 需要 を充 たす ために 紹 織物 工場 や 陶磁器 工場 

を 直接 經蝥 して ゐた。 —此の 二つの 工業 は 支那で 古くから 行 はれて ゐる 工業の 中に 於ても 代 

表 的な ものである—。 以上に 揭 げた 様な 種々 の經 常的收 入の 他に 隨時、 宮廷に 於て^ まれる 

祭典 等の 特別の 目的の ため 必要に 應 じて 臨時 的な 收入も 起されて ゐ た。 靱鮮. 印度支那. ビ 

, マ 等の 屬 領地から 獻納 して 來る貢 納金 は 主として、 宮廷に 於け る 祭典 等の 場合の 經费 にヒ 

てられて ゐ尺。 此 等の ものが 當 時に 於け る淸 朝の 主要 收 入の すべてであった。 

支出の 则 にあって は、 軍隊 維持に 要する 費用が 年々 約 二 〇 百萬兩 にも 達し、. 支出 中で も i 

も 大きな 部分 を 占めて ゐた。 


富 時、 ^^5朝の軍隊はニっの部分に分れてゐた「) 洚朝禁奢隊と驗業的軍隊がそれでぁ.^、 職業的 軍隊 は 六十 萬 人から な 

つて. Q た。 禁； f» は 高い 名譽を 持つ もので あ. o、  a つ 世 f お 的な も G であった から、 その 香 i!£ には嚴 格な が 定めら、 > 

てるた。 その 所 19 員 〇 總數は 八十 萬 人に 上って るた 0 勿論、 當 時に 於て は  一 tei 的な 兵役 義務と 云 ふ もの は 行 はれて るな 

かった。 十九 世紀の 中葉に 至り 太平 天 國 鬣の 勃發に 際し 義勇軍が 募集せられ たが、 之 も 太平 天 围氯の 終 と共に 解放せ 

られた 0 

之に 次いで 宮廷 費が 年々 約 五 百萬兩 にも 上って ゐ たが、 一 般 行政 費と して は 五 百萬兩 乃至 

七 百 萬 雨が 計上され てゐ るに 過ぎなかった。 此 等の 經常的 支出の ほかに 黄河の 築堤 工事 ゃ飢 

饉救濟 のために 臨時 的な 支出 も 必要であった。 然し 例へば 一 八 一 〇 年. に は 田 賦收入 三 〇 百 萬 

兩、 自然 物貢納 としての 米 四 • 一  百 萬喷— 當 時の 價 格に 換算して  一 • 五 百 萬 雨—、 鹽 5^ え 入 

四 •  二百 萬兩、 國內關 及び 海 關稅收 入 二百 萬兩、 その他の 租稅收 入 七 〇 百 萬 雨で、 これら 

總收 入の 合 訐は三 八. 四百 萬 雨に 達して ゐた。 之に 對 して 軍隊に 要する 支出 二 四百 萬兩、 一 

般 行政 費 六 百 萬兩、 その他の 支出 五 • 一  百 萬兩、 經費總 計 三 六 • 一  百萬兩 であった。 此の様 

にして 淸朝 は當 時、 年々 數百萬 雨の 剩餘 金を貯 へて ゐ たのであった。 

當 時に 於け る 財務 行政の 組織 もまた 至って 簡單な ものであった。 卽ち 北京に は 最高 財政 官 
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廳 としての 戶 部が 設けられ、 六 個の 局に 分れて ゐた。 各省に は 地方 財政 官廳 として 布 政 使が 

派 a せられ、 ある 省に は 夫 や 必要に 應 じて、 鹽稅. 行政の 擔當 者と して 鹽運使 *鹽 法 道が、 關 

稅 行政 を 司る ベ きものと して 關差 • 海關 道が 派遣 せられて ゐた。 總數 一 六 五 七に 達する 各縣 

に.^、 て は SST か 布 政 使に 代って 租税 徵收の 任に 當 つて ゐた。 各地 方に 於て 徵收 せられる べき 

租^ 額に 關 して は、 各々 の 最低 責任 額が 規定され、 各省 及び 各縣は その 中の 一 定額 を 夫 々ほ 

己の 固有の 收入 として 地方 經 費に 充當 する ことができ たので ある。 然し その 額は必 すし も 一 

定せす 地方 地方に 依って 異 つて ゐた。 社會の 極めて 安定して ゐた當 時に あって は、 此の様な 

素朴な M£ の もとに 於て さ へ 、 何らの 闲 難を感 する こ ともなく その 財政 を？.^ 然 はする こと 力で 

きたので あった。 

17 財政の 窮乏 此の様に 淸 朝の 財政 は 何ら 脅やかされる こ ともなく 久しい 問 安定 を伢ち 

S- つて 十九 世紀の 中葉に 至る まで は 剩餘金 を さ へ殘 して ゐ たが、 その 頃から 引き 績 いて 發生 

し た內憂 外患の た め 財政 狀態は 漸 窮乏 の 度 を 加 へて 行った。  . 

財政 窮乏の 第一 の 原因 は、 當 時に 於け る 急激な 人口 增加 であった。 淸 朝の 調杳に 依れば 支 


« の 人口 は 十八 世紀つ 中葉 以来、 急激な やや： . 一？ 二-.. 二-：  .ノ、 三 t ま 古丄： 二.？ ズ-. 二え 

郝の總 人口に 翻して は- 一 七 a 八 年に は 一 七 七 百^ 入、 一 七 八 C 年に は 二 七 七 1ーき 人、 一 八 

一二 乍： は 三 六- 一  一 ：數 字が 掲げられて ゐる。 此の 樣に 支那の 人口 は 約 五十 年 程の 

間に 二 は 2 にも 達 L たのであった。 一方 此の様な 急激な 人口の 增 加が あつたに も拘ら す、 他 

方、 當 時の 耕地 面積 は增 加す る ことなく 十八 世紀 初期の 狀 態と 髮る ところがな 力った。 I 力 

も 人口 曾 加の 土地に 對 する 展 力 を 緩和す ベ き满洲 • 內 蒙古 • 臺灣等 へ の 移住 は當時 嚴禁 され 

てゐ た。 

此の 移住 禁止 令 は 一 八 七 〇 年に 至って 矮 止される ことと な. 5、 爾来、 痛瀾 への *^ 住と 農民の 海外 移住が 急激な 勢で 行 

はれた。 

第二の 原因 は 十九 世紀末から 始 つた 銀 債 下落に 伴 ふ 物 債 騰貴であった。 人口の 增 加と 云 ひ 

物 nlDf 蓿 貴と 云 ひ 共に 農民の 生活に 大きな 脅威 を與 へる ものであった。 その 頃、 農民 生活 窮乏 

リーに 當然の 結果と して、 社會の 不安と 動搖 は、 益々 その 激し さ？ コ へて 行った コ 農民の 窮乏 

に 某く 政府 收 人の 減 返、 社 會の動 榣鏺^ し」 農民一揆 抑 に 要する 政府 支出の 增加は 當然、 淸 
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朝 財政に 對 しても 重大な 影響を及ぼした。 それでも 此 等の 問題 は必 すし も淸 朝の 財政に 對し 

て 致命的な 影響を及ぼす 程の ものではなかった。 淸朝 財政に 對 する 致命的な 影響 は 寧ろ 外部 

から 新ら された のであった。 その 頃、 南方の 海岸で 大規模な 貿易 を 行って ゐたョ IP ッ パ人 

に對 する 淸 朝の、 時には 不可解に さへ 思 はれる ばか， 0 の 無頓着な 態度 は、 淸 朝とョ 口 ツバ 

人の 問の 感情 を疏隔 する のみであった が、 兩者 間の もつれ は 時を經 るに 從 つて 益.^ 激し さ を 

加へ て 行った。 そして 兩者 問の もつれが 極度にまで 達し、 その 結果 勃發 したの が 阿片 戰爭で 

あった。 しかも阿片戰爭の結杲淸朝も支那社會も取，^返しのっかなぃ程の痛手を被らねばな 

ら なかった。 卽ち 第一に 淸 朝は英 國に對 する 賠償金と して ニー  • 一  百 萬 雨の 負 擔を諫 せられ 

た。 此の 負 擔は當 時の 淸朝 財政に とって は必 すし も 些細な ものではなかった。 第二： J 稅. Jn 

主 權を奪 はれた。 そのほかに 間接的な 影響が あった。 卽ち 阿片 戰爭以 來、. 農民の 生活 は 窮乏 

の 度 を 加へ て 行った が、 それに 伴って 彼等の 淸 朝に 對 する 不満と 不信 は つのる のみで あつ 

た。 此の様な 事情に 促されて、 遂に 彼等の 淸 朝に 》 する 不満 は 極點に 達し、 一八 五 〇 年の 两 

南 地方に 於け る 一 揆 にまで 發展 した。 しかも 一 揆は 忽ちに して 支那 全土に 擴 大しト こ。 淸朝ま 


その 全 精力 を消盡 する ことに 依って 辛 じて 之 を抑壓 する ことができ たが、 淸 朝と 一 揆の 久し 

い 期間に 亙る 鬪爭は 支那の 全經濟 機構 を破壞 してし まった。 此の 當然の 結果と して 毎年 剩餘 

金 を さへ 貯 へて 來た淸 朝の 財政 は 此の頃から 極度の 窮乏に おちいる ことと なった ので ある。 

此の様な 事態に 直面して、 淸朝 財政の 窮乏 を 救 ふべき 方法と して、 當時、 各種の 努力が 拂 

はれて ゐた。 第一に 一七 一 三年に 於け る康熙 帝の 上諭 以來、 引き上げる 事を禁 せられて ゐた 

田 賦の課 率が 引き上げられた。 田 賦課 率 引上げの 割合 は、 例へば 河南 省に 於て は 平. 5? 一七 八 

% に、 多くの 縣に 於て は 二 〇〇％ にまで も 達した。 第二に 釐 金と 云 ふ 名稱の 下に 新しい 租稅 

が 起された。 釐金は 太平 天 國の亂 平定に 要する 軍費の 財源に 充てる ため 一 八 五三 年に 楊 =?r に 

於て 始めて 課せられた ものであった が、 漸次 課税の 地域が 慷大 されて 行った。 釐金は 謂 はば 

國內 關稅の 性質 を備 へた ものであった。 陸路 及び 水路の 重要な 交叉 點には 至る所に 釐金 局が 

設けられた。 そして 其處を 通過す る 商品に 對 して、 價 格の 千分の 一 の 割合 を 以て 賦課され て 

ゐた。 釐 金と 云 ふ 名稱は 此の 課 率の 大 いさに 因んで 名付けられ たので ある。 釐金 創設の 當初 

に は 極く 限られた 範圍の 商品が 課 稅の對 象に 選ばれて ゐ ただけ であり、 しかも 課稅の 期間 も 
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一 時 的な ものと 豫定 せられて ゐ たが、 釐金 は課说 技術の 簡 單と收 入の 豐 富と 云 ふ 二つの 長所 

を 持って ゐ たため、 淸朝 財政の 窮乏 化と 共に 重要な 財源 を 齎らす ものと して、 その後に 於て 

も篮金 局は增 加され るの みであった。 例 へ ば大 運河の 沿岸で は、 一 五 〇 钎の 問に 二 五 〇 個所 

の釐金 局が 設けられて ゐた。 一 八七四年の釐金收入1^千萬兩にも達したと云はれ、 常時の 淸 

朝 財政に とって は缺 くべ からざる 收入 源の 一 つと なって ゐた。 だから 商品の 輸送が 課 枕の 對 

象と せられる ため、 國民經 涛の發 達に 對 して 最も 惡ぃ 影響 を 及ぼす もので あつたに も拘ら 

す、 國庫 窮乏の 度が 加 はるに 從 つて 釐金は 益.^ 重視され て 行った。 

淸 朝が 財 窮乏 を 糊塗す るた めに 採った 今一 つの 方法 は 公債 依存 政策であった。 由來、 支 

那に 於で は 公債 政策の 採られた ことはなかった ので ある。 それが 一八 六 五 年 (同 治 四 年) に 

伊 摩 地方に 於け る囘敎 徒の 亂 平定に 際して 淸 朝が 外債 を 起す の 端 を 開いて から は、 急 を 要す 

る經 費の 生す る ごとに 外債が 起された。 そして 一 八 六 五 年から 一 八 八 〇 年に 至る 問に 起され 

た 外 偾額は 巳に  一 0 二  • 七 百萬兩 にも 達して ゐた。 その後に 於ても 外債 は累增 する のみで あ 

つた。 勿論 この間に 於け る 外債の 累積に 關 して は、 單 純な 財政 窮乏 救脾の ほかに 今 1 つの 重 


大な 理由が あった。 卽ち 阿片 戰爭 以來ョ I" ッ パ諸 國の淸 朝と 支那 社 會に對 する 離 力 は 強化 

される のみであった が、 此の 樣な 事態に 直面して 當時、 淸朝內 部に も 外國附 力の 强 化から 淸 

. 朝と 支那 社會と を防衞 する ために、 ョ I" ッ パ諸國 の 先例に倣って 經濟の 發展を 計らう とす 

る 革新的な 思想が 擡頭し 始めて ゐた。 經濟の 發展を 計るべき 具體 的な 方法と して は、 纖 道の 

建設、 通信 制度の 整備、 船舶の 建造 等が 擧 げられ てゐ た。 然し 鐵道 建設の 樣な 龙大な 資本 を 

必要と する 事業 を、 已に 極度の 財政 窮乏に 苦しんで ゐた淸 朝が 自らの 力に 依ってな し 得る 箬 

がなかった。 此の様な 事情の 下に 於て その 財源と して 求められた のが 外债 であった。 阿片^ 

爭以來 ョ.' ロッ パ諸國 は 支那 社 會に對 する 勝 力 を 漸次 强 化して ゐ たが、 彼等 は 更に その 勢力 

を 伸張すべき 機會を 求めて ゐた。 從 つて 淸 朝の 外债 依存 政策 は、 彼等に その 野望 を充 たす 可 

き絕 好の 機 會を與 へる ものと して 利用され、 淸朝は 極めて 容易に 必要な 財源 を. 綢 達する こと 

がで きた。 然し それに 伴って 淸 朝の 外債 負擔 額は增 加す るの みであった。 例へば 一 ダ 九 四 年 

から 一九 一 一年に 至る までに 淸 朝の 募集した 外債 は 次の 様な 數 字に 上って ゐた。 (單位 百 萬碎) 

戰^ 及 賠償金に 1*  く 外債  五 五 • 四 五 
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鐵道 建設の ための 外 慎  三 五 • 五 七 

產 業開發 のた めの 外債  〇• 七 六 

此 等の 外廣 のうち その 一 部 は外國 銀行、 特に 英國の 銀行 を 仲介者と して ョ , . ッ パ巿 場に 

於て 募集せられ たもので あった。 特に 鐡道 公債の 大部分 は 此の様な 方法に 依って 募集せられ 

てゐ た。 他の 一部 は當 時す でに 支那に 設立され てゐ た外國 銀行から 直接 借.，' 入れられて ゐ 

た。 ： ^〔しどの 様な 方法で 外債が 募集され たと ころで、 常に 淸 朝に 對 して 極めて 不利、，. 條 牛.' 

課せられて ゐた。 例へば 外債 募集に 依って 淸 朝の 受け取る 金額 は 大體に 於て 募集 額の 九 〇％ 

に 過ぎな 力った。 しかも 利子 は 年利 八 ％ にも 達する 程の 高利の ものであった。 償還 期. R にし 

て も、 二十 ケ年を 超える ものが 稀に あると しても、 その 大部分 は 短期の ものであった。 その 

上 どの 外債に 對 しても 特定の 租稅收 入が 擔 保に 定められて ゐた。 しかも 擔 保に 定められ，」 a 

a を 债權阈 力 共同管理 する こと さへ も 行 はれて ゐた。 此の 樣に 外債 募集 そのものに 關 して 極 

めて 不利な 條 件が 淸 朝に 課せられて ゐ ただけ でない。 絕 えす 債 權國の 政治的な 意 圖が资 金の 

背後に 伴 ひ、 淸 朝の 政治 行政 機構の 內 部にまで 喰 ひ 入って 來た。 しかも 淸 朝が 之に 對 杭し 得 


べき カを缺 いて ゐ たため 淸 朝の 外債 募集 は 恐る べき 影響 を 支那 社 會に赍 らした ので ある。 例 

へに 鐵 道の 敷設に 伴って ョ t P ッ パ諸國 が 獲得した 所謂 【勢力圏と 特殊 權益」 は、 支那 社會 

の 植民地 化 を 助けた。 從 つて 淸 朝の 近代的 交通 機關の 設立と 産業の 開 發には 外 集 以外の 

方法 は殘 されて ゐ なかった と は 云 へ 、 そのために 淸 朝と 支那 社會 が支拂 はねば ならなかった 

代償 は 極めて 高 債な ものであった。 

財政窮乏救濟のため以上の樣に採，.^得 べき あらゆる 手段が 淸 朝に 依って 採られて ゐ たが、 

當 時に 於け る 關稅收 入の 自然 增加 は淸朝 財政に 對 して 有利な 影饗を 及ぼす ものであった。 稅 

率は價 格に 對 して 二 ％ と 四お の間を 上下して ねたが、 阿片 戰爭に 基く 五 港の 開港 以來 次表の 

如く 漸增の 傾. 问を 示して ゐた。 (單位 百 萬 海 關兩) 

一八 六 九 年 一四 .九  一八 八 六 年 二！ ラ五  一九 〇一 年 三 九丄ハ 

海 關-兩 は 一 九 三 〇 年に 至る まで 支那 海 關稅敉 入の 計算 単位と して 用 ひられた もので あり、 純銀 三 六 丄ハ- 凡に 當る C 

當^ 窮乏 を 極めて ゐた淸 朝 財政に とって は、 二 千萬兩 乃至 三千 萬兩に 上る 海 闢稅收 入 は 明 

ら かに 大きな 意義 を 持つ ものであった。 
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なほ 義和園 事件 直前の 一 八 九九 年に 於け る淸 朝の 財政 狀態を 示す ものと して 次の 數 字が 5^ 

げられ てゐ る。 (単位 百 萬兩) 

(一) 收人 

^有 地收入 . 田 賦收入 

激枇收 入 

その他 

(二) 經 費 

陸軍 費， 五一 人 

外務 焚  了 〇 

關税 行政 费 . 三丄ハ 

各省への 交付金  九 • 一 

公憒费 • 賠償金  二三 *0 


二 九 • 九 

一 三 • 四 

二人 


釐八 I 收入 

關稅收 入 

計 

海軍 費 

內務. 財務 費 

鐵迸费 

治水 事業 费 

計 


一 六 6 

二 六丄ハ 

八 八 • 七 


〇 


五 •〇 

五 •〇 

〇 人 

二  • 五 

一 人 


此の様に 一 八 九九 年に は淸 朝の 財政に 於て 陸軍 費が 最もな きな 部分 を 占め、 公債の 元利 償 

還 費と 日 淸戰爭 に 甚く 日本 へ の 賠償金が 之に 次いで 大きな 部分 を 占めて ゐた。 しかも 經费ょ 


收 入を遙 かに 超過して ゐ たので ある。 

財政改革 論の 擡頭 此の様な 事態に 直面して、 その 頃から 淸朝は 財政改革の 必要 を自覺 

し 始めて ゐた。 例へば 田賦の 改正が 主張 せられて ゐた。 或は 釐 金に 代へ て 近代的な 租稅 とし 

ての 性格 を備 へた 印 花 稅等を 採用しょう とする 計畫が 企てられて ゐた。 特に 當時、 關税 行政 

に 於け る 總稅務 司と しての 地位に あった 口 バ f ト. 、ノ  f ト (K..Hart) に 依っても、 財政改革 

の 必要が 強調 せられて ゐた。 彼に 依れば、 租稅 制度が 改善され、 それと 共に 豫算 制度が 確立 

され さへ すれば、 淸 朝の 財政 窮乏 を 救 ふこと はさして 難事で はない と 云 ふので あった。 かう 

して その 頃す でに 財政改革の 必要が 主張され、 或は 財政に 關 する 具 體 的な 改善 策が 提案され 

てゐ たが、 それ 等 は 何れも 淸朝を 動かして 財政改革の 實 現に 向 はしめ る 程の 力 を 持つ もので 

なかった。 淸朝 にしても 已に 勢威 を 全く 失墜し、 財政改革 實 現の ための 政治的 條 件を缺 いて 

ゐた。 從 つて、 よし 淸 朝が 財政改革 論 を 容れそ 現に 向った としても、 それ は 極めて 困難 

な 問題であった。 更に 一 九 0.0 年に は 義和國 事件の 結果、 淸朝は 莫大な 賠償金 を 課せられ、 

財政 乏の度 を 益々 深めて 行った。 淸朝 崩壞の 前年に 至って 始めて 豫 制度が 樹立され、 之 
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に從 つて 豫 算 が 公表され たが、 革命の 結果、 實 現にまで は 至らなかった。 支那 財政 史上、 歷 

史的な意義を^^:っ此の豫算案.は次の樣な內容を持ってゐた。 S 位 百 萬兩〕 


(一) 收 入 

田 賦收入 

體金， 收入 

その他 租稅收 人 

行政 收入 

その他 收入 

(一一) 中央 輕薆 

陸軍 費 

外務 費 

財務 費 

法務 費 

遞信費 


g: 九. 七 

四 四 ニー 

二 六 •  二 

五丄ハ 

三 五 • 七 

七 七. 九 

三 • 一 

二 了 二 

六丄ハ 

三 七， 六 


官 

公 


0 

內 

敎 

蒙 


m 敉 

稅 收 

業 收 

債 收 

務 

0 


入 

入 


費 

費 


四 七丄ハ 

四 ニニ . 

四 七丄ー 

三丄ハ 

三 〇 丁 九 

四 • 四 

二  • 七 

五 • 五 

一 i 


豫備費 
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近代 支那 財政 史  六 〇 

S. い 

第一 一節 辛亥 革命 後に 於け る 財政 紊亂 

；! 財政の 素亂 淸朝は 十九 世紀の 中葉 以來 衰運 挽囘 のために あらゆる 努力 を拂 つて ゐた 

が、 此 等の 努力に も拘ら や、 只 その 威信 を 失墜す るの みであった。 然しよ し淸 朝が 此の様に 

その 勢威 を 失墜して 行った としても、 光 緒 帝 統治の 時代に 見られた 樣な、 淸朝 復興への 機運 

が 今し ばらく 續き、 又 その 財政が 一 九 〇〇 年の 義和團 事件に 依って 致命的な 影響 を 受けて ゐ 

なかったならば、 恐らく 淸朝は 崩壊す る ことなく 尙 その 餘命を 保ち 得た であらう と 思 はれ 

る。 淸 末に は 所謂 「上からの 改革案」 が 繰，.^ 返し 繰り返し 提案され てゐ たが、 それら は 何れ 

も單 なる 紙上の 計畫に 過ぎす、 一として 實 現された ものがなかった から、 却って 淸 朝に 對す 

る 民衆の 疑惑と 不信と を 募らせて 行く のみであった。 一九 一 一年 十月 十日. に は、 遂に 民衆の 

淸 朝に 對 する 不満 は武漢 革命と なって 勃發 し、 次いで 一 九  一 二 年 二月 十二  R に は，： 旦統 帝の 退 

位が 宣言され た。 かう して 千年に も 亙る 久しい 間繼 承され て 來た舊 王朝の 象徵 としての * 制 

政體 が滅ん だのであった。 更に 一九  一 二 年 三月 十一 日に は 臨時 憲法 (五十一 ケ條) が 公布せ 


られ た。 臨時 憲法 は、 新しい 支那の 政體は 二院制の 共和 國で あると 定め、 併せて 參 議院 議員 

は 各省から、 衆議院議員 は 直接 民衆に 依って 選出され る ベ きものと 規定して ゐた。 一九  一二 

年 四月 八日に は 此の 憲法の 定める ところに 依って 選 擧が行 はれて ゐる。 

然し 革命の 後、 却って 政局 は動搖 する のみであった。 新しい 形 體を備 へた 共和 國の 成立に 

も拘ら す、 社會の 動搖に 妨げられて 財政 は 依然として 改善せられ す、 淸 末の 窮乏 を そのまま 

繼 承して ゐた C 新しく 制定され た 民主 政體 にしても、 ただ 政治家と 政 黨に對 して 彼等の 野心 

を充 たすべき 機 會を與 へる だけであった。 政府に しても 經濟 建設、 財政 改善 等に 意 を 用 ひる 

ことなく、 ただ 自己の 保全と 軍閥， 政黨 との 協力に 依る 勢力の 擴大 にの み 力 を 注いで ゐた。 

それ のみでな く 一  九 一 四 年に 最初の 大總 統袁世 凱が 自ら を 帝王と 稱す るに 及んで、 革命の 結 

杲 漸く 改められて ゐ た政體 は、 再び 專制 制度に 逆轉 しなければ ならなかった。 その 直後、 袁 

世 凱 は 死去した が、 彼の 死歿 以來 北京 政府の 終末に 至る まで 絶え間ない 軍閥の 鬪 爭の爲 に、 

內亂の 止む 問 もなかった。 政局の 動 搖に災 ひされ、 中.^ 政府の 財政 支配 權の 及ぶ 地域 も 僅か 

に 直隸省 一省に 限られて ゐた。 從 つて 甚 しい 場合に は、 公债と 政府 證券の 發 行に 依って 辛う 
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じて 財政が 運營 される と 云 ふこと さ へあった。 此の 樣な 事情の 下で 秩序 ある 財政が 維持され 

る箬 はなく、 北京 政府の 財政 は紊亂 へ の 一 路を迎 るの みであった. - 一 九 一 四 年 十月 二十 二日 

に は 財政 整理 案が 提議され たが、 それ も單 なる 提案た るに 止り、 實 現にまで は 至らなかった。 

北京 政府の 財政 狀態を 示すべき ものと して は 一九 一三 年、 一九 一四 年、 一九 一六 年、 一九 

一 九 年 及び 一 九 二 五 年度の 豫算 案が 提出され てゐる だけで ある。 その他の 年度の もの は 何れ 

も 極めて 不完全で ある。 從 つて 北京 政府の 財政 狀態を 示すべき 次表の 數字 にしても、 その 槪 

耍を 示す ものに 過ぎない。 
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以上 五ケ 年の 豫算の 中、 收 支の 均衡 を 保って ゐ るの はた だ 一 九 一 六 年度の みで ある。 その 

頃 内 亂の絕 え 問が なく、 財務 行政 も 極度の 混 亂に陷 つて ゐ たので あるから、 財政 狀態が t の 

様に 不安定な 狀 態を呈 して ゐ たの も 蓋し 當然 のこと であった。 多くの 省 も當時 中央政府の 財 

政 支配 權 から 全く 獨 立し、 省 政府 は 何れも、 法規 上當然 中央政府に 屬 すべき 收入 をす ベて 抑 

留 して ゐた。 從 つて 中央政府が 自己の 支配 下に 置き 得べ き 年々 の 收入額 を豫定 する こと は 全 

く 不可能で あつたし、 經費 についても 政治的な 混亂と 動搖に 妨げられ、 豫め その 必要 額 を 

定める こと もで きなかった。 だから 此の様な 環 の 中に 於て 編成され て ゐた當 時の 豫算は 勿 

論、 赏行性 を 持たない 單 なる 計 畫に すぎす、 しかも その 計畫 にしても 決して 精密な もので ま 

なかった ので ある。 


次に 此等 五ケ 年の 豫算額 はすべ て、 收人 にしても 經費 にしても、 その 金額 は 共に 僅少で あ 

る。 その 一 つの 理由と して、 當 時の 豫算が 極めて 不完全な もので あつたと 云 ふこと を 擧げる 

ことが 出來 る。 若し 支那が 政治的に 統 一 されて をり、 又 財政に 於ても 統 一 國 庫 制度が 行 はれ 

ゐ たなら ば、 收入も 經費も 豫算に 計上され てゐ るよりも 遙に 多額に 上って ゐた箬 である。 第 

二に 支那の 經 碑が 猶ほ 幼稚な 段階に 止まって ゐ たと 云 ふこと が、 第一 の理由にも增してょ，.^ 

大きな 原因であった。 經濟と 財政の 關係、 經濟の 發達狀 態が 財政の 規模と 大きな 關聯を 持つ 

てゐる ことに ついては、 此 處に更 めて 說く まで もない ことで ある。 

.Tf 公債の 累積 經費 各項 目の 中で 最も 大きな 部分 を 占めて ゐ たの は、 公 债 の 元利 償還 費で 

あった。 北京 政府の 成立 以來、 財政 は 年々 尨大な 收入 不足に 惱 んでゐ た。 當 時の 支那の 社會 

經 濟の赏 情の 下で、 政府が 財政の 窮乏から 免れる 爲 めに 採.. \ 得た 唯一 の 手段 は公愤 政策で あ 

つた。 從 つて 政府 は 財政 窮乏 を 糊塗す る爲、 絕ぇゃ 公債 政策に 依存して ゐ たが、 政府の 擇ん 

だ公僙 政策 は當然 その 元利 償還 費と して 大きな 負擔を 政府 財政に 課して ゐた。 例 へ ば 財政 部 

發 表の 統計に 依れば、 公債の 元利 償還 費と 義和團 事件 賠償金と は 次の 様な 額に 上って ゐた。 
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年度 

百 萬 元 

1912 

134.8 

1913 

!21.2 

1914 

II  7.3 

1915 

121.5 

1916 

114.5 

1917 

93.8 

1913 

106.9 

1919 

103.2 

1920 

897 

1921 

1 16.7 

1922 

123.2 

1923 

125.0 

1924 

127-3 

1925 

140.3 

1926 

132.9 

1927 

138.3 
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一 九  一 二 年から 一 九 二 七 年に 至る 十六 ケ 年の 間に、 北京 政府 は 四 四 七 • 八 百 萬 元の 內債 • 

政府 證券と 六 三 四 • 七 百 萬 元の 外債 を發 行して ゐる。 然し 此の 數 字の 中に 含まれて ゐ るの は 

ただ 特定の 租稅が 該公债 償還に 對 する 擔 保と して 設定され てゐる もの だけで ある。 此の. a に 

も擔 保の 定められて ゐ ない 多額の 內債. 政府 證券. 外債が 發 行され て ゐた。 その 額 は、 一 九 

二三 年 八月に 北京で 政府と 憒權 者に 依って 開催され た 財政 會議 では 一一 四 五. 五 百ず〕 元と 計 

上されて ゐた。 從 つて 此の 期間に 北京 政府 は總計 ニニ ニニ • 八 百 萬 元の 公 债を發 行し、 年ギ 

均一 三 九 • 二百 萬 元に 上る 額を發 行して ゐた譯 である。 此の 數字を その 頃の 政府 豫箅と 比較 

する ことに 依って、 北京 政府が 如何に 財政の 窮乏に 苦しんで ゐ たかを 類推し 得る ので ある。 

勿論、 公債 そのものに ついては、 如何程 その 發行 額が 巨額に 上って ゐた ところで、 その 使途 

さ へ當を 得て をれば、 それ 自體 として は 何等の 問題 も 無い 箬 である。 然し 北京 政府の 公債の 


大部分 は 內亂に 基く 戰 費に 充當 する ものと して 發 行せられ てゐた e 勿論、 中には 鐵： a 敷設の 

樣な 生産 目的 を 持つ もの もあった。 然し その 樣な 目的 を 持った 場合に あって さ へ、 例へば 福 

州に 於け る鐵道 敷設の 爲に 起された 外債の 樣に、 倩 權國に 依って 恐る ベ き 交換 條 件が 附 せら 

れてゐ た。 

jj^ 豫算の 內容と 財政改革 案 北京 政府の 支出 中で 最も 大きな 部分 を 占めて ゐ たの は 公債 費 

であった が、 之に 次ぐ もの は 陸軍 費であった。 公債 費と 陸軍 費の 合計 は 総支出の 三分の 二 を 

占めて ゐた。 しかも 陸軍 費の 中で も豫算 面に 計上され てゐる 部分 は、 眞の 陸軍 費の 一 部分に 

過ぎす、 その他に も尙ほ 多額の 軍費が 各省の 軍隊 維持の ために 各省に 依って 負擔 せられて ゐ 

た" 第三 位に あつたの が 警察 費で あり、 租稅徵 收費は 第 四 位 を 占めて ゐた。 租稅徵 收費は 財 

政 部の 統計に 依れば、 一 九 一 三年 • 一九 一四 年 • 一九 一六 年 • 一九 一九 年. 一 九 二 五 年に 於 

て、 夫.^九  一 •  二百 萬 元、 九 三 • 三百 萬 元、 九  一 •  二百 萬 元、 三 〇 • 五 百 萬 元、 ニー  • 六 百 

萬 元に 上って ゐる。 鹽稅 制度の 改革と » • 烟 草の 專責 制度 施行の ために 多額の 稅務 行政 費 を 

要した 一 九 一 三年と 一 九 一 六 年 を 除く 他の 年度に 於ても、 稅務 行政 費は總 租税 收 入の 十分の 
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一 に 上って ゐた。 

鐡道 事業- 郵便 事業に 關 して は 特別の 豫算が 計上され てゐ た。 此の 他に 支那の 經脾 發展を 

目的と する 經費 として は 極めて 少額の ものが 支出され てゐる だけであった。 經 濟に對 する 政 

府の 干涉は 支那 傳統 の經濟 政策に もとる ものであると 云 ふ 主張 は、 支那 社會 がま だ舊ぃ 段階 

に 止って ゐた 場合に 於て こそ 是認せられ 得た かも 知れない。 然し 今や 支那 社儈に 於て 採られ 

るべき 經濟 政策 は 全く その 性格 を變 じ、 むしろ 支那の 經濟は 新しい 段階に 飛躍す る爲、 經 w 

の 領域に 於け る廣 汎な國 家の 活動 を 必要と して ゐ たので ある。 だから 經濟 發展の 爲の阈 家の 

活動が 此の様な 狹ぃ 範圍に 限られて ゐ たの は、 必す しも 支那 傳統 の， 經濟 政策に 由來 する もの 

ではなく、 中央政府の 無力に 甚く 收入 不足 を 原因と して ゐ たので ある。 かくて 支那 社會 乃至 

經濟の 近代化と 發展 の爲に 政府 は當然 重大な 役割 を演中 べきであった にも 拘ら す、 內亂と 夫 

に 某 因す る 社會の 動搖に 妨げられて その 當然の 使命 を杲し 得なかった ので ある。 

收 入の 側に 於て 最も 重要な 地位 を 占めて ゐ たの は 田 H • 鹽稅 . 關 a 幷 びに 釐 金であった。 

豫算 面に 揭 げられ た 「その他の 租稅」 に は 烟溏税 . 印花稅 • 契稅 • 北京 入市稅 等の 雜 K とも 


稱す べき ものが 屬 して ゐ たが、 此 等の 租稅は 何れも 收 入の 點 では 重要な 意義 を 持つ もので は 

なかった。 

_ 關稅は 全/、 中央政府の 課 稅權の 下に あつたが、 田 K  • 鹽稅 • 釐 金に は 地方 附加 a が 賦課 さ 

れて， Q た。 特に 田陚. 釐 金の 地方 附加稅 は本稅 よりも 高率であった。 田 一楓の 課稅 方法 は 全く 

從來刀 儘で あり、 しかも その 地方 附加稅 の 間に は 全く 統一がなかった つ 從 つて 當 時の 田 賦 

課 率 を 正確に 算出す る こと は 不可能で ある。 然し 大體に 於て 田賦は 十： 地 收益を ii" 準と して、 

之に 對 する 三 〇％ の 割合で 課稅 されて ゐた。 北京 政府の 時代に は、 此の様に 田賦は その 課稅 

方法に しても 課 率に しても 地方に 依って 區々 であり、 その 間に 何等の 統一 もなかつ たので あ 

る。 にも 拘らす 田陚 改正の 問題 は當時 全く 顧 ® されて ゐ なかった 鹽稅は 一 九 一 四 年に 課稅 

様式が 改められた が、 その 改正 は 大きな 効果 を 蕭らす 程の ものでなかった" 釐金は その 性質 

上、 經 濟の發 「おに 極めて 惡ぃ 影饗を R:,< ぼす ものであった が、 依然として 廢 止されなかった。 

しかも 各将の 課； 枕 方法の 間に は 何等の 統 一 もな く、 夫々 獨自の 方法に 依って 課 されて ゐ 

た。 從 って當 時 等しく 釐 金と 稱 される ものの 中に も 種々 雜 多な もの が 含まれて ゐ たので あ 
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る。 例 へ. ば ある 商 n§ は 輪 送に 際して ただ 一 ケ 所の 釐金 局に 於て 課稅 される だけであった。 あ 

る 商品 は ft 個所の 釐金 局で 其處を 通過す る ごとに 課税され て ゐた。 ある もの は 此の様に 商品 

の 輸送に 際して 課稅 される 通過 稅の 形式 を 採って ゐ たが、 ある もの は 購入者 へ の賣 却に 當っ 

て課稅 される 市場 稅の 形式 を 採 づてゐ た。 稅率 も區々 で、 一 九 二 四 年に は 商品 生產 費の  一 ％ 

から 二 五 ％ に 至る 多種 類の ものが 行 はれて ゐた。 全 國には 七十 個所の 釐金 局と 五 千 三百に 上 

る徴稅 所が 設けられて ゐた。 課 稅の對 象と して 定められて ゐた 商品. も必 すし も 各お に 於て 同 

様ではなかった が、 多くの場合、 砂糖： 穀物 等の 生活必需品が 課税の 對象 として 選ばれて 

ゐ た。 

豫算而 に 「その他の 收入」 として 揭 げられ てゐる ものに は、 各省からの 貢 納金 及び 治水 事 

業 等 を 目的と して 臨時に 賦課され た 公課が 屬 して ゐ るつ 各省からの 貢 納金に 關 する 制度 は、 

義和 W 事件の のち 淸 朝が 列！： に對 する 賠償金 を 各 街に も負擔 せしめる 目的 を もって 定めた も 

ので あるが、 貢 納金 額 算定の 某 礎に は、 各 « の 人口 數が 選ばれす、 各 « の 租税 收入 額が 採ら 

れてゐ た。 だから 貢 納金 は 各省 租稅收 入 額の 變動 と共に 動搖 し、 必す しも 確定 的な もので ま 


Jtft さ 
平 1^ 

rrz-  -ffr や 
白 1^ 兀 

1912 



19.13 

5.6 

1914 

14.0 

1915 

36.0 

1916 

34.5 

1 17 

14.5 

1918 

60 

1919 

5.5 

19：0 

4.9 

1921 

2.9 

1922 

4.2 

なかった。 のみなら ャ 中央政府の 勢力の 消長に 伴っても 動榣 した。 當 時に 於け る 中央政府の 

勢威 失墜と それに 伴 ふ 財政 窮乏の 程度 は、 各^から 中央に 送付 せられる べき 貢 納金の 減少 を 

通じても 窺 ふこと が出來 る。 卽ち貢 納金の 送付 額 は 次の 樣に 年々 減じ、 一 九 二三 年 以降 は 全 

く 送付され てゐ ない。 


北京 政府の 財政 は その 末期に 至る に從 つて 窮乏の 度 を 加へ て 行った が、 一 九 二三 年に は 財 

政 窮乏 を 救 ふため 北京に 於て 財政 會議が 召集され、 此の 食議に 於て 關稅 率の 引き上げが 提案 

されて ゐる。 關稅 率の 引き上げに 依って 生すべき 增收の 一 部 は 無擔保 公愤の 償還に、 他の 一 

部 は稅制 改革に 要する 經 費に 充當 される 箬 であった。 そして 此の 稅制 改革に 依る 收入增 加に 

依って 財政の 改善 を 企てようと したので あった。 然し 乍ら 財政 會議は その 經過 中に 於て 幾多 

の 難局に 遭遇し、 遂に何等の成果をも擧げ得f'に終，.^を吿げねばならなか つた。 更に 一九二 
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五 年に は關 ft 會議の 開催が 計畫 された が、 北京 政府の 財政 は 已に關 稅會議 に 於て 議定せられ 

る ベ き關稅 率の 引き上げ のみ を 以てして は 救濟し 得ない 程の 窮狀に 立ち至って ゐた。 北京 攻 

府の 財政が 此の 樣な實 情の 下に 置かれて ゐた 一 九 二 五 年に、 國民黨 の 指導の 下に 廣 東に 革命 

が勃發 し、 爾後 ニケ 年を經 過して 第 一 次 共和 國は 崩壊した のであった。 


第 三 節 蔣政權 の 財政改革 運動と 財政の 實情 

叫 財政改革への 努力 一 九 二 五 年 七月 一 日廣 東に 蔣介石 を 中心とする 阈民 政府が 糾 織され 

た。 次いで！： K 黨の北 K が 開始され たが、 北 伐 は 極めて 短い 期間の 中に 成功し、 一 九 二八 年 

十二月に は 全 支那が 國民 黨の統 一 的な 支配 權の 下に 置かれる ことと なった。 國民 政府 は その 

北 伐 中 ( 一 九 二 五 I 一  九 二 七 年) の 財政 狀 態に 關 して 次の 様な 数字 を 公表して ゐる。 

:, 九 二 七 

ぱ W? そ 

<ゃ5 1? 

六 一 *四 §• 七 

琴 八  100 

一 ：- 二 丄 一 八 や W 

一 100 

もとょ.^此の數字は當時の國民政府の財政狀態を示すには極めて不完全なものでぁる。 然 
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年 度 

、租 稅， ヘム 課 

敉 入 公債 • 政府 證券 

f 行 政 費 

經費 < ^軍 事 費 

,  計 


九 二 五 


九 二 六 


元 

人 

一一 一 

八 0丄 

一七 る 

六) 丄 一一 

セ八 上 一一 


^¥六 

一 00 

二  ！• 七 

七 八 •  一一  一 


miss 元 

1 や 一 

s 二ん 

七 八 人 

1 ニー  *七 


み 

一 ザ3 

八 四 • 六 

一 00 

孝 二 

六四 人 

!00 
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し 北 伐 中に 於け る國民 政府の 財政 狀 態が 極めて 困難な 狀態 にあった こと を 一 應 この 数字から 

窺 ふこと が 出來る C 

一 九 ニヒ年 四月に 政府が 廣 東から 南京に 移されて 以來、 國民 政府の あら ゆ る 領域に 瓦 る^ 

,設 工作が 開始され た。 從 つて 國民 政府の ノ  , マ 产な 財政 活動 はむしろ その 時から 始 つて ゐる 

譯 である。  、 

一 九 二八 年 六月から 七月に かけて 全國 財政 經濟 會議が 開催され、 各種の 重大な 問題が マ t 議 

されて ゐる。 先づ 第一 に、 國家と地方團體間の財政調1》」の問題.^5取，0上げられた。 兩者 問の 

5- 政 關係を 如何にして 合理的に 調整す， ベ きかの 問題 こそ 國 家財 政幷 びに 地方 財政の 改善に 對 

して 最も 重要な 前提 條件 となる ものであった () かくて 一 九 二八 年 十 一 月 一 日 には^ 家と 地方 

團體 問の 財政 調整に 關 する 法律が 公布され たが、 一 九 一 四 年に 北京 政」 肘の 定めた 同種の 法律 

と 比較して 異る ところ は、 田 賦 • 契 稅 • 牙稅が 地方 稅と 定められた 點 であった。 此の 法 の 

規定に 某き、 鹽稅 .ffi 稅 • 烟草稅 が 直接 國 家の 統 一 的 課 稅權の 下に 置かれる ことと なった、 

此等 三種の 租税に 對 して 從來賦 課されて ゐた 地方 附加稅 も 簡易 化され、 全國 的に 銃 1 される 


ことと な. 》>、 省幷 びに 縣に對 する 國 家よ.. > の 交付金の 形式で 存續 される ことと なった。 その 

他、 此の 法律 は 一八 五三 年 以来 引き 續き 賦課され て ゐた釐 金の 撤 を 決定した。 然し 此の 規 

定 にも 拘 らャ、 釐 金が 現 實に廢 止せられ たの は 一 九 三 〇 年 十月 十日の ことであって、 諸 外？ 1 

が 支那の 關視 自主 權 承認の 交換 條件 として その 撤廢を 提議した 結果で ある.^ 更に 中央 財政 は 

一 九ニ九年四月に設立された財政委員會の監督に？^することになった*^-、 地方 財政 も 亦、 一 

九 三 二 年 十二月 二日の 地方 財政 監督に 關 する 法律に 甚き、 國 家に 依る 特別の 監督の 下に 置か 

れる ことと なった ()  . 

全國 財政 經濟 會議の 第二の 議題 は 豫算の 均衡 確立に 關 する 問題であった。 その 結果と して 

一九二 九 年 二月と 一 九 三 〇 年 二月， の 雨 同に 亙って 豫算 に關 する 規定が 公布され たが、 此 等の 

規定 は 何れも 一 九 三 二 年 九 H:  二十 三日の 規定に 依って 各種の^ 正 を 受けた 上、 一 九 三 二， HI- 九 

月 二十四日の 豫 算に關 する 法律の 中に 整理 統一 された つ ぶ 二」 豫算の 決定に 關 して は 一九 三つ 

年 九月 二十 五日の 法律に 基き 創設され に 主計 處に 提出した 上、 その 蒂查を 要する ものと 定め 

られ て. Q たが、 その 意圖 した 所 は、 元首に 直屬し 財政 部の 支配から 獨 立した 此の 機關に 依つ 
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て豫， お 膨脹の 制限と その 均衡 を 計る にあった。 豫算 均衡に 關聯 して 最も 重要な 意義 を 持つ も 

のとして、 行政 機構 幷 びに 行政 技術 改善に 關 する 問題 もあった が、 特に 之と 大きな 關係を 持 

つもの は 軍事費の 節減の 如き 財政政策 固有の 問題であった。 全國 財政 經濟 會議に 於て 發 表さ 

れた 所に 依れば、 當時 支那の 軍隊 は 八十 七 ケ師團 に 達し、 之に 百 五十 萬 を 超える 人員が s し 

てゐ た。 しかも その 爲に 年々 少く とも 六 四 〇 百 萬 元の 經费が 支出され ねばならなかった。 此 

の 様な 膨大な 軍事費の 負擔 は、 當 時の 支那の 財政と して は耐へ 得ない 程の ものであった。 從 

つて 全國 財政 經濟 會議に 於て は、 師 團數. 兵數 及び それに 要する 經費 を、 夫.^ 五十 ケ師 ffl. 

五十 萬 人 • 一九二  萬 元に 減 やべき こと を 決議した。 一九二 九 年に は 此の 決議に 某き 瞬 民政 

府と 各省 政府の 間に 裁 兵 會議が 開催され てゐ る。 此の 裁 兵會議 は迂餘 曲折 を經た 後、 兵數を 

七十  一 ？ S 五 千 人に、 夫に 要する 經費を 財政 部長の 計 叢に 基いて 年 一 九 二百 萬 元に、 卽ち 一 九 

二 九 年の 總經 費の 四 五 ％ に 制限す る ことと した。 その他- - の爲に 解雇 せられる ベ き 者-: 支 

す ベ き 扶助 金の 財源と して 公債 を發 行す る ことと した。 此の 樣な豫 定に從 つて 裁 兵委 c 只會が 

漸く その 計畫 の赏 行に 移らう とした 時に、 地方 軍閥の 反 國民黨 運動が 各地に 發 生した。 そし 


て その 爲、 裁 〈に關 する 全 計晝も 放棄の 止むな きに 至らねば ならなかった。 地方 軍閥の 討 伏 

が 終った 後、 一九二 九 年 八月に は 再び 裁 兵 問題が 討議され、 軍事費 は ニー 六 百 萬 元に 制限 さ 

れる ことと なった。 なほ 此の 結果 解雇され る ベ き 者に 支給す べき 扶助 金と して 三千 萬 元 を 計 

上 . 'た。 つて 此の様に して 定められた 軍事費 は、 全國 財政 經濟 會議に 於て 豫定 された 軍 a- 

費-, 比較 すれば 可な， 0 高額に 上った 譯 である。 然し 此の 計 畫も當 時 國內の 政治 狀 勢が 極めて 

不安 な狀 態に 置かれた ため、 その 實 現に は 幾多の 難關 があった。 

此の様に 國民 政府の 支那 統 一 後に も 軍事費の 節減に 關 して は、 北京 政府の 時と 同じく 幾多 

困難な 事情が 存 して ゐた。 從 つて 政府 は 軍事費の 節減 以外に、 豫算 均衡 確立の ため 何等 力の 

方法 を 求めねば ならなかった。 此の 目的に 沿 ふ べき ものと して 求められ たのが、 關稅 自主 權 

の 回復、 從 つて 關稅 率の 引き上げであった。 北京 政府の 時代に も 政府 は 同じく 此の 目的の 爲 

に 大きな 努力 を拂 つて ゐた。 然し その 爲の 北京 政府の 大きな 努力に も拘ら す、 何等の 成果 を 

も晋 らし 得なかった ので ある。 關稅 自主 權の 囘復 は、 財政 上 大きな 意義 を 持った だけで な 

く、 支 邪國民 經濟の 發展、 特に 支那 民族 產 業の 發 展の爲 にも 必要 缺く ベから ざる 前提 條 化と 
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なって ゐた」 列國 との 協議の 結果、 一 九 二 九 年 二お 一日に 至って 漸く 支那 は 最惠國 約款 を 伴 

ふ關稅 自主 權を 囘復 したが、 此の 結果、 關稅收 入 は その後 漸增の 趨勢 を 示し 始めた。 そして 

關稅收 入 は國民 政府の 最も 重要な 收入 源と さ へな つた。 

國民 政府の 行った 今一 つの 財政改革 は、 從來 支那 國民經 濟の發 展に對 する 最も 大きな 障碌 

になって ゐた釐 金の 廢 止に 代るべき ものと しての 消 费稅の 統一 であった。 卽 ち從來 地方 刚體 

に 依って 賦課され て ゐた釐 金に 代る べき ものと して 一 九 二 九 年 七月 十三 日の 法律に 依って 螢 

業税が 新たに 設けられ、 中央政府の 課して ゐた釐 金に 代るべき ものと して 次の 様な 租稅 が贺 

たに 課せられる ことにな つた。 

一九二 九 年 二月 一 日  烟 草及卷 煙草 稅 

一 九 二 九 年 七月 十 三 日 小 麥粉稅 

一九 三 一年 一月 二十 八日 綿 絲^* マッチ 稅* セメント 税 

一九 三 一年 七月 一 日  葉 烟草稅 • ビ. '产稅 

此 等の 租税 は 統税と 云 ふ 名稱の 下に 統一され、 關稅. 鹽稅に 次ぐ 重要な 收入 源と なった。 


ク J  o 


此 等の 改正の 他、 鹽稅も 改正され 

！^財政の實情 

£ 豫 算ニ九 二八 I 一九 三 七) 一 九 二八 年度から 一 九 三 四 年度に 至る 豫算 に關 する 財政，？ t 

長の 報告と、 一九 三 五 年度から 一九 三 七 年度に 至る 豫算 は、 その 間に 於け る國民 政府の 財政 

狀 態に 就いて、 次の 樣な數 字を揭 げてゐ る。 (單位 百 萬 元) 


(一) 搭 費 

一九二 八 年 一九 一一， 牛 Ito 年 I さ 1 二 年 一な 三年 §|ーー！ 年 

黨務費  s.!  SK  予一  予九  S  HK 

行政 費 ニヤ 六 四 四 人 5Q.S 量 •！  g.^  ^^六ん 

軍務 費 二  0 九 •W  二 四予四  一一 二三； 11!0;11 入 一 1|  二  0.セ #1. 九 

各省への 交付金  S. 七 四 一 i 1  パヤ！ 七 M  一  1.0 

徵稅費  ー SHM1 さ .0 さ； .0 l?w 六 七 .0 

銀行 出資金 110.0  1111  — 
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財政 部長の 報告 は 決算 を 示し、 年々 國民黨 中央 執行委員 會に 提出され たもので ある。 特別 刊行物と して 發 表され. てる 

たが、 一 九 三 五 年 以来 その 刊行が 中止され てるる。 豫^ 案 は 主計 虚の發 表する 刊行物に 依った ものである。 なほ 支那の 

會計 年度 は 七月 一 日に 始まり、 翌年 六月 三十日 を 以て 終る。 

財政 部長の 報告 中には 一 九 二八 年度から 一 九 三 四 年度に 至る 取引所 稅 及び 一 九 二 九 年度から 一 九 三 四 年度に 至る 銪稅 

に關 する 数字が 示されて るない が、 財政 部發 行の 中國 財政 年鑑に は、 夫々 の 年度に 於け る 兩稅收 入が sr けられて-.^ る C 

卽ち此 等の 兩税の 收入は 僅少で あるた め 財政 部長の 報告に 於て は、 その他の 收 入なる 項目の 中に 一 括され てるる ので あ 

る 0 

財政 部長の 報 吿は必 すし も 組織的な もので はない が、 一 應阈民 政府 成立 以來の 財政 狀態を 

示す ものである。 

經費 中に 於て は、 北京 政府の 時代と 同じく 軍事費と 公債 費が 最も 大きな 部分 を 占め、 一般 

行政 費と して は 僅少な 額が 計上され てゐ るに 過ぎない。 次表 は 軍事費 • 公債 費 • 行政 費が 夫 
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夫 總經費 中に 於て 占める 割合 を 示す ものである。 
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軍事費と 公債 費と は 大體に 於て 各 年度と も、 總經 費に 對 して 同一 の 割合 を 占めて ゐ るが、 

一 般 行政 费は 政府の 經濟 建設 計畫の 進行に 伴って 漸增の 趨勢 を 示して ゐる。 次表 は 一 九 三 四 

年度 以降に 於け る 一 般 行政 費の 內容を 示す ものである。 (單位 百 萬 元)  . 
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二 四 八丄ー 

一 九 二八 年 十月 八日の ^民政^ 組 鶴 法. 


九  一二 〇 年 十  一 


二十四日 • 一九 三 一年 六月 十五 日 • 一九 三 四 年 十一 十七 日に 夫々 改正；) の 規定す ると ころに 依れば、 國は黨 は 策 

Q 擔赏 者で あり、 國 民政 ii: と不. s- 分の 簡保 にある C 卽ち 國民黨 中央 執行委員 會に 依って 選出され た 二十 五名より なる 中 

央 政治 委員 會に 依って 民 黨は國 民政 W に 結び付けられて ゐ る。 然して 中央お 治委员 會は 立法， おびに 政策 G- 方向 を 規定 
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し、 國民 政^に ^屬 する 五院の 長官 副 長官 並びに 各部 部長、 その他 高 緣機關 を 任命す る。 從 つて 國家權 力 はすべ て 中央 

政治 委 ar^ に 依って 掌 探せられ てるる 譯 である。  ■ . 

國， 政^の 最高 栂關 として は 次の ものが 之に 屬 してる る。 

山 大總統 

P 大總統 に 依り 任命され 大總統 を 首班と する 國家 委員 會  ,  , 

r 五院 (行政 院 • 立法 院 . 司法 院 • 考試院 • 監察 院) 

W 國民 政府 直隳の 行政 機關 (軍事 委員 會* 經濟 委員 會* 主計 處等)  、 

政 hi は 特に 一九 三 四^ 以降、 經濟 建設の 爲に 大きな 努力 を拂 つて ゐ たが、 政府の 此の 努力 

は 豫算を 通じても 之 を 窺 ふこと が出來 るので ある。 經濟 建設に 要する 經費は 行政 糾織 上、 一 

九 三 一 年 六月 六日の 法律に 基き 全 國經濟 建設 委員 會の 管理の 下に 置かれ、 特別の 目と して 

，上さ てゐ た。 法務 費 は 最高 法 院に關 する 經費 以外 はすべ て 各省 政府の 所屬と なって ゐ 

た。 敎育 事業 も 一 部 を 除きす ベ て 私人の 經營に 委ねられて ゐた。 蒙古 及び 西藏は 支那の 一 部 

分 をな して ゐ たが、 此等は 特別の 行政 制度の 下に 置かれ、 權 限と 活動 範圍 の. 極めて 制限され 

た蒙藏 委員き の 監督に 服す るの みであった。 支那の 鐡道は 公法 上幷 びに 私法 上の 法人と 見做 


年度 

百 萬 元 

1928 

322.1 

！  929 

483.4 

1930 

557.7 

1 プノ  1 

0 フム. / 

1932 

613.8 

1933 

716.8 

1934 

804.4 

1935 

887.1 

1936 

870.6 

1937 

1,003.6 

されるべき ものではなかった が、 一九 一八 年 十一月 七日の 法律に 某いて、 一九二 八 年 以降の 

建設に かかる もの はすべ て 交通 部 管理の 下に 置かれ、 之に 對 して は 特別の 豫算が 計上され て 

ゐ た。 

. 收 入の 側に 於て は、 1: 民 政府 成立 後の 關稅 自主 權の 囘復と 消費 稅 改正の 結果、 顯 著な 收入 

增 加が 現 はれて ゐた。 收入增 加の 趨勢 は 次の 表に 依っても 明らかに 之を兒 る ことが 出來 る。 

卽ち 次の 數字は 公債 • 政府 證券の 發 行に 墓く 收入を 除き、 關稅を 始めと しその 他の 租稅幷 び 

に その他の 收 入の 合計 を 示す ものである。  ， 


此 等の 收 入のう ち 最も 重要な もの は關稅 • 鹽稅 及び 統挽 である。 これら 三 個の 租稅收 入 額 

は 公 愤收入 を 除く 全收 入に 對 して 次の 樣な 割合 を 占めて ゐた。 
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その他の 租 稅は收 入の 點に 於て はさ ほど 大きな 意義 を 持つ もので はない が、 特に 此 等の 中 

に 於ても a 稅 • 烟革稅 • 印 花 稅等は 近い 將來に 於て 大きな 收入を 齎らし 得べき ものと 期待 さ 

れてゐ た。 何れにしても 支那の 租稅 制度 は 此の 樣に 消費 稅に その 重心 を 置く ものであった。 

業收 入の 意義 はな ほ微々 たる もの であった が、 ただ鐡道事業のみはその中では可な^^の 

收 入を擧 げてゐ た。 次表 は鐡道 事業の 成縯を 示す ものである。  . 

延 長  旅. ぉ收入  貨物 收入  合計  綾 費  純收入 

n  wi  元  百 ほ 元  mla 元  ICK 元 
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然し 一 九 三 七 年 六月 末までに 幾 道 經營の 爲に發 行せられ た 公債 總額は 一 、 五 五 〇 • 六 百 萬 

元に 上って ゐ たので あるから、 鐵道 事業 は 財政 上い まだ 政府に 對 して 貢獻し 得る 域にまで は 

至って ゐ なかった 譯 である。 
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之 も 次表に 示す 様に 財政 上 
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び-報告に 於て I その他の 收入」 として 一 括せられ て 

ゐる ものの 中には、 財政 部の 所管に 屬 して ゐ ない 强制 的な 性 

質 を 持つ 公課が 包含 せられて ゐた e 卽ち 地方 軍閥 及び 共産軍 

の 討伐 期間 中、 ある 省の 財務 行政 は 軍事 委員 會の 直接 管理の 

下に 置かれ、 軍事上の 必要 を充 たす 爲に强 制 的な 公課が 徵收 

八 七 
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1932 

7  6.4 
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15.5 

1933 
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1934 

1,03^6 
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1933 
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1936 
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されて ゐ たので ある。 從 つて 此 等の 收 入の 詳細な 點に關 して は 財政 部の 報吿 中に 示されて ゐ 

ない。 

以上の 說 明に 依っても 明らかな 様に、 國民 政府の 財政 は 北京 政府の それに 比較 て 著しく 

膨 腿して ゐ た。 然も 收入 不足に 苦しんだ 點に 於て は、 國民 政府の 財政 も 北京 政府の それと 何 

ら異 ると ころはなかった。 國民 政府 財政に 於け る 年々 の收入 不足 は、 次表に 揭げる 様な 額に 

達して ゐる 0 

此 等の 收入 不足の 原因と して は、 地方 軍閥の： 

伐、 一 九 三 一 年の 大 洪水、 一 九 三 二 年の 上海 第變、 

一九 三 五 年の 凶作 等、 主として 不慮の 事件が， 擧げ 

ら れてゐ る。 勿論 その 一 部 は魏. 道 建設の 様な 事業 

にも 墓いて ゐた。 然し 多く は 消耗的 經费に 某いて 

ゐ たので ある。 此ら 不足 金 を補墳 すべき 主要な S 

源 は 公债或 I^Mgigils 發 ま， せられて やた。  f  ^  ti 


此 $11 に 我 の 特に 注意すべき 點は、 一 丸 三 四 年 一 月に アメリカの 採った 銀 貢 上 政策 國民 

政府の 財政に 大きな 影響を及ぼし たこと である。 アメリカの 銀 買 上 政策の ため 銀價が 急騰し 

た。 之に 促されて 奧 地から 銀が 大きな 流れと なって 開港 場に 集まり、 更に 開港 場に 集った 銀 

は 其處？ -ら國 外に 流出して 行った。 一 九 三 四 年に は 銀の 流出 量 は 四 三 七 百 萬 元に も 上つ てん 

た。 銀 流出の 當然の 結果と して 支那の 經濟は 未曾有の 恐 « に 襲 はれ. のであった。 

例へば 銀價は 一 九 一 〇 年から 一 九 一 四 年に 至る 平均 を 一 〇〇 として、 一 九 三 〇 年 以降 次の 樣な 割合で 瞎食 してる ズ な 


一九 三 〇 年 六 三， 三  一九 一一 二 年 六 了 六  一九 三 二 年 六 七. 五 

一九 三 三年 七 五. 七  一九 三 四 年 八 三 ニニ 

支那 ま 要 工業 部門の 販賣 指數も 一 九 三 〇 年 を 一 〇〇 として 次の 樣に 下落して ゐる。 

.  一 九 三 〇 年  一九 三 一年  一九 三 二 年  一 九 三 三年 

紡綠； 丄業  ー〇〇  一二 八  ニー 〇  一一 〇 

毛織 土 業  一 〇〇  . 八 九  六 五  五 

總 織工 紫  一 〇〇  一 六 〇  一 二 〇  九 〇 

紡績工 業 . ー〇〇  七 八  五 二  三 五 

製粉業  一 〇〇  一 二 五  八 五  五 〇 
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芳香 物 (香水 )|- 造 一 〇〇  一二 〇  七 五  八 五 

機械工業  一 〇〇  1 二 五  八 一  七三 

悯草 製造  一 00  一一  五  一 〇；fl  八 〇 

化 興お 工業  一 〇c  1〇〇  七 〇  五 C 

乂 一  九 三 一年 十一月 を 一 〇〇 とする 上海 米！？？ 指数 は 次の 如くで ある。 

一九 2 一年 一 〇〇 . 一九 三 二. ¥ 八 六丄ハ  一九 三 三年 七 九. 九 一九 三 四 年 七 八丄ハ 

此の様に 一般 物價 水準 は 著しく 下落した。 辛亥 革命 以來 上昇し 續 けて ゐた外 ^貿易 も、 一 

九 三 二 年を轉 機と して 下降し 始. め、 一九 三 五 年に は その 最下 限に 達した。 此の様な 諸 倾向を 

阻止す るた め 政府 は 一 九 三 五 年に 至って 銀 輸出 禁止 令を發 する 等 あらゆる 努力 を靈 したが、 

之に 依って は 政府の 期待した 様な 何らの 効果 を も 翳ら し 得なかった。 そして 遂に 一 九 三 五た や 

十一 月 三日の 財政. 部の 公布に 依って、 支那の 銀本位制 度が 一 九 三 五 年 十一 月 四 n 以來廢 せ 

られる ことと なった ので ある。 此の 結果、 銀 元は 支那の 法定 本位貨幣 としての 資格 を 失 ひ、 

併せて 銀の 國有、 私人 所有の 禁止、 中央 • 中 國丄父 通 三 銀行 發 行に かかる 銀行券に 對 する 強 

制 通用 力の 賦與、 銀行券 發行權 の 前記 三^ 行への 限定、 銀行券の 兌換 S: 止 等が 規定され た。 


かくて 銀行券の 發 行に 當る バ き 此等三 銀行 は 公開市場政策 を 以て 支那 經濟に 臨み、 之 を實施 

する ことに 依って 貨幣 價 格の 安定 維持に 努め る ことと なった。 卽ち愼 重な 貨幣 政策と 信用 政 

策に 依って 深刻な デ フレ I ショ ン から 免れようと したので あった。 

一 九 三 五 年 十 一 月に 採られた 此 等の 貨幣 政策 は 漸次 その 効果 を 現 はし、 一 般物價 水準 も 一 

九 三 六 年に 入る と共に 上騰し 始めた" 外阈 貿易 も その 影響 を 受け、 一 九 三 六 年の 末 頃から 上 

向きの 傾向 を 示し 始めた。 そして 一 九 三 六 年の 末に は、 支那 經涛を 覆うて ゐ たさし もの 不況 

も 克服され るか の 様な 觀を呈 して ゐた。 

經濟界 不況の 影響 を 受けて 財政 も 一 九 三 四 年 • 一  九 三 五 年に は 極度の 窮乏に 陷ら ねばなら 

なかった が、 經濟が 不況から 恢復す るに 從 つて 一 九 三 六 年の 末 頃から 漸次 好轉の 兆候 を 示し 

始めて ゐ た。 

此の様に して、 アメリカ 銀 政策に 基因す る經濟 恐慌の 影響の 爲に 極度の 窮乏 狀 態に 陷 つて 

ゐた國 民 政府の 財政が 漸く 窮乏から 解放され ようとして ゐた 時に 勃發 したの が 支那 事變 であ 

つた。 そして 國民 政府の 財政 は 此の 突發 的な 事件に 依って 再び 重大な 影鏖を 受ける ことと な 
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つたので ある。 

$ 公 價 前に も說 明した 様に、 前世紀の 中葉に 至る まで は 支那の 財政に 於て 公債が 利 

用され たこと はなかった。 それが 一 八 九 四、 五 年の 日 淸戰爭 と 一 九 〇〇 年の 義和阒 事件の 結 

果 としての 賠償金 支 拂の爲 に、 或は その 頃から 始められた 經濟 建設 計畫の 財源に 充常 する も 

のとして、 漸次 公債が 頻繁に 利用され 始めた ので ある。 特に 北京 政府 は 極めて 短い 期 問の 屮 

に 尨大な 內 債と 外愤を 起した。 しかも 公債 收 入の 大部分 は 之 を 內亂の 爲に费 消して ゐた。 北 

京 政府の 末期に 至って 政府の 信用が 全く 失 はれた ため 一， 般 市場に 於て 公愤を 募集す る こと は 

殆ど 不可能であった が、 それでも 一九二 四 年に 開催され た 財政 會議の 席上、 財政 部長の 行つ 

た說 明に 依れば、 北京 政府 負擔の 無擔保 公債の みで も 一、 一四 五 否 元に 上って ゐた" 一 九 

二 四 年の 財政 會議幷 びに 一 九 二 五 ¥ の關税 會議に 於て は 公債 問題に 關聯 して 各種の 計 畫が企 

てられた が、 それら は 何れも 單 なる 紙上の 計畫に 過ぎす、 紊亂を 極めて ゐ. た 公位 問題 を 解決 

し 得る 程の ものではなかった。  ， 

國 K 政府 成立 後、 直.^ に 政府 は 北京 政府の 發 行した 公債 はすべ て 之 を 承認し、 爾後 公 愤 射 


行に 閥して は 特に 愼 重な 態、 度 を 以て 臨み、 交換 條 件の 附隨 する 外债は 一 切 これ を 起さない と 

云 ふこと を發 表した。 然し 乍ら 此の様な 宣言に も拘ら す、 政府 は 政治的 或は 經 W 的な 諸種の 

事情に 迫られ、 財源 調達の 手段と して 莫大な 額に 上る 公債 を 短期間の 中に 發行 せねば ならな 

かった。 一 九 三 七 年 六月 三十日 迄に 國 K 政府の 負擔 となって ゐた公 ffi は 次の 様な 額に 上って 

ゐた。 

山 租稅敉 入を擔 保と する 公債 

S; 兀 f 內 債  二、 二三 一 •〇 

一 r 九 五 四丄ハ -  - , - ,、 

I 外 債  七 二三 丄ハ 

S 無擔保 公債 

は 5( 內 債  五八 〇• 三 

一、 六 七 七 • 一  - 

k 債  一、 〇 九 六 • 八 

^ 義和團 事件 賠償金  1 三 〇•〇 


s ほ 元 


外 IS と 義和阁 .^5> 件 賠償金と は 外貨 を 以て 示されて るるが、 特に 元に 換算した 0  -  一 

九 〇〇 年の 義和團 事件の 結果、 一 九 〇 一 年 九月 七日の 條 約に 墓いて 淸朝 財政に 課せられ； 
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た 賠償 余 は 四 五 〇 W 萬 海 關 兩 

てられて ゐた。 
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此の 金額が 列 國に對 して 次の 樣な 割合で 割當 


露 W: 亜 

佛蘭 

その他 


； cla 诲翻兩 

三？ 三 七 

七 〇• 八 八 

！  ニニ  • 九 四 

八 • 四 八 

了  ニコー . 


一九 •〇 

一 五 人 

七， 三 

1 • 九 

〇- 三 


獨 逸 

英 國 

伊太利 

埃 太 利 


百萬 海關兩  ^ 

九 〇•〇 七 lloo 

五 〇 丄ハニ 一 1 •  二 

ニ六丄 ハー 一 五. 九 

四 •〇〇 〇• 九 


賠俗 金の 支拂は 一 九 四 〇 年 を 以て 終る 豫定 であ， o、 之に 對 して は 年 四 ％ の 利子が 附 せられ 

てゐ た。 從 つて 赏 際に 支那の 負擔す べき 總額は 九 八 二 丄ー百 萬 海 關兩に 上って ゐた である。 

賠償金の 支拂 は、 支那が 第一 次 世界 大戰 に參 加した 一 九 一 七 年に 至る まで 支障な く繼 續 され 

てゐ たが、 支那が 第一 次 歐洲大 戰に參 加す ると 共に、 先づ獨 逸に 對 する 支 拂が亭 止された。 

然し 埃 太 利に 對 する 支拂は その後 も繼續 されて ゐた。 聯合 國 側の 五ケ 國は 支那が 第一 .：^..^3- 

大 戰に參 加す る 代償と して、 五ケ 年間に 亙る 賠償金の 支拂 停止 を 許した。 また 賠惯 金の 額が 


義和團 事件に 依って 列國の 受けた 損害の 程度 を遙 かに 超過す る ものであると 云 ふこと も各國 

に 依って 認められて ゐ たノ從 つて 先 づ米國 は 一 九 〇 八 年 以來、 その 受け取る べき 賠償金の 1 

部 を 支郎に 返還して ゐ たが、 更に 一 九 二三 年 以降 は その 全額 を 返還す る ことと した。 一 九 二 

三年から 一 九 二 五 年に 至る 間に 日 • 英 • 佛 • 白. 伊. 和の 諸國も 之に 倣った。 然し それ は賠 

償金 支 拂の擔 保に なって ゐた 關稅收 入の 中から 行 はれて ゐ たので あるから、 支那 は 自己の 意 

思に 從 つて それだけ 使用し 得る ことにな つたが、 形式的に はや は，.^ 支那の 負擔 になって ゐた 

譯 である。 獨逸 及び 露西亜に 對 する 分 は、 一九二 一  年 五月 二十日の 獨支條 約と 一 九 二 六 年 五 

月 三十日の 露支條 約に 依って 支拂が 停止され た。 その後な ほ 支 拂が續 けられて ゐ たの は。 ホ 严 

ト ガグ. スゥュ デン .ノ 严クュ ！,。 7 ン 等に S する ものの み、 で、 此等 は總額 精々 百 萬 

元に 達する 程度の ものであった。 

無擔保 公債の 償還に 關 して は 國民 政府 は 大總統 を 委員長と する 特別委 員會を 設けた。 一 九 

二 九 年 十一 月に は、 政府と 内外 債債權 者との 問に 會議が 開催され、 その 會議に 於て 阈民 政府 

は此 の公债 をす. へ て 承認し、 その 償還 資金と して 毎年 關稅收 入 中よ b 五 百 萬 元 を 中央銀行 
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に 納付した 上、 一 定沏 問の 後 その 償還 を 開始す る ことと 定めた。 

支那の 全人 口 を 四 とすれば、 公債 一 人 當負擔 額 は 約 十二 元と なる 譯 である。 從 つて ョ.' 

P ッ パ siw に 比較して その 一 人當 り負擔 額は必 すし も 高額の もので はない。 阈富 及び S 民 所 

得に 關 する 統計 は 現在な ほ 支那に は 行 はれて ゐ ないから、 國富 及び 國民 所得と 公債との 關係 

について は その 詳細 を 明らかにし 得ない。 一人 當 b 公債 負擔 額が 少額 v^、 しかも 公 ffi の發行 

に當り 確固たる 一 定の 方針 さ へ 定められて をれば、 公債に 關 して は 何等の 問題 も存 して ゐな 

ぃ譯 である。 然し 乍ら 少く とも 支那の 公債 政策に 關 する 限り、 北京 政府 以來確 0 たる 方針の 

樹立され たこと はなかった。 しかも その 發行條 件に しても 必す しも 是認 せられる 樣な もので 

はなかった。 例へば 政府の 手 取 金 は 九 七 ％ 程度で あつたし、 利子 も 年 八 ％ を 超えて ゐた。 し 

かも 多く は 短期 公債であった。 かう して 政府 は 公債の 元利 惯 還の 爲に^ 大な負 擔を負 ひ、 遂 

に は その 償還の 爲に 更に 新しい 公債 を 起さねば ならない 樣 な窮狀 にさ へ陷 つて ゐ たので あつ 

た。 それ のみでな く 政府の 無力の ため 利子 負 擔輕減 を 目的と する 公 情の 昔換さ へ 久しい 25： な 

し 得なかった。 1 九 三 二 年 二月の 上海 事變に 引き 續 いて、 三 ヶ月 問に 亙って 取引所が 閉鎖 さ 


れ たため 公債 は 極めて 不利な 影響 を 受け 價格も 暴落した。 例へば 一 九 三 一 年 七月 末の 公情惯 

格 を 一 〇〇 とすれば 一 九 三 二 年に 於け る 最高 價格は 七 七 • 六 八で あ，. -、 最低 價格は 四 九 • 四 

八であった。 此の様な 公債 價 格の 下落に 某く 利子 負 擔の增 加 は 到底、 政府の 耐へ 得ない 所で 

あった。 從 つて 政府 は 先 づ內國 倚 櫂 者との 問に 會議を 開き、 一九 一 七 年. 一九二 〇 年 及び 一 

九 二八 年に 發 行した 三種の 公債 を 除き、 一切の 公 ffi 及び 政府 證券の 利子 を、 年 六 分と 定めた 

他、 償還 期限 を 夫々 延長した。 且つ 關； 桄收入 中、 每月八 百 六十 萬 元 を 償還 準備 委 H 會に 於て 

保存し、 公債 償還の 資金に 充てる ことと した。 此の 借換に 甚く 政府の 負擔 節約 額 は 千 萬 元に 

も 上った。 之に 次いで 一 九 三 六 年 二月 三日に も 同様の 目的 を もって 借 換が行 はれた。 卽ち 一 

九 二八 年に 發 行せられ た 二種 類の 公債が 借り 換 へられた が、 借.^ 換 への 結果、 新しく 發行さ 

れた 公債の 總額は 一 、 四 六 〇 百 萬 元に 上った。 新たに 發 行され た 公債 は 五 種 額に e 分され、 

利子 は 何れも 年 六 分と 定められた ほか、 償還 期限 も 夫々 十二 年 乃至 十六 年に 延長され てゐ 

た。 一九 三 二 年 及び 一九 三 六 年の 兩囘に 亙って 行 はれた 借 b 換へ は、 政府 幷 びに ffl 櫂 者に 對 

して 有利な 條 件を與 へた だけでなく、 公债 そのもの を も 極めて 確 實な甚 礎の 上に 置く ことと 
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なった。 

次表 は 一 九 三 一 年 七月 末 を 基準と する 公債 債 格の 變動を 示す ものである。 

一九 三 一年  一九 一 1 三年  51- 年 ■ 一九 11 一四 年  一九 三 W 年  一 な ー六た 牛 

最 高！？ 格  一 Q や 八 一  セャズ  九 二人 六  5 九 入 0  二  o.fs  0i 

最低 憤 格  Is. 七 0  S 九 .3八  W 八丄； 六  八 や 0 八，  八 一. き 一 

此の 期 問に 於け る 公債 價 格の 激しい 動搖 は、 主として 當 時の 國際關 係の 緊迫に 某く もので 

ある。 

5 地方 財政 歴史的な 硏究を 終る に當 つて、 地方 財政の 經 過に 關 しても 簡 軍に 觸れて 置く 

必要が ある。 

淸朝 統治の 時代に は 近代的な 意味での 地方 財政 は存 して ゐな かった。 地方 闻體 としての 行 

政 事務 は 全く 夫々 の 長官と しての 總督幷 びに 知縣に 委ねられて ゐた。 彼等 は 固有の 收入 とし 

て 國稅收 入の 一 部 I 主として 田賦收 入の 一 部 I と、 皇帝の 認可 を 得た 範圍內 に 於て 徵收し 得 

べき 公課 を 自己の 支配 下に 置き 得た だけであった。 地方 團體 の支辨 すべき 經费 にしても、 主 


要な ものと して は 司法 費 . 運輸 費 • 貧民 救濟費 • 考 試の ため の 費用が あった に 過ぎな か つ た。 

此の 樣に當 時に 於て は 近代的な 意味での 地方 財政と 云 ふ もの は 全く その 形態 を備 へて ゐ なか 

つたので ある。  一 

一九 一一 年の 革命 以來、 國 家の 法的な 甚礎 が絕ぇ 間ない 內亂 のために 脅かされ、 省 • 縣の 

法的な 甚礎も i た 此の 政治的な 動搖に 依って 著しく 歪められて ゐた。 一 九 一 三年 四月に は 北 

京 政府に 依って 國 家と 地方 圑體 間の 財政 關係を 規定すべき 法律が 公布せられ たが、 此の 法律 

は 僅かに 數 個の 章から 成る 極めて 簡單な ものであった 3 此の 法律 は赏 現にまで は 至らな かつ 

たが、 あらゆる 重要な 租 稅を國 家の 課 稅權の 下に 置き、 地方 M 體に對 して は田賦 . 屠畜稅 • 

舟 lis-  • 家 量^ 等に 對 する 附加 1^ を 許した だけであった。 その後、 地方 財政 は 特に 一九 一六 年 

の內亂勃^^；^以來全く混沌たる狀態に^ってゐた.^ 例 へ ば 內亂に 要する 經 费支辨 のた め 軍閥 は 

恣 まに 各種の 租稅を 起し、 その 收入 をす ベ て破壞 的な 內亂 のために 費消して た。 

國民 政府 成立の 後、 始めて 政府の 鼓 格な 監督の 下に 地方 財政の 改善が 實 施せられ る ことに 

なった。 國 民經涛 G 發展を 阻害す る あらゆる 地方 稅の廢 止.、 地方 軍閥に 依る 地方 財政 措亂の 
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禁絕 等に 關 して 幾多の 告示が 財政 部長に 依って 發 せられた。 1 九 二八 年 六月から 七月に 1^* つ 

て 開催され た全國 財政 經濟 會議に 於ても 地方 財政 改善の 問題 は 重要 議題の 一 つであった。 勿 

論、 各省の 代表 も 此の 會議 に， 參 加して ゐた。 - 一九二 八 年 十一月 一日に は國 家と 地方 1E 體 問の 

財政 關 係 を 規定す る 法律が 發 令され た。 . 此の 法律 は、 田賦. 契 稅 • 牙稅は 地方 阁體の If 税權 

に屬 し、 鹽；^  .  ffi 稅 • 烟草 1^ は國 家に 依って 統 一 的に 課 56^ さる ベ きものと 定めて ゐた。 15- に 

國 a と 定められた これら 三種の 租 a に對 して 從來賦 課されて ゐた 地方 阁體の 附加稅 を、 交付 

金の 形式に 依って 地方 M 體に與 へる ことにな つた。 一 九 三 四 年 九月の JfS 二次 全國 財政經 f.^ 會 

議に 於て は、 更に、 酒 稅 • 烟草稅 は！： 家に 依って 課稅 せられる が、 その 總收入 は 之 を 各^に 交 

付すべき ものと 改めた。 印 花稅も 一九 三 四 年以來 その 收入 中の 三 〇％ を 各お に、 一 〇％ を 各 

縣に、 卽ち 合計 四 o,.^.' が 地方 團體に 交付 せられる ことと なった。 次いで 一， 九 三 五 年に は 財政 

調整 法が 新たに 制定せられ、 一 九 三 八 年 一 月 一 日から 實 施せられ る箬 であった。 財政 調 敕-法 

第二 條は、 次の 租税 收入は 地方 團體 に屬 する ものと 定めて ゐた。 

省に  營業秕 . 田賦の 一 部 • 家屋 稅の 一 部 • 所得税の 一 部 • 相 續税の 一 部 


囌に  田賦 . 家屋 稅 • 所得 稅の 一 部 • 相 績稅の 一 部 • 替業稅 の 一 部 

立法者 は 此の 法律に 依って、 營業稅 を 各省の 主要 租稅 とし、 田賦と 家屋 稅とを S の 主耍租 

稅 とし、 地方 阒體 に對 して 豊富な 租稅收 入を與 へ ようとした のであった。 更に^ 幷 びに 縣は 

新たに 創設 せられる べき 國税收 入の 一 部 を も 交付金と して 與 へられる 害であった。 此の 法律 

は 從來行 はれて ゐた鹽 稅收入 等からの 交付金に 關 して は 何等 觸れる 所がなかった。 又 此の 法 

律の 第三 條は 從來 各省の 負擔 となって ゐた 法務 費の 中央 移管 を 規定して ゐた。 之より 先、 一 

九 三 二 年 十二月 二日に は 地方 財政の 監督に 關 する 法律が 發 表されて ゐ たが、 此の 法 は、 地 

方 財政 は專ら 財政 部長の 監督に 服す ベ きものと 定めて ゐた。 かくて 地方 债の 募集 も 全く 財政 

部長の 監督 下に 置かれる ことと なり、 從 つて 地方債 は 財政 部長の 許可 を 得る にあら ざれば 發 

行し 得ない ことにな つて ゐた。 

國 家と 地方 團體 間の 財政 關 係に 關 する 諸 改善と 地方 財政の 監督に 關 する 法律 等 は 漸次 その 

効果 を 示し 始めて ゐた。 一九 三 五 年末に 至る までに、 國民 經濟の 發展を 阻害す る あらゆる 地 

方^が 廢 止せられ た。 地方 財政 健全 化の 前提と しての 地方 豫算の 提出 も 一 九 三 二 年 九月 二十 
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四日の 法律に 基き 大體に 於て 實 施されて ゐた。  . 

次に 河北 街 • 江 蘇 « • 河南 « • 上海 市の 豫算 を、 經濟 不況の 最も 深刻な 影響の 現 はれた 一 

九 三 三年と、 經濟が 不況から 囘復 した 一九 三 六 年に 就き 示す ことと した。 此處に 選んだ 三お 

は、 夫々 異 つた 北支 • 中支 • 南支の 經濟狀 態と 夫々 の發展 段階 を 間接 乍ら 示す ものである。 
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此の 表に 依っても 明らかな 樣に、 國家 財政の 特徵 として 揭 げた 點が 地方 財政に も そのまま 

現 はれて ゐる。 卽ち收 入 は 極めて 少額で ある。 從 つて 地方 園 體の行 ふべき 事業 も その 當然の 

結果と して 狹ぃ範 園に 限られて ゐる。 地方 經費 中、 主要な もの は 敎育費 (敎育 Isif- 業 は 私人に 

依っても 經營 されて ゐる) と 法務 費と 治安 費で ある。 そのほか 公債 費が 重要な 部分 を 占めて 

ゐる。 收入 中、 最も 重要な もの は 田賦幷 びに 營業稅 の兩稅 からの 收入 である。 家屋税 收入は 

上海の 樣な 大都市 を 除けば 極めて 微々 たる ものである。 事業 收入 もさ ほど 大きな 意義 を 持つ 

てゐ ない。 
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.11 所得 稅 採用に 至る 迄 


I 

i 


1 


1 

i 

1 


i 


支那 國稅體 系の 最も 大きな 特長 は その 重心が 消費 系統に 偏して， Q る點 にあった。 特に 支 

那 國稅體 系の 此の様な 特長 は、 國民 攻府の 成立 後收益 S の 中で も 最も 重要な 地位に あった 田 

賦が、 地方に 委讓 せられて 以來顯 著に なって ゐた。 消費^の 中で 最も 重要な もの は關 I おと 籩 

稅 と統稅 であった。 清 • 烟草稅 は 一 九 三 四 年 以来 その 收 入の 全額が 各省に 交付 せられて ゐた 

が、 依然 國 家が 直接 その 徵收の 任に 當 つて ゐた。 從 つて 此 等の 租^ も 阈稅- "中に 入れて 一 應 

說萌 する ことと した。 印花稅 • 銀行券 發行 S . 取引所 稅 等は收 入の 點 から 云って、 それ 程大 

きな 意味 を 持つ ものではなかった. - 

稅 淸朝は 一 六 八 四 年 以來、 南方 支那の 四 開港 場に 限って 貿易 を 許し、 爾来 外國 貿易 

の 許可され て ゐた此 等の 四 開港 場で 海關稅 を徵收 して ゐた。 當時淸 朝 は 輸人關 稅を從 四，、， 

輸出 關稅を 從價ー 丄ハ ％ と 定めて ゐ たが、 その後 輸出 關稅を 從價七 • 六％ に 引き上げた。 そ 

の頃ョ II, ッ パ では 重商主義 的な 思想が 支配的であった が、 支那で は外國 貿易 はむしろ 等閑 
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に附 せられて ゐた。 輸入 關稅 よ，.^ も 輸出 關稅を 高く 定めて ゐた 事實に 依っても、 當時淸 朝が 

外阈 S 易に 對 して 採った 態度 を 窺 ふこと が出來 るので ある。 又 その 頃外國 貿易 は 全く 公行 商 

人の 獨 占に 委ねられて ゐ たから、 關稅收 入に しても 決して 大きな 額に 達する 程の もので なか 

つた。 

此の 樣な狀 態が 一 八 四 一 年の 阿片 戰爭 まで 續 いたが、 阿片 戰爭の 結果 支那の 關稅 制度に 大 

きな 變 化が 現 はれた。 卽ち 一 八 四 二 年 八月 二十 九日の 南京 條 約に 基き、 上海 等の 五 港が 外^ 

貿易に 爲に 開放され た 他、 支那 は關稅 自主 權を 喪失した r) 更に 一八 四 三年 十月 八 n の 英支通 

商條約 及び それに 續 いて ョ I " ッ パ諸國 との 間に 綠 結した 通商 條 約に 基き、 關稅 率が 淸 朝の 

意思 を 無視して 一方的に 次の 樣に 定められた。 

(ィ) 輸入 關悅、 從價 五。 パ、 但し 輸入品が 開港 場外に 積み出される 場合に は 之に 二  • 五 ％ 

の附 加稅、 なほ 満洲 • 蒙古 等の 露支國 境に 於け る 陸 境 關稅は 三 三 ％ だけ 減額 

(P  ) 輸出 關稅、 從價五 ％ 

( 、ノ  ) 支那で 生 逢され た 商品が 開港 場から 他の 開港 場に 送られる 場な 口 には從 H 七 • 五 ％ 


i に： -:. 一一 ベ 實上、 各 商品に 對 して 從價 五分 を 某 準と して 算出した 從量 税率が 適 弔され て 

,Q たゲ、 十九 世紀の 後半 以後に 現 はれた 物 債 騰貴の 影響 を 受けて、 從債 五分に 比較して 著し 

く 低率に なって ゐた： 從って特に^«入園稅に園しては、 一 八 五八 年 • 一九 一八 年. 一九二  C 

年. 一九二 二 年に、 夫々 現 實從債 五分に 接近せ しめる 爲に稅 率の 改正が 行 はれた。 然し 輸出 

圏 稅に關 して は 一 八 五八 年 以來、 一 九 二八 年に 支那が 關稅 自主 權を 囘復 する まで 何等の 改正 

も 行 はれなかった G 

關稅 自主 權の 喪失 は、 財政 的な 見地から も經涛 的な 見地から も、 支 都に 對 して 極めて 不利 

な 影響 を 賢ら す ものであった" だから 經 費の 膨腹 或は 經濟 建設 運動の 進展に 伴って、 支那の 

關稅 自主 權囘復 へ の 要求と 努力が 漸次 强 まって ゐ た。 そして 一 九 二 五 年に は 此の 樣な 努力の 

結果と して、 支那と 列強との 間に 關稅 會議が 開催され てゐ る。 此の 會議 では 迂餘 曲折 を經た 

後、 兩 者の 協定の 結果、 列國 は將來 支那の 關稅 自主 權を 承， S3 し、 之に 對 して 支 都 政府 は出來 

得る 限， 0 近い 將來に 於て 釐金 を撤廢 すべ きこと を 決議した C 然し 此の 會議に 於て は 支那 側か 

ら 提案され てゐた 關稅率 はな ほ 採用され なかった。 從 つて 一 九 二 六 年 十月 一 日に 改正され た 
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關稅率 表に 於ても、 ただ 奢侈 品に ついては 五 ％、 その他の 商品に ついては 二  *五％だけ夫.^ 

稅 率が 引き上げられ、 輸出 稅 率が 五分から 七 • 五分に 引き上げられた だけであった。 

國民 政府の 成立 後に も關稅 自主 權囘復 の 爲には 依然 大きな 努力が 拂 はれて ゐた。 此の様な 

努力の 結果と して 先づ アメリカとの 條 約に 某き、 次いで その他の 諸國 との 條 約に 依って、 支 

那は 遂に 八十 五 年 問 失って ゐ た關稅 自主 權を 囘復 する ことと なった。 そして 一 九 二 九 年 二月 

一 日に は 支那の 自主 權に 某く 關稅 率が 定められ たので ある。 新しく 定められた 稅率 表に 於て 

は稅 率が 著しく 引き上げられて ゐた。 卽ち 輸入品に 關 して は、 從價七 • 五 ％ に 始ま，. M 一七 • 

五 ％ に 至る 各種の 稅 串が 夫々 の 商品に 適用され る ことにな つて ゐた。 之と 共に 海 關稅と 陸 境. 

關稅の 差別 も廢 止され、 釐金も 一 九 三 〇 年 十月 以來 徹廢 された。 最近まで 適用され て ゐた稅 

率 は 一九 三 四 年 六月 三十日に 定められた ものであった。 ある 商品に 對し， て は 從價稅 が、 ある 

商品に 對 して は 從量稅 が 適用され てゐ たが、 六 百 七十 二種の 商品が 十六 種類に 區 分され、 最 

高 稅率は 從價八 割であった。 輸出 關稅も 財政 的な 立場から 廢 止されす、 一 九 三 四 年 六月 一 日 

以來は 輸出品に 對 して 從價七 • 五 ％ の稅 率が 適用され てゐ た。 此 等の ほか 支那に はな ほ 一 九 


三 一 年 六月 一 日 以來、 沿岸 貿易 稅 が！： 內 商品の 開港 場 間の 輸送に 對 して 賦課され てゐ た。 之 

は 所謂 阈內 關稅 とも 見られる ベ きもので、 釐金 と共に 當然廢 止される ベ きもので あつたが、 

財政 收入 上の 必要から 引き 續 いて 行 はれて ゐ たので ある。 之に 對 する 稅率は 五分であった。 

その他、 一 九 三 一 年 及び 一 九 三 二 年 以來、 夫々 救恤 費に てる 爲と收 入 補 壊 を 目的と して、 

輸入 • 輸出 關稅 に對 して 各 一 割の 附加稅 が 臨時 的に 賦課され てゐ た。 

支那の 關稅 行政に 於け る 最高 官廳は 財政 部 關務署 であった。 一 九 三 二 年 九月に は 支那に 三 

十四 個所の 主要 海關と 多くの 稅務處 があった が、 その 中で も 最も 重要な もの は 上海 海關 であ 

つた。 各 海關の 長官と して 稅務 司と 海關 監督が その 責に 任じて ゐた。 支那 關稅 行政 は 此の様 

に 一 一 元 的な 制度 を 採 つて ゐ たので あるが、 此の 樣な 特種な 制度 は 全く 歷 史的な 理由に 甚く も 

のであった。 卽ち淸 朝 は 十九 世紀の 中葉 以來、 關稅 行政の 近代化 を 企てて ゐ たが、 當時 支那 

では 關稅 行政に 關 する 專門的 知識 を 持つ 者 を 求め 得なかった ため、 獨 力に 依って は 之 を爲し 

得なかった ので ある。 從 つて 關稅 行政 改善の ために 外人の 專門的 知識 を 有する 者が 顧問 兼稅 

務司 として 任命 せられて ゐた。 更に 英佛 聯合， の 北京 侵入の 後、 一八 五八 年 六月 二十 六日に 

第三 章 支那 租稅 制度  一 1 1 


近代 支那 財政 史  一 一 二 

は英 佛兩國 との 問に 天津 條 約が 締結せられ たが、 此の 條 約に 於て 淸朝 は兩 國の强 制の 下に、 

外人 稅務司 を あら ゆ る 海關に 任命す ベ き 事 を 公約した。 更に 一 九 〇〇 年の 義和刚 事件の 後、 

關稅收 入が 列 國に對 する 賠償金 支 拂の擔 保と 定められた 結果、 關稅 行政が 外偾と 密接な 關係 

を 持つ ことと な， o、 外人 稅務 司の 地位 も 之に 伴って 著しく 强 化されて 行った。 辛亥 革命の 後 

に は 賠償金の 支拂 と關稅 收入擔 保の 外債の 償還が 規定 通りに 行 はれなかった ため 爾後、 關稅 

收 入は專 ら稅務 司の 權限 下に 置かれる ことと な，..^、 一  九 二 九 年に 支那が 關说 自主 櫂 を 囘復す 

るまで、 外人 稅務司 は 支那 關稅 行政に 於け る事實 上の 獨裁 者と しての 地位に 立ち、 偾權^ に 

對 して 支那 政.：^ に 代って 債務 返還の 責を 負うて ゐた。 此の 樣に 支那の 關稅 行政 は淸末 以來全 

く 外人 稅務 司の 支配 下に 置かれて ゐ たが、 他方、 支那の 體面を 維持す る 必要 上、 支那 人海關 

監督が 設けられ、 關稅 行政に 於て 外人 稅務 司に 對 して 監督者と しての 地位に 立って ゐた。 卽 

も 支那 關 I 说 行政の 二元的な 制度が 此の様に して 作られて ゐ たのであった。 然し 乍ら 一九二 九 

年に 賠償金と 關稅 收入擔 保の 外僙 償還に 關 する 新しい 規定が 定められてから は、 外人 说務司 

の關稅 行政に 於け る 從來の 地位 は 著しく 弱められた。 爾來、 彼等 は關稅 行政に 關 してた だ 財 


年度 

百 萬 元 

1 リ 1  Z 

OO.  / 

1 Ql  ^ 
1  VI  ^ 

71 1 
/  5. 1 

t  Q 1 /4 
1  7|  4 

" 7 

1 Of  c 

7 

1 Q  7 

iQiq 
凰 7  ，0 

A ゥ A 

IQIQ 
1  7  1  V 

Jo  J 

] 070 
1  yLJ 

Q  i  J, 

1  091 

Ql  Q 
7  1  .ソ 

1 Q77 
1 ^LL 

OA 1 

ソ 0. 1 

' 1  "ム） 

inc  Q 

I  Q7A 
1 

1  1  C 1 

IQ フ^ 

i リム〕 

1 1 z:  9 
1  1  0.^ 

1  yLO 

1  OQ  7 

1 VZ/ 

1 1 ゥ O  1 

: 1928 

128  2  1 

1  1929 

238  I 

1930 

281.4 

i  1931 

385.0  1 

1932 

311.9 

1933 

, 339.4 

' 1934 

' 334.6 

1 1935 

315.5 

i 1936 

324.6 

1  1937 

342.9 

政 部長に 對 する 責任 を 負 ふの みとな，.^、 支那 政府の 謂 はば 吏員と しての 地位に 立つ ことと な 

つたので ある。 之と 共に 海關 監督 も稅務 司の 權限 制限に 伴 ひ 不必要な ものに なって ゐた C 

なほ 支那の 關稅 行政に 關 して 特に 注意す ベ き點 は、 國境 線と 海岸線が 長距離に 亙って ゐる 

關 係から、 關稅徵 收機關 が 密輸入 取締の 機關 としても 大きな 意味 を 持って ゐる ことで ある。 

次の 數字 は民國 成立 以來 一 九 三 七 年に 至る 間の 關稅收 入 を 示す ものである。 


國民 政府 成立 後の 關稅收 入 を 各項 目 別に 示せば 次の 如くで ある" (單位 百 萬 元い 

年 度 輸入^ 輸出 投 沿岸 資易税 附加^  3? 稅 . 

一九二 八 年 七 子 四 四 子 二  九 •〇  1 四丄ハ 

一九二 九 年 一六 七 二  五六 丄ハ  九 • 五  I 四. 九 

一九 三 〇年~  ニニ 丄ハ 五 五. 四  九 • 五  I 四-九 

一九 三 一年 三 一四-七 四 七 人  一 五-七  了 六 五-二 
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一九 111 二 年 二三 六 *  一二 


四 


九 三 三年 

九 三 四 

九 三 五 年 

九 11 二 ハギ 

九 三 七 年 


二 六 五 • 五 

二 六 〇•〇 

二 五 〇 ニー 

二 五 四 • 五 

二 六 


二 六 人 

二三-二 

二 四 • 七 

二 四 • 四 

二 九 二.. 


二  0 五 

一 八 6 

一 七 •〇 

一 三丄 一 

一 11 了 七 

二 〇 二. 


-56 

二八. 二 

二八 .四 

二 七， 一 

二八 •〇 

二 九 土， 


四 上 一一 

四 *四 

四丄ニ 

四 • 三 

四 •〇 

一. ラニ 


支那で は關稅 制度が 定められてから 1 九 三 〇 年に 至る まで 關税 賦課の 計算 單位 として 所謂 

「海 關兩」 を 採用して ゐた。 「海 關兩」 と は 抽象的な 計算 單位 である。 一 九 三 三年 三月 八日の 

貨幣 法 は 純銀 二三 • 四 九 三 四 四 八 S を 以て 一 元と 定めて ゐ たから、 此の 計算に 依れば 一 海關 

兩はー • 五 五八 銀 元に 該當 した 譯 である。 關稅收 入 は 義和圑 事件の 賠償金 支拂 と、 外國貨 « 

に 依って 示され 金 を 以て 支拂ふ ベ き 外債の 元利 償還と に充當 せられて ゐ たため、 銀惯 格の 下 

落 は 支那 政府に とって は 關稅收 入の 實 質的な 減少 を 意味して ゐた。 從 つて 一 九 三 〇 年 二月 一 

日 以來、 政府 は 海關兩 制度 を 輸入 稅 について は廢 止す る ことと し、 それに 代へ て 金 六 〇• 一 

\ 六 六； ii を甚 準と する 抽象的 計算 單位を 採用す る ことと した。 此の 計算 單位 は、 支那の 金 本 


i 


位 制度に 關 して ケ メラ.' 委員 會の 提出した 貨幣 單 位と 一致して ゐた" そして 爾來、 楡人稅 は 

銀 元と 此の 計算 單 位の 比率に 關 して 中央銀行が 日^ 公表す る 相場に 甚 いて 賦課され てな た。 

從 つて 銀 價が 騰貴 すれば、 納稅 義務 者の 負 擔は赏 質 上 それだけ 輕 減され る譯 であった。 中央 

銀行 は 相場 を 公表す ると 共に、 關稅 計算の 基礎に 用 ひられる べき 貨幣 を 表示す る 證券 を發行 

して ゐ たが、 實 際の 支 拂には 銀 元が 用 ひられて ゐた。 輸出 稅 につ いても 一 九 三 三年 三月 十日 

以來、 海關兩 制度 は廢 止されて ゐる。 一 九 三 五 年 十一 月 四日の 幣制 改革 以來、 銀貨 は 法定 通 

貨 としての 資格 を 失った が、 依然として 銀 元との 比率 を 基礎と じた 計算 單 位が 採用され てゐ 

ク J  0 

次の 數字 は民國 以後に 於け る 支那 外國 S 易の 趨勢 を 示す ものである。 (單位 百 萬 元) 


年 度 純貿 額  純 輸入額  純 輸出 額  輸入超過 額 

一九  一二 年  一、 一一 一 1S.S  七 一！ 一 セ 丄  1M や 八 

一九 一三 年  run や 六  《八 丄1|  2 八丄 II  二 さ る 

一九 一四 年 一、g や 0  <六 八 .0  1 八 .0  量 0.0 

一九 一 五 年  r 一  15> 七  七 0八ニ  f?H! 
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六 


九 一 六 年 

九 一 七 年 

九 ： 八 年 

九 一 九 年 

九 二 〇 年 

九 ニー  年 

九 ニニ 年 

九 •： 三年 

九 二 四 年 

九 二 五 年 

九 二 六た キ 

九 二 七 年 

九 二八 年 

九 二 九 年 

九 三 〇 年 

九 三 一 年 

九 三 二 年 


,K1 七 七- 

.寧 

.季 

.美_ 

ぼ- 

ヨプ 

.ヒ 八 八- 

•00 九- 

, 四 0 七- 

.1. 


八 oa- 

八 ま？ 

roo 八. 

ri 八 七 • 

rm 一- 

r 四 七 二" 

「w 八 や 

r 四 七 や 

rw 七 一- 

il. 

二、 寒 

二、！ 一  111111- 

r さ S. 


七 二  了 

七 W 七- 

九<干 

八？ 

九 一一 H つ 

1、羣 

rg 干 

nio や 

51 二- 

i 一- 

r  一 5- 

七 六 七 • 


孝 

奪 

二 

1 一！ 四手 

i づ 

二？ 

二  9 

四 OS- 

一？ 

II  二八" 

一一 一八 や 

攀 

八 六 七. 


一九 lull! 年  一、 九 五 七. s  rslK  ^nlA  七 g 人 

一九 三 四 年  rwg. 九  ro" や 七  SW 丄ー  ii 

一九 三 五 年  r 四 九 W.0  やや  一一  W 七 M 入  一一 一四 一一 丁  a 

一九 三 六 年  七. 二  九 四 一.W  七 0 予セ  二 置 人 

• 一  九 三 七 年  「七 li  九き 丁 一  11  八 一 IK.l 一  二 予1 


外國 貿易と 關 1^ 收 入に 關 する 前揭の 二つの 統計に 依れば、 兩者 とも 一 九 三 一年に 至る まで 

は大體 漸增の 傾向 を 示して ゐる。 一 九 二 九 年 以降 關稅收 入が 急增 して ゐ るの は關稅 自主 權の 

囘復に 依る ものである。 一九二 九 年 以後 輸出 稅收入 は 輸入 稅收 人に 劣って ゐる。 一九 三 一年 

に 最高 額に 達して ゐ るが、 爾 來外國 貿易 も 關稅收 入 も 經濟界 の 沈滯と 國際關 係の 影響 を 受け 

て 漸次 減少して ゐる。 然し 幣制 改革 以後 外 阈賀易 は 極めて ゆるやかな 步調 乍ら も增 加の 傾向 

を 示し、 關稅收 入も增 加し 始めて ゐた。 

g 鹽稅 沿岸と 奥地の 鹽田 では 極めて 僅少な 勞 力に 依って 多量の 鹽が 獲られ、 支那の 民衆 

に 不可 缺な 生活 資料 を 提供して ゐる。 鹽の生 產は當 初 官業と して 行 はれて ゐ たが、 後に は特 

許 制度 を 採用して 私人に も その 生産 • 販賣を 許可し、 之に 對 して 鹽稅を 賦課す る 事と した" 
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淸 朝の 末期に は鹽 の生產 • 輸送 • 販賣 等に 關 する 特許 權が 第三者に も 賃貸し 得る 様になった 

ため 課 稅手績 も 著しく 複雑な ものに なって ゐた。 然し 事 實上は 極く 限られた 範 圍の鹽 商が 獨 

占 的な 地位に あ h>、 六 〇 • 四 八 瓧に對 して ニ兩 乃至 三 雨の 極めて 輕 ぃ租稅 を負擔 して ゐ た。 

革命の 後に 至って、 各省が 恣 まに 鹽 稅に對 する 附加稅 を徵收 したため、 赏質 上が 鹽稅 負擔 額. 

は 著しく 重い ものに なって ゐた。 北京 政府 は 一 九 一 四 年 四月に 五阈 銀行 園から 善後 借款 二 千 

五百萬碌を借h^入れたが、 その 公債 收 入の 一 部 は鼴稅 行政の 改革に 充當 せられる 豫定 であつ 

た C 善後 借款に 伴って 一 九 一 四 年 四月 一 日に 債櫂國 との 間に 締結され た 協定の 第 五條 は、 鹽 

稅收入 を 以て 該 公債の 擔保 とし、 その 收入は 之 を 債權國 代表者との 共同管理の 下に 置く ベ き 

ものと 定めて ゐた。 また 善後 借款に 依る 鹽税 行政改革の 結果、 全國が 各收稅 區に區 分され、 

各 收稅區 に は 支那 人徵稅 官吏と 外人 顧問が 派遣 せられる ことと なった が、 その他に も 次の 様 

な 規定が 定められた。 卽ち 第一に、 鹽稅收 入 は外國 銀行に 預金され る ことと なった。 fE^  二 

に、 稅率は 六 〇 • 四 八！ S にっき 二  • 五 元に 統 一 された。 第三に、 地方 阒體 の附 加稅徴 收が禁 

止された。 第 四に、 鹽稅は 製鹽の 後た だち に製鹽 業者に 賦課され る ことにな つた。 かう して 


從來 久しい 間 行 はれて 來 た傳統 的な 鹽稅 制度 は 著しく 簡易 化される 害であった が、 一九 一六 

年に 內亂 が始 つて 以來、 地方 軍閥が 之に 對 して 恣まに 附加稅 を 課した ため 〔 漸く 簡 化され 

ようとして ゐ た鹽稅 制度 は 再び.  ぱ亂 に陷ら ねばならなかった。 

國 民政 府は鹽 税を國 家の 統 一 的な 管理の 下に 置き、 更に 一 九 三 一年 五 ほ. 一 九 三 二 年 十 H: 

の 兩囘に 亙って 地方 附加税 を 統一 し、 鹽稅 行政 を 著しく 簡易 化した。 卽ち 地方 附加税 は 中央 

から 派遣され た鹽稅 官吏に 依って 徵收 された 後、 雀幷 びに 縣に 交付され る ことと なった ので 

ある。 そのほか、 實施 はされ なかった が、 一 九 三 一 年 五月に は 三十 九ケ條 からなる 稅 法が 

公布され てゐ る. - 同 法の 第 四條は 次の 樣に稅 率 を 定めて ゐた。 

(ィ) 食料 S  1〇〇 妊に つき 五 元 

(口) 漁業 用鹽  ク  〇丄1 一元 

(ハ) 工業用 鹽  免 税 

然し 各產鹽 地域に 於て 實 際に 適用され て ゐた稅 率 は 此の 法律の 規定した 稅 率よ，^ も遙 かに 

高く、 一  九三六年末に至るまでには全國產鹽地域に於て夫，^- 一  〇〇 奸に對 して C  •  二 元から 
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年度 - 

ぼ！^ 兀 

1913 

19.1 

1914 

68.5 

1915 

80.5 

1916 

81.6 

1917 

82.2 

1918 

88.4 

1919 

87.8 

1920 

90.1 

1921 

94.9 

1922 

98.1 

1923 

91.5 

1924 

87.9 

1925 

91.9 

1926 

86.3 

1927 

59.7 

1928 

54.3 

1929 

85.4 

1930 

129.7 

1931 

155.1 

1932 

145.3 

1933 

' 159.2 

1934 

177.4 

1935 

185.4 

1936 

217.8 

近代 支那 財政 史  一 一一 0 

十二 元に 至る 二十 二種 類の 稅 額が 適用され てゐ た。 

支那の 民衆が 家庭に 於け る 消費 用と して 使用す る鹽は 精製 鹽 ではない。 一 九 一 四 年に 始め 

て 精製 鹽： 丄 場が 設立され たが、 一 九 三 〇 年 十二月 三十日の 法律に 於て は 稅額を 精製 鹽 一 〇〇 

肝に 對 して 四 • 一元と 定めて ゐた。 然し 精製 鹽の 巿價が 自然 鹽 より 下落す る 恐れが あれば、 

精製 膳の 稅率を 財政 部長 は 任意に 引き上げる ことが 出來 た。 また 一 九 三 四 年 三月 八 H の 法律 

は 精製 鹽 工場の 設立 を 三ケ年 禁止した 他、 巳に 設立され て ゐる七 工場に 對 しても その 生產額 

を 四 五 〇 百萬奸 に 制限した。  • 

次の 數字は 一 九 一 三年 以後の 鹽稅收 入 額 を 示す ものである。 


九 二 九 年 以降の 各省に 對 する 鹽稅 交付 額 は 次表の 通." であった- 


！ 年度 

百 萬 

1929 

35.5 

1930 

1 

47.5 

. 1931 

47.8 

1932 

47.3 

1933 

23.0 

1934 

30.6 

一 九 三 一 年と 一 九 三 二 年の 稅 法改正 以來、 鹽稅收 入 は 

著しく 增 加して ゐる。 

最後に 注意す ベ き點 は、 ■ 鹽稅刀 脫稅ゲ 極めて 容易に 行 

はれた から 政府 は脫稅 防止の ため 絕 ぇゃ嚴 重な 取締 b を 行 はねば ならなかった ことで ある，， 

卽ち 一九 一 四 年 三月 二十 二日に は 鹽稅脫 稅取綠 法 を 公布して ゐる。 一 九 三 四 年に は脫稅 取締 

りの ため 一 萬 七 千 人 を 使用し、 そのために 四百 三十 萬 元の 費用 を 支出して ゐる。 

1ー1 統说 統 稅と稱 される ものの 中には 一 連の 消費税が 包含され てゐ る。 此 等の 消費 稅は同 

一 の稅務 官廳に 依って 課稅 され、 全國を 通じて 夫々 統一的な 稅 率が 適用され てゐ た。 

統秕の 中に 包含され て ゐた七 個の 消費税 はす ベ て國稅 であ， o、 政府 は 之に H する 地方 附加 

税の 賦課 を 禁止して ゐた。 然し 統稅 は稅務 行政 上、 及び 經濟 政策 的な 理由から 全國 洩れな く 

行 はれて ゐる譯 ではなかった。 從 つて 統税の 賦課され てゐ ない « で 生産され た 商品 は 統稅を 

免除され て ゐた譯 であるが、 統稅の 賦課され てゐる 省に 該 商品が 賣 却され る 場 八：： に は 課稅さ 

れてゐ た。 然し 一九 三 七 年 六月 末に は 十五 省に 於て 統稅が 賦課され てゐ たから、 統稅は 火 
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近代 支那 財政 史  一 ニニ 

ST 全國 的に 行 はれて ゐた譯 である： 統稅 制度 採用の 結果、 內國 商品と 輸 人品との 租 稅負擔 

の 均衡 を 計る 目的で、 輸入品に 舞して は 關稅の 他に 更に 附加稅 を 課， -、 小麥 以外の 楡 出品に 

は 免稅か 統稅拂 房の 特典 を與 へて ゐた" 

山 紙卷 烟草稅 一 九 二 〇 年に至 るまで 紙卷烟 草に 對 して は、 釐 金の 他に 價格を わ 準と して 五 

% の 租稅を 課 t てゐた C その他 輸入 烟 草に 對 して は 五 ％ の 輸入 稅 率が、 更に 開港 場外に 輸送 

される 場合に は 二  • 五％ の 附加稅 が 賦課され てゐ た。 一九二 一  年 八月に 北京 政府 は！： 逢紙卷 

烟 草に 關 して 新しい 規定 を 設け、 品質 を 顧慮す る ことなく 統一的に 二 .五％ の a 率と、 五 〇 

p〇 個に つき 二 元の 附加稅 を 賦課す る ことと した。 葉卷烟 草に は輸 人品 • 阈產 品と も 從來の 

ii の 規定 を 適用して ゐ た。 此の 樣に 紙卷烟 草に 對 しても 葉卷烟 草に 對 しても 極めて 輕ぃ稅 

率が 適用され てゐ たが、 その後、 地方 附加稅 のた め 著しく 負 擔が增 し、 K 質 上の 租稅 負^ は 

憤 格の 三 割に も 達して ゐた。 

國民 政府 は 一 九 二 六 年 十二月に 葉 卷烟草 及び 紙卷烟 草に 對 する 租稅を 國稅と 定め、 稅率を 

價 格に 封して 一 二  • 五 ％ と 定めた。 更に 一 九 二 九 年 二月 一 日に 葉 卷烟草 及び 卷烟 萆に關 する 


Is- 法 を 制定し、 內國 産の ものに 對 して は 三 二  • 五 ゲ"、 輸 人品に 對 して は 闞稅三 二  • 五。。、 附 

加稅七 • 五 ％ を 賦課す る ことと した. - 爾後、 税率 は 一 九 三 〇 年 十月 一 日、 一 九 三  一 fe- 十一月 

一日、 一九 三 二 年 三月 二十 一日、 一九 三 三年 十二月 五日、 一九 三 五 年 二月 二十 八日に 夫 < -改 

正され、 次 「> 樣な 割合にな つて ゐた。 

(ィ) 葉 f  一； I； 草 isilK 柊に 應じ五 orocofi にっき 夫々 六 二 元、 1  一二 元、 一 五 • 五 元、 七 .八 元、 

四 • 一  五 元、 三 • 一  元 

(。) tl5 巧； 草 坂寳顦 格に 應 じ 五 〇、〇oo 儀に つき 夫々、 八 0O 元、 81〇〇 元、 二 〇〇 元、 一 00 元 

手工業 髮 品の 紙卷烟 草に ついては、 五 〇、 〇〇〇 個の 債 格 四 0 元 以下 G 場合に ミこ 3: よ 五 

〇、 〇〇〇 個に つき 十 元に 輕 IS された" 安 徵 • 河南 • 山 東 省 等に 於て は 此の 種の)：， 草の 

裂 造が 農民み 重要な 收入 源と なって. るた め、 安衛 省に つ いて は 一 九 三 三年 三月 二十 四日の 

規定、 河南 省に ついては 一九 三 三年 九月 十一 日の 規定、 山 東 省に ついては 一九 三 三年 十二月 

十八 日の 規定に 依って、 夫々 此 Q 樣 ひふ g 一 疣 の 制度が S け . つ れ た の で あ る 。 

次の 數字 は兩 者の 收入額 を 示す も 二で ある- - 
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稅 
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年 
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買 

け 

の 

た 

代 
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賦 
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生 

買 

稅 

は 

の 

る 

す、 

は 

產 

さ 

額 

—1 

で 

ベ 

さ 

さ 

產 

れ 

年度 

百 萬 元 

1 Q>7 
1 プム / 

4  1 

*T.  1 

フ1 1 
ム 1  ,  1 

1929 

41.1 

1930 

47.8 

1931 

50.0 

1932 

57.4 

1933 

63.7 

1934 

74.0 

1935 

76.9 

近代 支那 財政 史  1 二 四 


る樣 になった の は 極めて 最近の ことで ある。 從來は 

されて ゐ たので ある。 それが 二十世紀に 入って 以來 

れる樣 にな.^、 その上、 國 外から も 多 景に楡 入され 

、 三 七 〇 萬 元の 小麥 粉が 輸入され てゐ る。 輸入品に 

れな いこと になって ゐた。 內國 産の 小麥 粉に ついて 

ただ 小 麥に對 して 釐 金が 課せられた だけで あつたし 

きものと して 小 麥粉稅 を 定め、 ニニ  ニー 三 延に對 し 

あった。 但し 飢饉 救濟に 利用され る もの は免稅 され 

九 三 三年 二月 十八 日 及び 一 九 三 三年 四月 十三 日の 法 

が輕 減され てゐ た。 然し 小 麥粉稅 法 第三 條の 規定に 


那 
租 

制 
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の 

is 

爾 

> 

あ 
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特 
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世 
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淸 
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朝 

大 

の 

戰 

末 

中 

及 

年度 

1 

百 萬 元! 

1929 

4.3 

1930 

5.1 

1931 

5.8 

1932 

6.5 

1933 

5.5 

1934 

6.0 

1935 

4.7 

依れば、 課稅 されるべき もの は 機械 生產 の小麥 粉の みで あり、 從 つて 手工業 生啬 の小麥 S は 

課 稅の對 象から 除外され て ゐた譯 である e 特に 最近に は經濟 界の赏 情に 鑑み、 租稅拂 戾の形 

式で 稅 額が 輕 減され てゐ た。 例へば ニニ  •  二三 にっき 夫々、 上海に 於て は  一 • 五分、 浙江 

省 及び 江 蘇^の 揚子江 南部 地帶に 於て は 三 • 五分、 江 蘇 省の 揚子江 北部 地帶に 於て は 四 • 五 

分、 その他の 省に 於て は 三分 だけ 租稅の 拂戾を 受けて ゐた。 11 此の 拂反 制度 は 一 九 三 七 年 

四月 五 R: 以來廢 止された。 

小 麥粉稅 收入は 次の 通りであった。 


近代 支那 財政 史  .  一 二 六 

一 九 二 九 年に 至る まで 紡績 製品に 對 して は 釐 金が 賦課され ただけ であり、 輸入品に 對 して 

も 從價五 乃至 七 • 五分の 關稅が 課せられ たに 過ぎなかった。 それが 一 九 三 〇 年 十月 二十 八 C 

の 綿 絲稅法 制定の 結果、 完 製品と 半製品と を 問 はす 凡てに 對 して 綿 絲稅が 賦課され る ことに 

なった ので ある。 一九 三 七 年 六月 一日の 改正で は、 一 〇〇ffi にっき 品質に 應 じて 夫  <-、 一 〇 

元、 七 • 五 元、 五 • 七 元、 五 元の 稅 率が 適用され る ことにな つて ゐた。 

同一 工場 內で行 はれる 紡績と 紡織との 區 別が 困難な ため、 課稅 技術 及び 營 業者の 立場 を 顧 

慮して、 赛ら 綿絲で 商品 が 製造され る 場合 に は 商品に 課稅さ れる ことにな つて ゐた。 

一 九 三 二 年 以来、 經濟 界の惡 化に 伴って 農民の 購買力が 減じた ため 綿製品の！： 內 場 は 著 

しく 縮 少した。 海外市場に 於ても その 販路 慷大に は 幾多の 障碍が 存 して ゐた" 此 等の 事情に 

促されて 業者 はしき.^ に 租稅の 輕減を 要求して ゐ たが、 政府 は 業者の 要求に 應 じなかった だ 

けで なく、 却って 一 九 三 七 年に は 稅率を 引き上げて ゐる。 

最近に 於け る 綿 絲稅收 入 は 次表の 如くで ある。 


年度 

g 萬兀 

.930 

6.4 

1931 

15.6 

1932 

7.3 

1933 

18.7 

1934 

18.4 

1935 

20.0 

第 

年 皮 

a 禹兀 

1 

1930 

支 

1931 

4.2 

那 

租 

1932 

4.9 

制 

1933 

66 

度 

1934 

9.5 

1935 

93 

ゆ マッチ 稅 支那で は マツ チ 製造 は、 少額の 資本と 少數の 勞働者 を 使用す る 小規模の 工場 

で 行 はれて ゐ る。 マッチに 對 して は 從來、 租稅は 賦課され てゐ なかった が、 一九 三 〇 年 六月 

二十 八日に マ ッ チ稅 法が 制定され、 爾來課 a される 樣 になった。 稅率は 一 九 三 六 年 八月 一 日 

G 改正で は 次の 樣に 定められて ゐ た。  . 

(ィ) 安 マッチ 七、 二 〇〇 個の 小箱 を 内容と する 大 箱に 對し、 各々 の 容積に 應 じて 夫々 二 四 元、 二 っニ 元、 一 五 丄ハ元 

(D) 黃^ マッチ 小箱 七、 二 〇〇侗 にっき 一 五 丄ハ元 及び  一 二 丄ハ元 

(ハ) 小箱に 包装され ない マッチ 六 〇• 四八瓧 にっき  一二 一  五 元 

なほ マツ チ稅收 入 額 は 次の 樣な數 字 を 示して ゐる。  ： 


年度 

百 萬 元 

1930 

0.6 

1931 

1932 

1.4 

1933 

2.5 

1934 

3.3 

1935 

2.6 

近代 支那^ 政史  一二 八 

5: セメント 稅 セメント 稅はー 九 三 一年 一月 二十 八日の 法律に 依って 創設され たもので あ 

る。 一九 三 七 年 六月 末に は 十 セメント 工場が あつたが、 そのうち 三 工場 は 外人 經營の もので 

あった。 此 等の 工場のう ち 最も 大きな ものの 資本金 は 十 萬 元であった。 

セ メ ント稅 の 稅率は 一 九 三 一 年 一 月 二十 八日の 法律に 依れば、 一 七 〇sa にっき 六角と 定め 

ら れてゐ たが、 爾後 數囘の 改正が 行 はれ、 一九 三 七 年 四月 五日に は 一 七 〇la にっき 一 • 五 元 

と 定められて ゐた。 

次表 は その 忟入額 を 示す ものである。 


§ 葉 烟萆稅 一 九 一 四 年に アメリカ 種の 烟 草が 始めて 安徽省 • 河南 省 • 山 束 街に 栽培され 

たが、 氣 候が 適して ゐ たのと 地味が 肥沃であった から、 栽培 者 は 之から 可な の收益 を擧げ 

てゐ た。 


千 

tl  F*«  ノし： 

1930 

1.1 1 

1931 

1.6  j 

1932 

2.7 

1933 

3.2 

1934 

3.9 

1935 

3.9 

北京 政府 は販賣 專賣の 形式で 之に 課稅 し、 公定 販賣價 格の 一 割 乃至 五 割 を 政府の 收人 とし 

て徵收 して ゐた。 國民 政府 は » 賣課稅 の 方法 を發 止し、 一九 三 四 年 六月べ 日に 之に 對 して 新 

し い 法律 を 定め、 品質の 如何に 拘らゃ 一様に 五 〇 瓧 にっき 四 • 一 五 元の 租稅を 賦課す る こと 

とし、 不良 葉に 對 して は 稅額を 半減して ゐた。 此の 稅 法に 於て は、 納稅の 義務 を 有する 者 は 

烟 草の 購入者と 定められて ゐ た。 

忟入額 は 次の 如くであった。 


^ビ— ル稅 北京 政府の 時代に はビ I 产に對 する 課 稅は稅 法 上、 外國 a 及び 外 國飮料 品に 

對 する 課 稅と區 別され や、 同一の 取扱 ひ を 受けて ゐた。 しかも 地方 稅 として 課稅 せられて ゐ 

たため、 稅率 は全國 的に 統 一 されて ゐ なかった。 一 九 二 七 年に は稅 率の 全 國的統 一 が 企てら 

れ たが、 革命に 妨げられて 失收， に 終った。 從 つて 一 九 三 一 年 十二月の 稅 法改正に 至る まで、 
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ゐた 租稅の 中には 五 種類の 租稅と 二種 額の 租稅 類似の 手數 料が 包含され てゐ た。 しかも 此等 

の租稅 . 手数料の うちある もの は國 家に 依って、 ある もの は 地方 團體に 依って 徵收 されて ゐ 

た。 一九二 八 年 十一月 一 日の 國と 地方 團體 間の 財政 調整に 關 する 法律に 依って 此 等の 租稅は 

すべて 國 家の 課 稅權の 下に 移され、 從來 地方 M 體に 依って 賦課され てゐ たもの は、 交付金と 

して 國 家から 地方 團體に 支給され る ことにな つた。 一 九 三 四 年 九月に は 第二次 全阈 財政 經脾 

會議の 決議に 某き、 これら 五 種類の 租稅と 二種 類の 手數料 はすべ て省幷 びに 縣に 交付され る 

ことにな つたが、 課稅は 依然として 國 家に 依って 統 一 的に 行 はれて ゐた。 

6 烟 草專賣 一九 一 五 年に 北京 政府 は 酒 及び 烟 草に 關 して 國家 專賣の 施行 を訐畫 したが、 

尊 賣の實 施に は 多額の 經費を 要した ため.、 中 問 的な 制度と して 一 九 一 五 年 三月 一 日の 法 に 

依って 卸 賣專賣 の 制度 を 採用し、 販賣を 特定の 商人に 限って 許す ことと した。 此の 制度の 下 

に 於て は阈 家が 價格を 公定し、 酒及び烟草の種類と價格に1ーじて夫，^-皈賣價格の 一 乃至 五， 

の 手數料 を徵收 して ゐた。 然し 此の 制度に あって は、 價 格の 公定に 際し 地方 官吏の 恣意の 働 

く餘 地の あつたのと、 許可制 度 そのものに 缺點が 存じて ゐ たため、 國民 政府 は 此の 許可制 度 
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を廢 止し、 一 九 二 九 年 八月 十二 日の 法律に 依って 新しい 制度 を 定めた。 新しい 法律 制定の 結 

果、 專賣 制度 は 全く 廢 止された が、 依然 政府に 依って 販 賣手數 料と 云 ふ 名義で 業者から 一定 

額が 徵收 されて ゐた。 卽ち ®  . 烟 草の 價格は 年々 政府の 公定す ると ころで あ h^、 價 格の 二割 

が 政府の 收入 として 徵收 せられて ゐ たので ある。 生產 者が 納税 義務 者と 定められて ゐ たが 時 

に は 商人が 納稅 義務 を 負 ふこと もあった。 多くの 省で は 稅率は 事實上 二割に 滿 たなかった。 

酒 稅 酒 稅は內 國產の 酒に 對 して 賦課され、 古い 歷史を 持って ゐた。 烟草 專賣は 一 

種の 阈稅 としての 性格 を 持って ゐ たが、 酒稅は 地方 稅 であった。 課稅對 象と しての 酒の 種類 

が 多數に 上った のと、 地方に 依って 稅 率が 異 つて ゐ たため、 北京 政府の 時代に は 酒 稅に關 す 

る 規則 は 複雑 を 極めて ゐた。 一 九 二八 年に は » 稅が國 家に 移管され 國 家の 統 一 的な 課 稅權の 

下に 置かれる ことにな つて、 雜 多な 稅 率が 統 一 される 笞 であった が、 それ. でも 全國で 五分 か 

ら 二割 五分に 至る 二十 種類 以上に も 上る 多 數の稅 率が 適用され てゐ た。 

$ 國產 烟草稅 葉烟草 稅はァ メリ 力 種 葉 烟草を 課稅對 象と して ゐ たが、 國産烟 s ト稅は 支那 種 

烟草を 課税 對象 として ゐた。 十九 世紀の 中葉に 至る まで 支那の K 衆 は 支那 烟草 のみ を £费 し 


てゐ たが、 之に 對 して 始めて 課稅 された の は 北京 政府の 時代に なつてから であった。 爾後， 

S 稅と 同じく 各地 方に 依って 夫々 異 つた 課 稅 方法が 採られて ゐ た-、」 一 九 一 五 年に 至る まで は 

大體 0  • 六！^ に對 して 平均 一分の 割合で 課稅 されて ゐ たが、 その後、 稅額は 著しく  W き 上げ 

ら れてゐ る。 國民 政府の 成立 後 も 稅率は 各省に 依って 異，. .-、 だいたい 販賣惯 格の 五分 乃至 三 

割 五分の 割合で 課稅 されて ゐる。 

^ 七 省 はおけ る 支那 烟革 は對 する 特別 稅 烟 草に 對 する 課 稅简易 化の ために は、 舉に 名稱を 異にす 

るに 過ぎない 所謂 專賣 手數 料と 烟草 稅の廢 止が 必要で あつたが、 政府 は此 等の 租稅を 一 九 三 

三年 七月 一 日の 法律に 依って 廢止 する ことと した。 卽 ち江 蘇 • 安徽 • 浙江 • 河南 • 湖北 • 江 

西 • 福 建の 諸 省に 於て は此 等の 租税 を廢 止し、 之に 代る ベ きものと して 特別 稅を 採用した の 

である。 稅率は 品質の 如何に 拘らゃ 一 樣 五 〇5^ にっき 四 • 一  五 元と 定めて 烟車 購入者 を納 

稅 義務 者と 定めて ゐた。 この 租稅は 全國に 亙って 行 はれる 箬 であった。 

^ 七 省 はおけ る 酒は對 する 特別 税 之は烟 草に 封す る 前述の 特別 稅と同 一 の 斑 由で 一 九 三 三年 六 

月 十一 日に 採用され たもので ある。 稅率は 每年關 係官 廳が 財政 部長の 認可 を 得て 決定した。 
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一 九 三 六 年に は 二十 八 種類の 稅率 があった。 例へば 燒酎は 五十！ g にっき 五角 乃至 九 • 八 元、 

小麥 W は 五 〇 瓧に つき  一 • 四 元 乃至 三 元、 リキュ I 产は五 〇 赶 にっき 二 元 乃至 七 元であった。 

^ 外 S 酒 及 芳香 酒" 對 する 租稅 此の 租稅は 支那で 釀 造され た外國 、酒 及び 芳香 酒 (例へば。 ホ I ト 

ワイン) を 課 稅の對 象と して ゐた。 ビ 》• ルはー 九 三 一 年 十二月 二十 一 日の 法律に 依って ビ I 

严稅 を課稅 されて ゐ たから、 此 等の 外國 酒と は 別の 取扱 ひ を 受けて ゐた。 一九二 九 年 六月 二 

日の 法律に 依れば 稅率は 販賣愤 格の 三 割であった。 

酒 *烟 草 9g 免許 料 一 九 一 四 年に 創設され、 一 九 三 三年 七月 一 日に 改正され たが、 稅率は 

次の 樣に區 分され てゐ た。 (單位 元) 

S  草)  (支 那酒)  (外國 洒) 

卸賣商  一 〇〇 四 〇 二 〇  三 二  二 四  一 Q  五 〇 一 〇 

小賈商 ニー  八 四 八， 四 二 

二 〇• 五  〇• 五 

營 業者 は 年.^ 免許 料 を 政府に 納付し なければ ならなかった。 


年度 

百 萬 TL; 

1928 

1929 

6.8 

i 1930 

j 

8.6 

1931 

7.6 

1932 

1 1933 

13  I 

j 1934 

11.5 

1 1935 

1 

12.9 

第 

年度 

百 萬 元 

1928 

0.1 

支 

1929 

0-2  , 

那 

租 

19 ョ 0 

0.4 

我 

制 

193] 

0.8 

度 

1932 

1.7 

1933 

1.6 

1934 

4.2 

1935 

3.9 

上 七 種類の 租稅收 入 總額は 次表の 如くであった。 


ほ鑌稅 支那の 籍稅は 消費 稅の 一種と 見るべき ものである。 1 九 三 二 年 一月 二十 三日の 法 

律に 依れば、 課稅對 象と して は鑛 石が 選ばれ、 每 年生 產費を 考慮して 改められる 稅 率が 適用 

されて ゐた. - 稅率は 遠 石の 種 額に 護 じて 異， り、 生産費の 二分 乃至 一 铜 であった。 一 九 三 五 年 

に は 石炭 • 鐡鑛. クオ 产 フラム. アンチ モニ I 等の E 要鑛 石に は 五分の 稅 率が 適用され てゐ 

こ 0  # 

租稅收 入 額 は 次の 様に 僅少で ある。 
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§銀行^1^?發行说 一 九 三 五 年 十 一 月に 幣制 改革が 行 はれる まで は、 銀行券の 發 行は統 一 さ 

れて をら す、 « 立 銀行 • 私立 銀行 等の 九 銀行 も 紙幣の 發行權 を 持って ゐた。 一九 三 二 年 十月 

二十 九日の 銀行券 發行 a 法 第四條 は保證 準備 發行額 を 課税の 對象 として 定めて ゐた。 ( 一 九 

三五3^五月三日の中央銀行法第ニ十ニ條に依れば、 保證 準備 發行 額は總 銀行券 發行 額の 四 〇 

% と 規定され てゐ た。) 中央. 中國 、交通の 三國立 銀行 も 同じく 納稅の 義務が あった。 稅率 

は 年 平均 發行 額に 對 する  一 二 • 五 ％ であった が、 一 九 三 三年 以後、 稅率は 半減され てゐ た。 

次の 數字は 一 九 三 四 年度に 於け る全國 銀行の 年 平均 銀行券 發行額 を 示す ものである。 

(単位 百 萬 元) 


中央銀行 

中國 銀行 

交通 銀行 

鲁 

その他 九 銀行 

合  UK 


總發行 額 

六 五 • 三 

. 一六 六 • 七 

七 五， 1 

一 三 四. 九 

四 四 二  •〇 


課稅 される 部分 

五三 • 三 

五 0 人 

九 八 i 

II 一  一  二. 九 


租稅收 入 額 は 一九 三 二 年 は 三 • 一  百 萬 元、 一九 三 三年 は  一 • 五 百 萬 元、 一九 三 年 は 


六 百 萬 元、 一九 三 五 年 は  一 • 六 百 萬 元であった。 

お 取引所 稅 取引所 稅は 一九 一七 年に 創設され たもので、 一九二 八 年 十月 二  4« 九日に は 新 

しい 取引所 稅 法が 定められた。 一 九 二 九 年 三月 二十日の 改正に 依って 稅率は 次の 様に. y めら 

れで. Q た"  .  . 

純益に 對 する 稅率 


年 純益 

一 or〇co 元 以上 

五 Gr〇c〇 ク 

50doo ク 

一 五 Gr〇〇〇 ク 

二 〇〇、oo〇 ク 

二 五 〇..〇〇〇 ク 


五 Gr〇〇Q 兀に 至る もみ 

〇〇、〇〇〇 ク 一 


一 五 OTXDO 

二 〇〇T}〇〇 

二 五 orcxDO 

三 〇or〇〇〇 


ク 

ク 


三 〇cr〇〇〇 以上の もの 


二  *5 

五 •〇％ 

七 .五％ 

06% 

五 •〇％ 

七 •〇％ 


一 九 三 五 年に 課稅 された もの は、 全國大 取引所の うち 證券 取引所 一 、 商品^ 引 所 七で あつ 

たが、 そのうち 六  1^ 引 所 は 上海に ある ものであった。 
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年度 

百 萬 元 

1    7 ムリ 

3.0 

1929 

5.4 

1930 

61 

1931 

4.8 

1932 

5.1 

1933 

6.4 

1934 

6.9 

1935 

8.5 

や 反 

H  i*a  ノし 

1923 

0  02 

1929 

0.05 

： 1930 

1 

0.15 

' 1931 

1 

0.14 

i 1932 

0.09 

1933 

0.12 

1934 

0.14 

1935 

0.14 
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租 忟入額 は 次の 樣に微 々たる ものである。 . - . 


^：ノ 印花稅 最近、 印 花 稅の稅 率 は 一 九 三 五 年 九月 四日と 一 九 三 六 年 二月 十 一日の 二  152: 

つて 改正され た。 株券に 對 して は 一 〇〇 元につ き 二分 課^される ことにな つて ゐた。 

-收 入 額 は 次の 樣に 僅少で ある。 


第二 節 地方 稅 制度 

前に も說 明した 様に、 支那の 地方 稅 のうち 最も 重要な もの は 田賦と 營業稅 である。 契稅 • 

家屋 稅等 は收 入の 點に 於て 遙 かに 此 等に 劣って ゐる。 從 つて 田賦と 營業稅 について は 特に 詳 

細に 說 明し、 他の 地方税に は簡 革に 觸れ るの みとす る。 

田賦 田賦は 支那の 租稅の 中で も 特に 改革 を 必要と する ものの 一 つであった。 土地 課稅 

の K 礎と して 用 ひられて ゐた 土地 * 帳 は 明朝 時代に 制定され たものに その 源を發 して ゐたリ 

卽ち 一 四 二 〇 年と 一 四 三 七 年の 兩囘に 亙って 地賦 賦課の 某 準と しての 土地 臺 帳が 作製せられ 

更に それ を甚 礎と して 丁賦 賦課の 某 f}. としての 人名簿が 作製 せられて ゐ たが、 此等は 何れも 

支那の 地域が 廣汎 であった のと、 統計 技術 も 極めて 幼稚であった ため 多くの 缺點を 持って ゐ 

た。 そして それが 殆ど そのまま 久しい 間傳 へられて ゐ たのであった。 淸朝時代に入，，^魔熙年 

間の 初期に 部分的 乍ら も 新たに 土地の 測量が 行 はれ、 土地 臺 帳と 人名簿 も 之に 從っ て改 }i=* さ 

れた。 更に 一七 二 四 年に は 丁賦が 地賦に 編入され、 それ 以來 從來の 土地 « 帳と 人名簿が 地賦 
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と 丁賦の 八" 體 としての 田 賦課 稅の某 準と して 用 ひられて ゐた" 此 等の 臺帳は 前世紀の 中葉 以 

來頻發 した 一 校の ために 大部分 消滅した が、 その後 土地の 測量が 新たに 行 はれた こと はな か 

つた。 そして 田賦 はた だ 從來の 慣習に 從 つて 賦課され てゐ た。 二百 五十 年 も 前に 作製され た 

此 等の 臺帳 は、 勿論 土地 課 稅の甚 準と して は 決して 適當な ものではなかった。 

從っ て 田賦の 課 率 は 著しく 恣意的で あ，.^、 その 負擔 も當然 極めて 不公平な ものであった。 

支那の 全面 積 は 一 一 、 六 〇 八、 八 〇〇1^ 方 杆と謂 はれて ゐ るが、 全 國經濟 委員 會の 統計に 依 

れば、 耕地 • 森林 • 市街地の 面積 は その ニニ • 三 四 ％、 卽ち大 體ニ五 九 • 三百 萬へ クトェ 1 

力 I に 営..^、 しかも その 六 三 四 四， ％ /卽ち 一 六 四 • 五 百 萬 ヘクト ェ I 力 I に對 して 課 稅 され 

てゐ るに 過ぎなかった。 耕地 • 森林の 課稅 標準と して 選ばれた もの は 土地の 收^$-價格でぁ 

り， 多くの 省に 於て は 收益價 格に 五分 乃至 一 割 五分の 稅 率が 適用され てゐ. た。 四川 省の 様に 

政治的に 安定して ゐ なかった ところでは 遙 かに 高い 稅 率が 適用され てゐ た。 市街地で は 5^ 税 

標準と して 例へば 上海で は 土地の 賣買價 格が 採られて ゐた。 特に 最近、 附 加^の ため 十-地の 

粗-免 負擔は 著しく 重い ものに なって ゐ たが、 例へば 江 蘇 省に ついては 次の 樣 な負擔 額が 示さ 


i 

1 


\  - ん る： (六 •  一  H  - 力—！ 支 一  r  - - … -當. 9 手 均 ««、 なほ 指數は 一 九 二三 年 を 一 Co とす •) 


！ 年度 

元 

% 

1923 
i  1924 
1925 
S  1926 
1927 
1928 
1929 
1930 
！  1931 
1932 
1933  ' 

0.62 
0.73 
0.63 
a99 
nax 

a% 

0.95 
1.12 
\X)4 
0.92 
1.18 

100 
116 

loa  ！ 

/I 

157  i 

I4Q 1 

153  1 

151 

178 

165 

146 

189 

一一，" ： 一 ノー ：- チノ- - ： - . ： 一一- 一：： て へ ： -. ： -- :-- ： - ノ 一， -- :、- なかった 譯 である。 ，r:- ： 一一 

-UAVrk マる 立法が 不完全で、 しかも 土地 登記の 完全に 行に れてゐ ない 支那で は、 此の 樣な 

租稅の 尨 行 は 極めて 困難で ある C 

最近に至.=^收入增加と負擔公正のため屢々田陚改正の問題が；^i議されてりた- 最善の 解決 

を 得る ために は 云 ふまで もな く 全國に 亙る 根本的な 土地 測量と 新しい 臺 帳の 作製が 必要で あ 

つた。 然し この種の 大事 業 は 支那の 財政 的 或は 經濟 的な 實 情から 考 へて 容易な ことで はな か 

つた" 围民 政府の 成立 後 * 政府 は 一九 三 四 年 六月 五日の 土地 申告 法に 依って、 士地 所有者 

に對し 夫. > の 所有地の 面積 • 收益カ • 負債 闢係等 を 申告す；、 き 義務 を 謀し、 併せて 申告に 疑 
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，.ぶぁ..^或は申^:者の申吿の問に矛盾のぁる場合には、 各省 をして 再調査せ しめる ことと し 

た。 然し 僅かに 浙江 省が 一 九 三 六 年に 實 施した のみで、 他の 街 は 全く 之 を 行はなかった" 若 

し 此の 法律が す ベ ての に 於て 實 施されて ゐ たなら ば、 支那の 田賦は 著しく 改善され てゐた 

箬 である。 

Tf 營業稅 一 九 三 一 年に 至る まで 支 都に は 一 般營業 稅は行 はれ や、 ただ 屠畜稅 • 牙 稅 • 當 

稅 等の 特別 e: 業 稅が行 はれて ゐた だけで ある。 一九 三 一年に 營業稅 法が 制定され、 これら 三 

種の 特别螢 業 稅は廢 止される ことにな つたが、 新しく 採用され た營業 稅に對 して は 近代的な 

諫稅 « 式 を 適用して ゐた。 例へば ブ" シャ で 行 はれた 舊營業 稅の樣 に 階級 營業税 の 形式に 依 

る もので もな く、 フランス の詧業 稅の樣 に 外形 標準 主義に 依る もので もなかった。 營業稅 法 

第四條 は課稅 標準と して. は 三種の もの を 揭げ、 夫々 に對 する 稅率を 次の 様に 定めて ゐた。 

(ィ) 资本額 を 採る 場合  〇• 四 —二  •〇％ 

(口) 總收入 を 採る 場合  〇•  二 IO 五お 

(ハ) 純敉 入の 资本 額に 對 する 比率 を 採る 場合 


-(I) 一  五 ％ に 濠たざる 一一 

(I) 1 五. 1 二 五 X 

(I)  二 五，。 a/ を 超える 時 


V： 、人に 對し 二  .o  一二  •〇 ン 

ク  五 •ov^' を 超え 七 .五％ に 至る 串 

ク  七 *五％ を 超え 一 に 至る 串 


=y の 誉業稅 法は單 に 一 般的な 規定 を 示した だけで、 實 ：® 上の： SU-  .  _  二 ぺ 七 は 各省に 於 

て夫.^の商ゅ《?習及び 一般的 事情 を考 き) した 上、 決定す る ことにな つて.^ 5 た。 例へ に浙江 « に 

於 て は 課稅 標準と . ン て ^種誉 業 の 總收入 を 採って ゐ たが、 之に 對 して 次の 樣な稅 率が 各營業 

にっき 課せられて ゐた： (き 


ィ) 小賣商  〇• 五- 

ハ) 建 築-業  〇• 五 

ホ) 0 家 業  〇 人 

ト) 取引所 仲買 業  一 •〇 

リ) 印刷 出 板 業  〇• 五 


6 


( t 二 運 0 業 

( -I  ) 鼋氣 機械 業 

(へ) 寫 眞 業 

(チ) 保險業 

(ヌ) 倉 庫 0 

(ヲ) その他 商： ig 加工 P 


〇• 五 

〇• 五 

一 6 

一 6 

0 人 

〇• 五 1  一 6 


1 九 三 一 年六3:>十三日の營業稅法第五：^^は、 次の 樣な條 件に 觸れる もの はお.，： 業稅を 免除す 

ると 定めて ゐた C  .  • 
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卽ち  •  •  、 

(ィ) 總收入 を 課税 標準と する 場合 は 總收入 一、 〇〇〇 元 以下の もの 

(口) 資本 額 を課稅 標準と する 場合 は 資本 額 五 〇〇 元 以下の もの 

(ハ) 純收入 を課稅 標準と する 場合 は 純 收入ー 〇〇 元 以下の もの 

國 家 • «  • 縣 の經營 する 公法 上の 營業は 第 六條の 規定に 依，. > 營業税 を免稅 された。 

業稅の K 際 上の 課稅は 各省に 依って 夫々 特種の 方法が 採られて ゐ たが、 課稅の^：^礎とし 

ての K 簿が 不完全で あるた め 課 稅の赏 施に 多くの 障碍が 存 して ゐた。 

ほ契税 契稅は 土地の 賣買を 課稅對 象と する ものである。 契 稅と云 ふ 名稱は 古くから 用 ひ 

ら れてゐ たが、 誤解 を 招き 12^ ぃ名稱 であった。 一九 一四 年 一月 十一 日の 契 稅法第 一 條は、 土 

地所 有權 及び 賃貸 契約の 成立に 際し、 所有 權 及び 貸 貸 契約の 目的と せられた 士地を 課 稅の對 

象と すると 定めて ゐた。 稅率は 土地 購入の 場合に は 購入 價 格の 五 ％、 賞 貸借の 場 八；： に は 賞 貸 

價 格の 六 ％ であった。 北京 政府の 時代に は契稅 は阈稅 であった が、 一 九 二 九 年に 田賦が 地方 

に 移譲 せられて 以來、 契稅も 地方 稅 として 地方 圑體 に移讓 せられた。 然し 之に 關 する 規定と 


して は 一 九 一 四 年の 法律が そのまま 適用され てゐ た。 稅率は 大體、 購入の 場合に は 購入 價格 

の 六 ％、 賃貸借の 場合に は 賃貸 價 格の 三.^。.' であった。 

^家屋 稅 家屋 稅は 僅か 數 省に 於て 行 はれた に過ぎない。 租稅收 入 も 至って 僅少な もので 

あった。 稅率 は、. 例 へ ば 上海に 於て は 賃貸 價格を 基準と して、 住居に つ いて は 一 割 二分、 店 

舖 • 倉庫に つ いて は 一 割 四 分の 割合で 適用され てゐ た。 且つ 租稅は 所有者と 借受 人が 折半し 

て負擔 する ことにな つて ゐた。 自己 所有の ものに 對 して は 租稅を 免除して ゐた。 


X  X 一 


a 上の 四 種が 支那 地方 稅の 中で 最も 重要な もので あつたが、 支那の 地方 稅體系 は國稅 體 系 

と 異，， > 收益稅 に 重心 を 置いて ゐ たつ 然し 支 都の 收益 稅體系 は、 勞働收 益 稅を缺 いたのと 家： S 

稅の 意義が 小さかった ため、 必す しも 完全な ものではなかった： 
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第 一一 一 節 支那 租稅 制度の 特徵 

支那の 租稅 制度 を 見る 場合に 我  は 特に 次の 樣 な事實 を考盧 しなければ ならない。 

第一に、 支那の 全人 口の 八 割まで は S 一辰 民であった。 しかも 人口の 大半 を 占める 農民の 生活 

は 久しい 内亂 のために 極度の 窮乏に 陷 つて ゐた。 

第二に、 支那の 工業化 は 漸く 最近に 至って その 緒に 着き 始めて ゐ たが、 支那の 工業化 運動 

は 結局 これに 伴って 外國 勢力の 優越と 强化を 招く のみで、 支那 經涛の 建設と 發展に 却って 矛 

盾す る こと さ へあった。 

第三に、 支那の 財政 は 十九 世紀の 中葉 以來 極度の 窮乏に 陷 つて ゐた。 

此の様な 事實を 頭に 置き 乍ら 支那 租稅 制度が 財政 上 • 社會 政策 上 持つ 意， 義を 見る ことと す 

る 0 

3； 財政 的 意義 支那 租稅 制度の 最も 大きな 缺陷 は、 それが 彈カ 性を缺 いて ゐ ると 云 ふ點に 

あった。 


牧人 額から 見て 最も 重要な 租稅 は、 景氣變 動の 影響 を 最も 敏感に 受ける 關稅 であった。 從 

つて 政治 情勢の 急迫 或は 經湾界 の 不況 等の ために 財政 需要が 膨脹し、 收 入の 增加を 最も 必要 

とする 時に 却って 關稅收 入 は 減少した。 例へば 一九 三 二 年 以來、 關稅收 入 は 著しく 減 返して 

ゐ るので ある。 消費 a の 中で 關稅に 次いで 重要な 地位 を 占めて ゐた 鹽稅. 統稅に しても、 單 

純な 稅 率の 引き上げ のみに 依って 收 入の 增加を 計る こと は卧 難であった。 此 等の 租稅は その 

性質 上 無 逢 大衆：^ 負擔 となり 易いた め、 却って 税率 を 一 定 限度 以上に 引き上げる 場合に は、 

課稅 商品の 消 费減返 を 伴ひ收 入の 減少 を 生やる こと さ へ あった。 最近 行 はれた 鹽 优課 率の 引 

き 上げに 際して 此の 事 實を已 に 我 令 は經驗 して ゐる。 

地方 稅に屬 した 田 賦 • 家屋 稅等も 財政 需要の 膨張と 歩調 を 一 にし 得る もので はない。 ^^率 

を 引き上げれば、 ただで さへ 窮乏して ゐた 農民の 生活 をよ.^^ 迫し、 延いては 支那の 經濟を 

さ へ 破滅に 導く 可能性 を 伴って ゐ た。 

鹽稅 • 統稅も 多額の 徵税費 を 要した。 例 へ ば 租稅收 入の 一 割が 徵稅 費と して 使用され ねば 

ならなかった： 從 つて 此 等の 租稅は 民衆に 對 して 大きな 負擔を 課し 乍ら も、 財政に 對 して は 
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さほどの 貢獻 をな し 得なかった 譯 である。 

此の様に 支那 租税 制度の 改善 は、 收 入の 彈カ 性と 云 ふ 立場から しても 極めて 重要な 問題で 

あった。 所得 悅の 採用が 此の 點に關 して どれ 程の 貢獻 をな し 得 たかは 次章の 問題で ある。 

1! 社會 政策 的 意義 支那の 租稅 制度 は 負擔の 公平と 云 ふ 見地から も 極めて 大きな 缺<;£ を 寺 

つて ゐた。 負擔の 公平に 關 する 普遍の 原則 も 能力 原則 も 支那の 租稅 制度で は 全く 實 現されて 

ゐ なかった。 

特に 田賦 负擔の 不公平 は 最近に 至る まで 政府に 對 する 農民 不満の 最も 大きな 原因で あ h,、 

その 解決 は 最近 五十 年 を 通じて 支那 政治 上の 最も 重要な 問題の 一 つ をな して ゐた。 

全國 as 濟 委員 會の 統計に 依れば、 農民の 間に 耕地 は 次の 様な 割 八 口 で 分配され てゐ た。 

所 Jft- 家^の 仝 豊家数 

に對 して 占む る 割合 

五：^ 未滿  11ー 五丄 ハー 

五 畝 11 一  〇 畝  二三. 九九 

1〇 欽を 超え、 一 五 畝 以下の もの  一 三 ，一 七 


所屬豊 民の 全豊 K 一 

對 して 占む る 割合 

二八 丄ハ四 


〇 六 

三 • 四 九 


所感 耕地 而 の，^ -耕 地面 

精に， 對 して 占む る 割合 


六， 二 


1 1 • 四 二 

一 〇• 六 三 


七 〇 クー 〇〇 ク  一 丄ニ  一  ニ丄 一四  七 • 一  六 

一 〇〇 ^ 一  五 〇 ク  〇• 七 二  一  • 三 一  五 • 七 一 

一 五 〇 ク 二 〇〇 ク  〇 二 一四  〇• 四 七  二 • 七 六 

二 〇〇 ク 三 〇〇 ク  〇 土 〇  〇• 三 七  三 二 七 

三 〇〇 ク 五 〇〇 ク  〇• 一 1  〇 丄ー 〇  二 丄ハ三 

五 〇〇 ク 一、 〇〇〇 ク  〇•〇 五  〇丄1  ニ丄ニ 0 

1 、〇〇〇 畝 を 超える も の  〇•〇 二  〇•〇 三  了 七 五 


卽ち 支那の 農家 は 一 戶當り 平均 一 五. 一七 畝、 一人 當りギ 均 二 • 七 六 畝の 土地 を 所有して 

ゐた譯 である。 此の様な 所有地 面積の 狹 小の ため、 ただで さへ 生活に 苦しんで ゐた 農民の 生 

活狀態 は、 支那 固有の 小作 制度と 田 賦負擔 の 不公平に 依って 一 看 困難な 狀 態に 追 ひ やられて 

ゐた 0  - 
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支那 耕地 面積の 半 は 農民の 直接 所有に 屬 したが、 他の 半 は 地主の 所有に 歸し、 各種の 小作 

契約に ^いて =§;^ 民の 使用に 供され てゐ た。 例へば その 二  一  ％ は 永小作 契約に 依 h 、七 ％ は 二、 

三年 期限の 契約に 依り、 七 二 ％ は 解約の 自由な 短期 小作 契約に 依って ゐた。 特に 短期 小作 契 

約の 場合に は 小作人の 立場 は 極めて 不安定で しかも 不利であった。 しかも 農民に 課せられた 

小作料 は 大體に 於て 收 益の 三 八 ％ にも 上って ゐ たため 田賦 は事實 上、 小作人の 負擔に 等し か 

つた。 その上、 土地 臺 帳が 不完全であった ため、 時には 田賦が 二重に 課せられる ことがあ 

り、 時には 納稅の 義務の ない 場合に さ へ負擔 せねば ならなかった。 

M は 業 稅は小 t,: 業者の 事情 を 考慮す る ことが 少 かった のと、 累進 稅 率の 進み 方が 緩やかで あ 

つたた め、 小營 業者に とつて は 極めて 重い 負擔 になって ゐた。 

此の様に 支那の 租稅 制度 は小營 業者 • 農民 • 無 逢 大衆に 對 して、 その他の 陪 級に 比して 極 

めて 重い 負 擔を， 課して ゐ ので ある。 
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I - 所得 稅 採用の 試みと 創設 


第 一 節 辛亥 革命 後に 於け る 所得 稅 採用の 試み 

I 北京 政府の 所得 稅案 以上、 淸 末から 最近に 至る 近代 支 都 財政 史を 一瞥す る ことに 依つ 

て、 我々 は 次の 樣な 事實を 知った。 卽 ち 第一 に、 支那の 財政 は淸末 以降 極度の 窮乏に 苦しみ 

續 けて ゐた。 第二に、 支那 租稅 制度の 中心に なって ゐた 消費 稅は 財政 上 • 社會 政策 上 幾多の 

缺陷を 伴って ゐた。 從 つて 財政改革、 特に 租稅 制度の 根本的 改革 は 最近 二十 年 程の 問に 支 都 

政府の 直面して ゐた 最も 重要な 問題の 一 つであった。 

卽ち 此の 樣な 環境の 中に 所得 稅 採用の 試み も 企てられて ゐ たのであった、。 

所得 稅 採用の 試み は 已に淸 朝の 末期から 行 はれて ゐ たが、 具體 的な 法 雜 が 定められ ると 云 

ふ 程の こ ともなく、 ただ 此の 樣な 提案が あつたと 云 ふだけ であった。 革命の 後 再び 所得 稅« 

用の 問題が 論議され 始めた が、 その 目的と したと ころ は當 時に 於け る 財政 窮乏の 救濟 にあつ 

た。 そして 所得 稅の 施行に 關 する 何等の 準備 もな く稅 法が 定められ、 一 九 一 四 年 十二月に は 

そのまま 議會の 承 s§ を 受け、 一 九 一 四 年 十二 十五 日に 公布 せられた。 然し 此の様に して 制 
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定 せら：」 1 た 所得 .说 法 は 二十 七ケ條 から 成る 極めて 簡單な も の であ h 、 謂 は ば 緊急 的 立 法と も 

られる ベ きものであった" 

その 第 一 條は 制限 4： 納稅 義務 者と 無制限 納稅 義務 者を區 別して.； 5 た。 無制限 納稅 義務 者に 

•il する もの は、 支那に 住所 を 有する 者 及び 一 年 以上 支那に 居住す る ものであった。 

第二 條は課 说に當 自然人と 法人と を區 別す ると 定めて ゐた。 法人に は 二 ％ の 比例 稅 率が 

適用され たが、 Q 然人 にあって は 所得が 二種 額に 區 分され、 利子 所得に は. 一 .五％ の 比例 稅 

率が、 その他の 所得に 對 して は 次の 樣な 累進 稅 率が 適用され てゐ た。 


年 所得 額  ^率 

五 〇〇 元 を 超え  二、 〇〇〇 元に 至る所 得  〇• 五 

二、 〇〇〇 ク  三、 〇〇〇 ク  一 •〇 

三、 〇〇〇 ク  五、 o〇〇 ク  一， 五 

五、 〇〇〇 ク  一 Gr〇〇〇 ク  二  •〇 

一 〇、〇〇〇 ク  二 〇、〇〇0  ^  二  • 五 

二  cr〇〇o ク  三 cr〇c〇 ク  三 •〇 

-3VOOC ク  五 〇、c〇〇 . ク  三 • 五 


五 Gr〇〇〇 ク  一 ocr〇〇〇 ク  06 

一 〇ar〇〇〇 ク 二 〇〇、〇〇〇 ク  四 • 五 

二 〇or〇〇〇 ク 五 〇or〇〇〇 ク  五 •〇 

五十 萬 元 を 超える 所得に 對 して は、 所得 額 十 萬 元を增 加す る 每に稅 率 も 〇 • 五 ％ づっ增 加 

した 「) 

免 稅點が 五 〇o 元に 定められて ゐた ほか、 所得 額よ り 控除すべき ものと して 次に 示す 樣な 

諸 項目 を揭 げてゐ た。  • 

(ィ) 法人の 場合 

W 各種 積立金 

g 前年度 利益 金 中配當 されざる 部分 

g 國潸 利子 

(リ) 自然人の 場合 

E 法人所得 稅を已 に課稅 された 配當金 
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g 文 學*藝 術. 昔樂 等に 依る 所得 

S 從軍 中の 軍人 俸給 

£ 小 學校敎 員の 俸給 

W 研究費 

^ 法定の 年金 

资 利に 屬 せざる 一時の 所得 

g 國债 利子 

膂利を 目的と しない 法人 も 所得 稅を 免除され た。 

所得 稅の 課稅 標準と しての 所得 は 法人の 場合に は 純益、 自然人の 場合に は總 所得 中から 必 

要經費 及び 前 揭の諸 項目 を 控除した 殘 額であった。  . 

此の 樣な 內容を もった 所得 稅 法が 北京 政府に 依って 一 九 一四 年 十二月 十五 日に 發 令され た 

が、 直ちに は實 施されす、 施行 細則 も 1 九 一 五 年 八月 一 日に 至って 始めて 制定され たので あ 

つ た。 施行 細則に 依れば 所得 稅の 賦課 は 一 應 法人 • 官吏 . 議員に のみ 限定され、 課稅の iK 施 


も 各省に 委任 せられて ゐた。 

かう して 漸次、 所得 稅 施行の 準備が 整 へられて ゐ たが、 或は 政局の 不安に 妨げられ、 或は 

政府が 所得 稅實 施に 伴 ふ 各種の 障碍に 打ち克つ ベ き 力 を 持たなかった ため、 北京 政府の 所得 

稅法は 制定され たま ま 遂に 實 施されなかった。 ただ 一九二 一  年に 北京 在住の 官吏と 議員に 對 

して 課稅 した だけであった。 從 つて その 收入 額に しても 僅かに 一 萬 三百 十 一 元に 達した に 過 

ぎなかった。 

北京 政府の 所得 稅案は 此の 樣に 全く 失敗に 終った が、 それ は 全く 當然 のこと であった。 何 

となれば、 一九 一四 年 十二月 十五 日の 所得 稅法 にせよ、 一九 一 五 年 八月 一日の 施行 細則に せ 

よ、 第一に、 その 實 施に 必要な 諸種の 點に 亙って i で 詳細に 規定して ゐ なかった。 第二に、 

所得 槪 念に 關 しても 決して 明確な 規定 を 設けて ゐ なかった。 .史 に 所得 稅の實 施に 必要な 稅務 

宫 の 養成 さへ も 行って ゐ なかった。 卽ち 北京 政府 は 所得 稅法を 制定した ものの、 決して そ 

の 赏施を 具釗に 考慮して ゐ なかった とさ へ 思 はれる ので ある。 

g 所得 稅の先 驩| 國民黨 の 所得 捐 國民 政府の 成立 後 間もなく 一  九 二 七ハ牛 八月 十五 日に 財 
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政 部長 は 二十 七ケ條 から 成る 所得 稅 法案 を 制定した が、 これ は稅率 及び その他 重要な 點に於 

て は 全く 一  九 一 四 年 十二月 十五 日の 所得 稅法を 模倣した ものであった。 一 九 二八 年の 全阈財 

政經 濟會議 では 此の所 得 法案 を 中心として 所得 稅 採用の 問題が 論議され たが、 支那に はな 

は 所得 稅 の 施行に 必要な 條 件が 缺 けて ゐ るから、 直ちに 之 を實 施す ると して も 充分な 成果 を 

期し 得ないで あらう と 云 ふの が 一 般の意 向であった。 

之よ， 0 さき 一 九 二 七 年 六月 二十四日の 全 國國民 黨大會 の 決議に 基き、 國民黨 は 所得 招を棵 

用した。 所得 捐とは K 民 政府 及び 贫 • 縣所屬 官吏の 俸給に 對 して 強制的に 賦課す る もので、 

所得 捐 に關す る 規定の 五條 は 課 率 を 次 の 難に 定めて ゐた。 


月俸 給 額 

五 〇 元 以下 

五 〇 元 を 超え 

一 〇〇 ク 

二 〇〇 ク 

一二 〇〇 ク 


一 〇〇 元 以下の もの 

二 〇〇 ク 

一二 〇〇 ク 

四 〇〇 ク . 


課 率ヌ) 

兔稅 

II 一 

四 


四 〇〇 ク if^oo ク  五- - 

五 〇〇 ク 六 〇〇 ク  六 

六 〇〇 ク  七 〇〇 ク  七 

七 〇〇 ク八 〇〇 ク  八 

(八 〇〇 元は 支那に 於け る： siiHci: 額で ある。) 

さ 蒸の 財政 は 國 家財 政の 中に 包含され てゐ たが、 所得 捐は 專ら阈 民黨に 依って 直接 徴收 

され、 その 收入は 之を黨 員の 遺族扶助 費に 充當 すべき ものと 定めて ゐた。 

1: 民 黨の發 表に 依れば、 一九 三 一年、 一九 三 二 年、 一九 三 三年の 所得 捐收入 は 夫 一 ニー 

八 百 萬 元、 〇• 六 五 百 萬 元、 一 ニー 三百 萬 元に 上って ゐた。 

此の様に 所得 捐の 賦課 は 特定の 階級と 特定の 所得に のみ 限定され てゐ たから、 所得 稅に類 

似す る ものであった が、 決して 一 般 所得 稅と 同視す. へ きものではなかった。 

國民 政府 は 摩ろ 一 九 三 五 年末に 至る まで 關稅 自主 權の 囘復と 新しい 消 ft 稅の 創設に 全勢力 

を 傾注し、 當時 所得 稅の 採用 は 却って 第二義 的な ものと 一 般に考 へられて ゐた。 
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第二 節 蔣政權 の 所得税 創設 

卜 所得 稅の 構造 一 九 三 六 年の 所得 稅 制定に 際して 國民 政府 は 次の 様な 二つの 事！^ を その 

主要 動機と して ゐた。 卽ち 第一 に、 支那 租稅 制度の 中に 公平， 課稅の 原則 を 織 b 込む ために は 

當然 所得 稅の 採用が 必要であった。 第二に、 國際 情勢 逼迫の ため 財政 的な 見地から しても 從 

來 の租稅 制度 は 極めて 不完全な もので あ， o、 その 補强 工作が 必要であった。 そして 此の 要求 

に 沿 ふ べき 1 つの 方法と して 所得 稅 創設の. 必要が 强 調せられ てゐ た。 

かくて 所得 稅の赏 施に 必要な 諸種の 問題 を 充分 討議した 上、 一 九 三 六 年 七月 二十 一 日に 中 

. ^政治 委員 會は 所得 稅の K 施に 關 する 大綱 を 定めた。 そして 此の 大綱に 從 つて 立法 院に 依つ 

て 新に實 施される べき 所得 稅 法が 制定 せられた。 かう して 制定され た 所得 稅法は 一 九 三 六 年 

七月 二十 一日に は 直ちに 立法 院の、 更に 一九 三 六 年 八月 十八 日に は 行政 院の 同意 を 得、 一九 

三 六 年 十月 一 日 以來實 施される ことにな つた。 然し 所得 稅は實 際に は 直ちに 行 はれす、 一 九 

三 七 年 一月 一日に なって 始めて 施行され たのであった。 


一 九 三 六 年の 所得 稅 法に 於て は、 主觀 的な 租稅負 擔カを 墓 礎と する 人稅 としての 所得 1^ よ 

b も、 むしろ 營業 收益稅 • 勞働 收益稅 • 資本 收益稅 等に 類似す る 極めて 素朴な 所得 ffi の 採用 

が 立法者に 依って 企圖 されて ゐ たこと が、 所得 稅 法と 施行 細則と から 知られる。 從 つて 支那 

の 所得 稅 はむしろ フ ラ ン ス 所得 稅の 分類 所得 稅に 類似す る ものであった。 從 つて 所得の 負擔 

能力 を 基礎と する 人稅 としての 所得 稅の 特徵は 採り 入れられて ゐ なかった ので ある。 

一 九 三 六， 4 七月 二十 一 日の 所得 稅 おは 所得 槪念を 明確に 規定して ゐ ない。 例へば その 第 一 

條は營 業 所得 . 51: 給 及び 手當 • 有價 證券 及び 蓄に 基く 所得の 三種 類の 所得 を 揭げ るの み 

で、 個々 の 所得に 對 して 詳細な 說明を 加へ てななかった。 從 つて 之 を 補 ふ べき ものと して、 

施行 細則 第 十二 條 • 第 十三 條 • 第 十 五條 • 第 十六 條 及び 第 十七 條 等に • 依らねば ならな か つ 

た" 此の 樣に三 個の 收益 稅の單 純な 集計に 過ぎない 支那の 所得 稅は、 所得 槪念 として は 全く 

, tlo  r を 採って ゐた。 農業 • 鬧藝 • 林業 等からの 收人、 .；s«  . 相續に 甚く 臨時 

收入等 は 何れも 所得 稅の 賦課 を 免れて ゐた。 

山 管 業 所得 は對 する 所得税 所得 稅法第 一 條は營 業 所得 を 次の 三種 類に 區 分して ゐる。 
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(ィ) 會社 • 商店 • 工場. 問屋 • 個人に して 資本金 二 千 元 以上の ものの 營利收 入 

(口) 官民 <" 辨の營 利 事業 收入 

(ハ) 一 時の 11:,: 利 事業より 生す る收入 

所得 稅法は 自然人の 所得と 法人所得に 關 して は 何等の 區別も 設けて ゐ なかった。 從 つて 雨 

者 は 此の 點に 關 する K り は 全く 同 一 の 取扱 ひ を 受けて ゐた譯 である。 ただ 第二 條第 一 項に 於 

て、 Ms 利の 意思 を 有せざる 法人の 所得ば 免稅 すると 規定す るの みであった。 

前に 揭 げた 會 社に は、 一 九 二 九 年 十二月 二十 六日の 會社 法の 定める ところに 依， o、 合名會 

0  . 八 n 資會社 株式 合資 會社 • 株式 會社 が屬 して ゐた。 株式 會 社と 株式 合資 會 ri- の 配當金 -- 

は、 先づ 夫々 の 所得と して 第一 類の 所得税が 賦課され た 後、 更に 有 價證棼 及び 出資額からの 

所得と して 第三 類の 所得 稅が 賦課され て ゐた。 從 つて 二重に 課稅 されて ゐ たので ある。 

S 利 所得の 第 一 項に 屬 する ものに 對 する 課 稅はニ 千 元 以上の 資本 を 有する ものの みに 艮ら 

れてゐ た。 支那で は 資本 額 二 千 元 以上に 上る もの はむしろ 大瞀 業と 見る ことができ たから、， 

小 營菜者 は 所得 稅を 免除され て ゐた譯 である。 


官民 合辨 企業に 關 して 特に 規定が 設けられて ゐ たの は、 支那に は 此の 種の 八 あ 業が 可な の 

數に 上って ゐ たからで ある。 

一  項 及び 第二 項に 屬 しない 營業 所得 はすべ て 第三 項の 所得 中に 包括され、 施行規則 第 十 

ニ條は 特に 此の 點に關 して 詳細に 定めて ゐた。 例 へ ば 取引所 定期取引 業務からの 所得 は 此の 

中に 包含され てゐ た。 

蝥業 所得に 關 する 課 I 就 標準と して は、 經費 • 消却 費 • 營業 年度 間に 於け る 祖悅等 を 總收入 

から 控除した 純收 益が 選ばれて ゐた" 株式 合資 會社 • 株式 會社 等の 法定 積立金 も 控除され る 

ことにな つて ゐた。 ( 一 九 二 九 年 十二月 二十 六日の 會社 法に 於て は、 積立金が 甚本 資本 額の 

半額に 達. する まで、 年々 純益の 一割 を 積 立てるべき ものと 定めて ゐ た。) 此の様に 諸種の 控 

除 を 終った 後、 求められた 純益に 對 して 次の 様な 稅 率が 適用され る箬 であった。 

资本 額に， する 純益の 比 申.  純 1 敬に 對 する 說率 

五 ％ 以ト  一 〇％ に滿 たざる もの  三 ％ 

一 〇 ク  ー五ク  四，  - ： 

一 五. ゾ  二 〇 * ク  六 

^$ 支那 所得^ 制度  一六 三 
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二 〇 クニ 五ク  八 

二 五 ％ 以上  一 〇 

所得 稅 法に 於け る 資本と は 拂込资 本 額 或は 現赏に 出資され た 資本 額で あ b、 施行 細則の 第 

七條 は、 積立金の 三 割 は 之 を 資本 額に 加算し 得る と 定めて ゐた。 從 つて 實 際に 適用され る 

率 は 著しく 低い ものであった。 しかも 純益が 資本 額の 五 ％ に 満たない 場合に は 所得 稅の 賦， 課 

を 受けなかった。 

一時の 督利 事業に 某く 所得に ついては、 該 所得が 資本と 密接な 關係を 持ち、 所得の 资本額 

に對 する 比率 を 正確に 箅定し 得る 場合に のみ 前 揭の稅 率が 適用され る ことにな つて ゐた。 所 

得と 資本 額との 比率 を 求め 得ない 場合に は、 直接 所得 額に 對 して 次の 樣な 税率 を 適用して ゐ 

ナ 

所得 額  一 〇c: 兀を 超え  一 i〇〇〇 元に 満たざる もの  三 ％  . 

. 所得 額 一、 〇〇〇 ク  二、 五 〇〇 ク  四 

所得 額 二、 五 〇〇 ク  五 ^}〇〇 ク  六 

五 千 元 を 超える ものに 對 して は、 千 元 を. 超える 每に 最高 二割に 達する まで  一 ％づ /^稅率を 


加へ た。  • 

所得 稅 法に 於て は營業 所得に 關 する 所得 稅の 納稅 義務 者 を 精確に は 定めて なかった。 例 

へば 誉 業が 法人に 依って 經 營 されて ゐる 場合に、 法人 そのものが 納稅 義務 を 有する や 否やに 

つき 具體 的に 定めて ななかった" ただ 所得 稅法 第八條 及び 施行 細則 第二 十七 條を 通じて、 營 

業が 法人に 依って 經營 されて ゐる 場合に は 法人が 納稅 義務 を 有し、 然ら ざる 場合に は 經營主 

或は 經誉 表 者が 納^ 義 を 有する と 判斷し 得る に 過ぎなかった。 

營業 所得 に 於て は 申告の 義務が あった C 

.2  及び 特殊 手當 施行 細則 第 十六^に 於て は 俸給 反び 特殊 手當が 次の 樣に 詳細に 規定され 

てゐ た" 

(ィ) 公務員の 給 . 年金 • 獎勵金 • 退職金 • 養老年金 及び その他 職務 上給與 せられる 金 

額 

( P ) 自由 職業 及び その他 各 業務に 從事 する 者が 夫々 の 業 及び 業 上 受領す る 俸給 . 年 

金 • 手當 及び その他 金錢 上の 諸給與 
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所得 稅法 第二 條 第二 項に 依れば、 前記 (ィ) に屬 する もののう ち 次に 揭げる 所得 は 免^ 或 

は 所得 額 巾より 控除され た。  * 

m 業務 上 死傷した 軍人 • 警官 その他. ：ほ 吏に 封して 支給 せられる 扶助料 

^ 小 學校敎 員の 傣給 

^ 不具 廢疾者 . 勞働者 及び 勞 働に 從 事し 得ざる 者に 對 する 扶助料 • 恩給 • 養老年金 

. 又 施行 細則 第 十七 條に 依れば、 上揭 (pj に屬 する 所得に 對 して は 次の 諸 項目の 控除が 許さ 

a 作業場の 賃貸 料 及び 住居 を 作業場と して 使用す る 時 は 貸 貸 料の 六 割に 達する i での 額 

a 業務 上の 旅行に 對 して 支給され る 旅費、 なほ 手當 金の 支紛 される 時 は その 三 割に 達す 

るまでの 額  , 

更に 諸 經費を 控除し、 その 殘 額に 對 して 次の 様な 超過額 累進^ 率が 適用され てゐ た。 

-)  (所 £^ は 月額) 

三 〇兀は  >  六 〇； 兀 以下の 所得に 對 して は  一 〇 元に 付 〇•〇 -五： 兀 

六 〇 元 を 超え . ー〇〇. 兀以 下の 所得に して は  ク ？ー  0 元 


ー〇〇 元 

二 〇〇 元 

三 〇〇尤 

四 O0 元 

五 o〇 元 

六 〇o 元 

七 〇〇 元 

八 〇〇 元 

九 〇〇 元 

、〇〇〇 元 

V 1 〇〇 兀 


少 

ク 


二 〇〇 元 

三 〇〇 元 

四〇〇 元 

冗 〇〇 元 

六 〇〇 元 

じ 〇〇 ：兀 

九 〇〇 元 

、〇〇〇 元 

V 一  〇〇 元 


ク 

少 


ク 

,ゾ 

ク 


〇. 二 〇兀 

〇 丄 一一 〇 元 

〇，四〇 元 

〇 丄ハ 〇 元 

〇• 八 〇 元 

一 •〇〇 元 

一 丄 一〇 元 

： .四〇 元 

一 *六〇 元 

一 人 0 元 

i  一  60 元 


卽ち 第二 類の 所得 稅に 於て は、 最高 稅率 二割 卽ち千 元につ き 二 Hh 元に 達する 超過額 紫進稅 

率が 適用され たので ある。 然し 乍ら 超過額 累進 を 採る 關係 上、 全 所得に 銅す る祖说 負擔の 

比率 は 決して 最高 稅 率に 達する ことなく、 最も 負擔 率の 大 なる 場合に も 此の 最高 稅 率に 接近 

する のみで ある。 例へば 全 所得に 對 する 實際 上の 租稅 負擔の 割合 は 次の 様な 比率に なって ゐ 

ナ 
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所得 月額  稅額  稅率 

元  元  ^ 

三 0  0 二 五  〇*,ョ 

六 〇  〇• 三 〇  〇• 五 

一 〇o  ?七0  〇• 七 

二 〇〇  二  *七〇  ー丄 一一 

三 00  五 *七〇  一 • 力 

woo  九 .七〇  子 四 

五 〇〇  一 五. 七 〇  三 *ー 

六 〇〇  二三 *七〇  四 •〇 

七 〇〇  三 三 .七〇  四 人 

八 〇〇  四 五 .七〇  五 • 七 

九 〇〇  五 九. 七 〇  六丄ハ 

一、 〇〇〇  七 五 .七〇  七 • 五 

一二 〇〇  九 三 ふ〇  八 • 五 

ニニ 〇0  一三 三. 七 〇  56 

二、 五 〇〇  三 七三 *七〇  一 五 •〇 

一 〇、〇〇〇  一-八 七三. 七 〇  一八 *七 


八 


此の様に 月額 三十 元に 満たない もの は 免税され、 累進 稅 率の 進み 方 も 極めて 緩やかで あ 

る 0 

小 Si 校敎： 貝の 傣 給に 對 する 免稅 規定 は 定められて ゐ たが、 一 九 三 六 年 七月 二十 一 日の 所き 

稅法 は， 家族 事情の 考慮に 關 して 何等の 規定 も 設けて ゐ なかった。 之 は 次の 様な 二つの 事情 

に 某いて ゐた。 第一 に、 大都市 を 除き 支那で は戶籍 調査が 行 はれて ゐ なか， つたから、 家族 事 

情を掛 酌す る 事 は 不可能であった。 第二に、 稅 率が 巳に 低率であった から、 家族 事情 を 考慮 

するとしても、 赏 際に は 個  の納稅 義務 者の 負擔 力に 大きな 影響を及ぼす 程の こと もなかつ 

た。 しかも 敢 へて 家族 事情 を考盧 すると すれば、 却って 稅務當 局に 對 して 煩玻な 事務 上の 手 

« を 要求し、 その 結果 多額の 經 費が 必要であった。 

S . ^當 等に 對 する 諫稅に 於て は 源泉 課 a の 方法が 採られて ゐ たが、 施行 細則 第三 十條 

は 納 I 俛 義務 者が その 義務 を 支障な く爐 行した 場合に は、 その 納忖稅 額の 五ゲ C- を 納付者 二與 

へる と 定めて ゐた。 此の 種の 規定 は 所得 稅が 始めて 採用され る 様な 場合に は必 すし も 無用な 

もので はない。 

第 四 章 支那 所得 稅 制度  一六，， ：. 


近代 支那 財政 史  一七 〇 

£ 有價 證券 及び その他 投资は 基-^ 所得 所得^ 法 第 一 條 第三 項に は 四 種類の 資本 所得が 揭 げられ て 

ゐる。 卽ち國 債 利子 . 債^ 利子 • 株式 配當金 • 預金 利子が 之で ある。 此處に 預金と 云 はれる 

ものの 中には、 利子 を 生やる 長期 及び 短期の 預金が 一 切 包含され てゐ る，、 當座 勘定の 預金に 

對 しても 支 都で は 比較的 高率の 利子が 支拂 はれて ゐる。 抵常權 利子 • その他の 偾權關 係に 某 

く 利子 等 はすべ て課稅 の範圍 外に 置かれて ゐるこ 

第三 類 所得 稅に對 する 说率 はす ベ て 五 ％ であり、 次に 揭げる 諸 項目 は 課稅を 免除され た C 

^ 公共 刚體の 預金 

m 官吏 及び 勞働 者の 法定 貯蓄 

§ 慈善事業 及び 敎育 事業 を 目的と する 施設 幷 びに 阒體の 積立金 

W 敎育 事業 を 目的と する 積立金に して 利子 收入 年額 百 元に 滿 たざる も，  の 

なほ 課稅 はす ベ て 源泉に 於て 行 はれた. - 

^支那 所得 稅に關 する 若干の 問題 

S 外人 稅の E 題 通常 外！： 人 は 居住！： の 司法制度に 服し、 納税に 關 しても 何等の 特 權も享 


受し 得ない 箬 である。 然し 支那に 於て は 此の 自明の 事 赏が必 やし も 行 はれて ゐ なかった. - 

一八 四 三年の 英支 通商 條約 • 一八 四 四 年 七月 三日の 米 支 通商 條約. 一八 四 四 年 十月 二十 四 

日の 佛支 通商 條約 等の 結果、 支那に 居住す る 夫々 の 國民は 治 外法 權の 特權を 享受して ゐた。 

しかも 此の 治 外法 權の 特權は 更に 最惠國 約款に 基き、 その他の 國 民に 對 しても 與 へられる こ 

ととな り、 支那に 居住す る 外 阈人を 支那の 法律から 擁護すべき ものと して ft 立って ゐた. - 特 

に 治 外法 權に關 して 最も 詳細に 規定して ゐた 一 八 四 四 年 七月 三日の 米 支 通商 條約 JIS 十條 は、 

米國 人が 被吿 である 場合に は、 民事に 關 すると 刑事に 關 すると を 問 はす、 又 原告が 支那 人で 

あると 他國 人で あると を 問 はす、 彼等 は 支那の 法律に 服す る 必要な く、 被 が 支那 人で ある 

場合に 限り、 支那の 法律に 從 つて 裁判 せられる 可き ものと 定めて ゐた。 然し 此の 規定に 於て 

も稅法 上の 彼等の 特 權に關 して は 何等 言及して ゐ なかった。 從 つて 一 九 三 六 年の 所得 稅剑 a 

に 際して は、 一九 三 六 年 八月 十日に 諸 外國の 外交官に 對 して、 支那に 居住す るすべ ての 外國 

人 は 所得 稅に關 して は 何等の 特權を も 享受し 得すと 通告した。 ( 一 九 三 六；.^ 末に は なほ 十三 

國が治 外法 權の特 櫂 を 持って ゐ た。) そして 種，^-の 交涉を經た後、 一九 三 六 年末に は、 支那 
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に 居住す るすべ ての 外 國人は 所得 说 納付の 義務 を 有する ものと 定め、 財政 部長 もまた 此の方 

に 沿 ひ、 脫稅を 防. する ために 各種の 規定 を 定めた。 

支那に 居住す る外國 人に 對 する 所得 稅 課税の 問題 は、 支那の 租稅 高權. から 云っても、 財政 


上の 見地から しても 極めて 重大な 問題であった 

投資 額 は 次の 樣な 額に 上って ゐた。 


九 一 四 年 


公  債 

輸送 事業 

交通 • ^給 事業 

ェ  業 

銀行 • 信用 業務 

土地 所有 

易 業 

その^ 


弗 

三 三 〇• 三 

五三  一 • 一 


一 〇 丄ハ 

六丄ニ 

〇五* 五 

四 ニ上ハ 

九 八 二  L 


8* 五 

き •〇 

一 • 七 

三 • 七 

六. 九 

〇• 四 

六 • 五 

八 人 

一八. 五 


例へば リ I マ - 'の 調査に 依れば 外 國の劉 支 


九 三 一年 


百 s 弗 

四 ニ卞七 

八 四 六 • 三 


三 七 六 • 三 

二 一 四 • 七 

三 三 九丄ー 

四 八； 一丁 七 

二 九 七 •〇 


一三 丄ー 

二 六 • 一 

四 6 

四 •〇 

一 一 丄ハ 

六丄ハ 

. 〇• 五 

一 四 • 七 

九 • 一 


九 一 四 年 


英 

そ 


西 

耳 

の 


國 

利 


六 〇七* 五 


OA 


一 九： 二 一年 


三 七 • 七 、一、 一 八 九丄ー 

ニー  九丄ハ  一三 丄ハ  「一三 六. 九 

二 六 九 • 三  一六 ふ  二 七三 ，11 

•3  一 〇• 七  一九二  • 四 

二. K 三丄ハ  一六. 四  八 七 •〇 

-九  了 四  八 九 6 

I  1  二八-七 

I  I  四 丄ハ四 

六 • 七  〇• 四  二  • 九 

0 シャの對支投安額の大部分は滿洲に於けるま支鐵道に關するものでぁった，.^*^ 

してから その 投資 は 消滅した C また 獨 逸の 對支投 资額は 一 九 一 四 年まで は 大きな 額に 上って るた が、 世界 尺 ，联 中に す 

ベて 曰 本と 支那に 依って 繼 承され、 更に 日 支 間の 比率 はヮ シ ン ト ン會議 に 於て 定められ 仁。 

中國 銀行の 調査に 依れば 諸 外國が 對支 投資に 依って 得て ゐた收 入 額 は、 一 九 三 三年に は 

一 、 六 〇 九 •  二百 萬 弗 (內ニ 五 百 萬 弗 は 事業 投資よ. y の收 人、 九 三百 萬 弗 は 公債 投資よ の 

收入) 一 九 三 六 年に は 一 、 七 七 六 • 八 百 萬 弗 (內七 〇 百 萬 弗 は 事業 投資よりの 收入 
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三 六 • 七 

三 五 二 

.へ- 四 

五 • 九 

二. 七 

二  • 七 

〇. 九 

一 • 四 

0. 一 

九 三 五 年に ソ 聯が東 支鐵 道，^ 寶却 


ヒ . 


近代 支那 財政 史  1 七 四， 

八 百 萬 弗 は 公債 投資よ の收 入) に 上って ゐ た。. 

施行 細則 第三 條は、 外國 人の 支那 居住 期間 一 年に 満たない 場合と 所得 源泉が 支那に ない 場 

合に 限って、 所得 稅を 免除して ゐた。 その他に は、 一 九 三 六 年 七月 二十 一 日の 所得 稅法 も、 

一 九 三 六 年 八月 十八 日の 施行 細則 も、 無制限 納稅 義務 者に 關 する 規定 を 設けて ゐ なかった。 

然し 乍ら その 様な 規定 は、 支那の 所得税が 分類 所得 稅 主義に 依って ゐ るた め必す しも 必要な 

ものではなかった。 

S 资縈 所 傅は對 する 一一 重 錁稅の 問題 一 九 三 一 年 六月 以來、 營業稅 が 地方 稅 として 已に 設けられて 

ゐ たが、 一九 三 六 年 七月 二十 一 日に 所得 稅 法が 制定 せられた 結果、 營 業に 對 して 膂業税 の 他 

に 更に 所得税が 課稅 せられる ことにな つた メ 勿論、 諸外國 にあっても 營 業に 對 して 所 5^ 稅と 

资業稅 が課稅 されて はゐ るが、 兩者は 全く 異 つた 立場から 課稅 されて ゐ るので ある。 然し 乍 

ら 支那の 蝥業税 と營業 所得に 對 する 所得 稅 とは必 すし も 立場 を 異にする ものではなかった。 

例へば 螢業 稅に關 して は 三種の 課稅 標準が 揭 げられ、 その 一 つと して 純益の 资本 額に 對 する 

比率が 採られて ゐ たが、 之 は 第 一 類 所得 稅の 課稅 標準と 同 一 の ものであった。 


ニー 一純 

五 五 益 
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上上 滿本 
二た 額 
五 ざ に 
% る對 
にもす 
滿 のる 
た  比 
ざ 率 
る 
も 

0) 

七 

i.     ir.  |ji 
%     %  % 
クク以 

一 七 

.〇 五 五 率 
%     %  % 

ク ひ % 

膂 

業 
税 

純 

■T"     ~*     一一  ^ 

五 0 五 0 五の 

%     %     %     o/o     % 隻 
々少少 ク以本 
上 額 
に 

ニニ-— 對 
五 〇 五 〇 す 
%      o/o      %      % も 

に 比 

ククタ 滿率 
た . 
ざ 
る 

の 

〇 八 六 四 三 投 
%  %  %  %  % 率 

所 
得 
税 

立法 院が 一 九 三 六 年に 所得 稅法を 制定した 時には、 此の 二重 課稅の 問題 を 全く 考 虚して ね 

なかった" 然し 一 九 三 八 年 一 月 一 日 以降に 實 施せられ る箬 であった 一 九 三 五 年 六月 二十 四 R 

の國と 地方 W 體 問の 財政 調整に 關 する 法律 は、 將來 新たに 採用され る べき 所得 说の收 入のう 

ち、 その 一 部 は省幷 びに 縣に對 して 交付し、 省に は收 人の 一 割 乃至 二割 を、 縣には 二割 乃至 

三 割を與 へる と 定めて ゐた。 從 つて 地方 稅 としての 營業稅 は 之 を 凝し、 むしろ 所得 稅の 中に 

包括す べき ものであった。 勿論 そ のた め に は 所得 稅 の 稅率を ある 程度 引き上げ る 必要 も あ る 

が、 之に 依って 啓： 業 所得に 對 する 二重 課： &が 避けられ、 稅務 行政 も 著る しく 簡易 化され、 徵 
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稅 費も輕 減され る 害であった。 ， ， 

jij 所得 稅の 賦課 一 九 三 六 年 七月 二十 一 日の 所得 a 法 は、 所得 稅徵收 機關の 問題に 就いて 

何等 觸れ ると ころがなかった が、 一 九 三 六 年 八月に は 財政 部內に 所得 稅の徵 收に當 る べき 機 

關を 新たに 設け、 更に 全國に 二十 二の 所得 稅徵稅 局 を 設けた。 そして 之が 三つの 階級に^ 分 

されて ゐた。 

山 第 一 級 所得 稅徵税 局 上海 市 • 江 蘇 省 • 湖北 省 • 河北 省 • 廣柬将 

m 第二 級 所得 稅徵稅 局 浙江省 • 江 西 省. 湖南 省 • 河南 省 • 山 東 省 • 山 西 省 • 四川 将 . 

西康省 • 福 建 省 

^ 第三 級 所得 稅徵稅 局 陝西 省. 甘肅省 • 寧 夏 省. 蒙 古. 新 疆省. 察哈爾 • 殺 遠 • 

廣西省 • 雲 南 省 • 貴 州 省 

支那の 所得 稅が 成功し 得る か 否か は、 一 に 徵稅の 任に 當 るべき 稅務 吏員の 手腕に かかって 

ゐた。 一九 三 七 年 六月 末に は 所得税 徵 稅に關 する 技術 上の 困難 を 克服す るた め、 千 人の 尊 門 

稅務 吏員 を 養成した。 


然し 此の 他に も 所得 稅徵收 上の 最大の 隙码 として、 納稅 義務 者の 帳簿 作製に 關 する 問題が 

あった (〕 複式簿記 法 を 採用す る 者 は 少數の 範圍に 限られて ゐた C 例へば 銀行業の 様な 近代的 

な 企業に 於て さ へ 種 々維 多な 帳簿 を 用 ひて ゐた： 從 つて 申告の 正否 を 調査す る こと も 困難で 

あった。 殊に 所得 稅 創設の 初期に は、 納稅 義務 者に 眞實を 申告しょう とする 意思が 缺 けて ゐ 

たため、 此の 種の 缺陷 が顯 著に 現 はれて ゐた。 納稅 義務 者を敎 育し 啓蒙す る ことに 依って、 

彼等の 納稅心 を 喚起し 得た に 過ぎなかった C  . 
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第三 節 所得 稅の 意義 

H 財政 的惫義 所得 稅は 一 九 三 六 年 十月 一 日 以來實 施せられ る箬 であった が、 宵 吏の 俸給 

に對 して 課稅 された だけで、 その他の 部分 は 一 九 三 七 年 一 月 一 日に 始めて 赏 施された。 所得 

稅の 施行 以來 同年 六月 三十日に 至る までの 所得税 收入 として は 次の 樣な數 宇が 示され てん 

る。 

"第一 類  六 三 or 七 九 〇• 一  七 

は 第二 類 . 

官史 俸給  九 二 一 、九 三  一 • 四 四 

e 由 職業 所得  六 四 四 二 五 

その他  八  一 ^$^〇〇.〇四  - 

I 第三 類 

ヘム 債 利子  二、 二 四 二、 七 二 五. 三 四 

地方債 利子  . 四、 三 七 五 •〇〇 

銀行 預金  一 二 ir 八 〇六. 九 八 


式 配當金 

^  計 


一 GT 六  一 二  •〇〇 

四 x:}〇 六、 七 八 五 •  一  二 


九 三 七 年度の 豫算は 所得税 收入を 次の 樣に 豫定 して ゐた" 


上 

山 

合 


ふ 市 

(南京 市よりの 部分 _ 

川 • 西康省 


北 

き。 


省 

省 


11、 九 七 丄ハ九 七 ，九 八 

八 一 七、 六 八 了  二 

(六 九 三、 九 七 〇•  二 一) 

九 〇、 七 二三 .〇.^ 

三 cr 一八 二 • 1 六 

二 七、 六 三 七 • 九 一 

一 八、 五二七 丄 二- „ - 

一 四 X} 五三 丄ハへ 

三 五、 二 七 二  •  二 四 

四、 〇〇 六 I 七 八 五.  一 二 


卽ち 支那の 所得 稅は 財政 上 決して 尺き な 意義 を 持つ もの ではなかった。 例 へ ば 所得 稅收人 

は 關稅收 人よ.^ も 約 三 五 0 百 萬 元、 鹽稅收 入よ h も 約 一 八 C 百 萬 元、 烟草^ 收 人よ b も 約 七 
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五 百 萬 元 少な かつ 

j 一社 食 政策 的 意義 一 九 三 六 年 七月 二十 一 日の 所得 稅法 は、 勤勞 所得に 對 して は 累進 a 率 

を 適用し、 所得 月額 三十 元 未満の もの は免稅 して ゐた。 

支那の 勞働者 は 新年 赏與 或は 家族 手當等 を雇慵 主から 支給され、 之が 町な，， の 額に 上って 

ゐ たが、 經濟 部の 統計に 依れば、 業種 別勞働 者の 平均 日給 額 は 次表に 揭げる 程度で あつたか 

ら、 彼等 は殆ビ 所得 稅の 賦課 を 受けて ゐ なかった 譯 である。 


紡辕業 

4:- 料 品 製 造 

製材業 

煉冗 製造 

そ の ：^, 


0 丄ニ  0 元 

〇•  二 五 

〇• 四 五 

〇• 四 四 


化學 工業 

披脤 製造 

金屬 H 業 

編 籠 製造. 


9 四 〇* 

0-H0 

〇•  二八 

OMI 六 


家族 事情に 對 して は 何等の 考慮 をも拂 つて ゐ なかった から、 支那の 所得， 稅は必 やし も 能力 

原則に 合致して ゐ なかった が、 少額 所得者に は 極めて 輕ぃ a 率 を 適用して ゐ たので ある > 

ら、 此の 問題 は 取 i てて 云 ふ 程の もので もなかった。 政府 は 汎，、 大衆に も isf 負き 


しめる ことに 依って、 彼等の 犧牲 心と 共同 意識 を 喚起しょう としたの である。 

最後に 支那の 經濟狀 態 は その 發 達の 程度 を 地方に 依って 著しく 異にし、 從 つて 同一 の 貨幣 

額で も經 濟の發 達した 海岸 地帶と 未開の 奥地で その 價 値の 上に 大きな 差異が ある。 此の様な 

事 寅に 伴って 租 負 擔に關 しても 一 つの， 問題 を 生やる ので あるが、 稅 率の 統一 を 破る ことな 

/、此の 問題 を 解決す る こと は 非常に 困難で ある。 

If- 國民 經濟： S 意義 一 九 三 六 年 七月 二十 一 曰の 所得 稅 法に 於て は、 營業 所得に 最高 一 割の 

極めて 緩やかな 累進 稅 率が 適用され てゐ た。 利子 所得に 對 して は 五 ％ の 比例 稅 率が 適用され 

てゐ た。 卽ち 此の 樣な 低い 稅率を 採る ことに 依って 資本の 形成 を 促進しょう として ゐ たので 

ある。 支那に 支配的な 營業は 手工業 的 乃至 問屋 制度 的な もので あ h^、 工業 生產 物にしても そ 

の 分の 三 は 農民， の家內 工業 生産物で あると 謂 はれて ゐる。 最も 發 達し 富裕で あると 謂 はれ 

て ゐる浙 江 省に 於て さへ、 全 國經濟 委員 會の 調査 は、 大企業に 屬 する 資本 額 千 萬 元で あると 

報告して ゐる。  .  . 

一 九 三 六 年 七月 二十 一 日の 所得 稅法は 此の様な 點を 考慮し、 資本金 二 千 元 未満の もの は a 
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稅し、 資本金 二 千 元 以上で 純益が 資本 額の 五 ％ 以上に 達する ものに のみ 課， t|g して， Q た 0 更に 

課させられる ベ きものに 對 しても 極めて 緩やかな 累進 稅率を 適用し、 積立金に 對 して は租稅 

を 免除した」 例へば 資本 額 二 千 元、 純益 千 五 百 元の 營 業の 租 稅負擔 は 四十 五 元に 過ぎな かつ 
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